



令和2年度年次経済財政報告公表に当たって






変革のラストチャンス。新型コロナウイルス感染症の影響により、デジタル化の遅れをはじめとした、我が国経済が抱えてきた長年の課題の数々が浮き彫りになりました。その宿題返しが求められています。こうした強い危機感も含め、副題は「コロナ危機：日本経済変革のラストチャンス」としました。今後、強い決意とスピード感を持って日本経済の変革に挑んでいきます。

令和2年前半の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、大きく落ち込みました。我が国では、欧米諸国のような強制力を伴うロックダウンは実施しませんでしたが、4月の緊急事態宣言を受けて外出や営業の自粛が進み、国内の経済活動は大幅に抑制されることになりました。また、ロックダウンが行われた諸外国経済の停滞により、我が国の輸出も急減しました。これらの結果、4－6月期の実質ＧＤＰはリーマンショック時を超える過去最大の減少となりました。

この間、感染者数の動きに落ち着きがみられるようになったことから5月に緊急事態宣言を解除し、感染拡大防止に努めながら経済社会活動を段階的に引き上げました。したがって、月次の動きを見ていくと、4、5月を底にして、6月以降、経済は持ち直しに転じました。その後は、感染者数の変動による経済活動の振れは見られますが、持ち直しの動きが続いています。

今回の新型コロナウイルスとの闘いはまだ続いています。感染リスクはゼロにはなりませんが、流行が起こっても小さな波に抑え込むことが重要です。また、感染症の拡大防止と経済社会活動の両立という困難な課題を克服するには、「新たな日常」の構築・定着が必須となります。感染拡大防止によって、需要が抑制される面は確かにありますが、ネット配信やデジタル決済、テレワーク等のデジタル技術を活用するなど「新たな日常」を構築し、実践することで需要を生み出し、経済を拡大していくことは十分に可能です。

今回の年次経済財政報告では、感染症によって下押しされた我が国経済の現状を分析すると同時に、コロナ後の経済においてカギとなる働き方改革の進捗確認、女性の正規雇用にみられる「Ｌ字カーブ」の解消を含めた継続就業の促進に向けた動き、そして、ネット消費を始めとしたデジタル化の動きと課題について取り上げています。

昭和22年に「経済実相報告書」が公表されて以来、名前は変わりましたが、今回は74回目になります。過去においても、我が国経済が直面する課題をデータに基づいて実証的に分析し、幅広い政策課題について論じてきましたが、今回の報告も、経済の現状認識や政策課題の議論の深化に資することを願ってやみません。
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経済財政政策担当大臣
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はじめに






2020年の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、急速な景気の悪化を経験することになった。1月に感染者が確認され、月末には中国からの団体旅行客が渡航禁止となってインバウンド需要が減少し始めた。その後も感染者数の増加は続き、次第に医療提供体制への負荷が高まることとなった。こうした事態を受け、政府は4月に緊急事態宣言を発し、地方自治体、専門家、事業者を含む国民の一丸となった感染防止に向けた取組を進めた。その結果、感染症の拡大は抑え込むことができたものの、経済活動を大幅に抑制したこともあり、景気は極めて厳しい状況となった。

その後、緊急事態宣言の解除を受け、5月後半からは経済活動の再開が段階的に進み、消費を中心として次第に上向きの動きが広がることになった。外出自粛や休業要請で抑制されてきた外食や衣料品への支出機会が次第に増加するなか、個人向け特別定額給付金の効果もあり、例えば、家電等の販売高は6月に大きく伸長した。

個人消費は持ち直し、6月以降は輸出や生産も増加に転じたものの、経済全体の活動水準は低く、依然として厳しい状況が続いた。7、8月は、豪雨災害の発生や天候不順もあるなか、全国的に感染者数が再び増加傾向に転じたことや一部の地域で旅行等の活動自粛要請が行われたことから、旅行や外食といった対面型のサービス消費に足踏み感もみられたが、輸出から生産への循環が続いており、全体としては持ち直しの動きが続いている。ただし、海外においても、感染者数の増加・再増加が続いている国も少なくないことから、景気の下振れリスクは依然として高い。

したがって、感染症の拡大防止を図りつつ、雇用調整助成金の活用や働き手と働く場のマッチングを促進すること等によって雇用を守りながら、早急に経済活動のレベルを引き上げることは引き続き最重要課題である。その際、我が国のみならず、世界各国において、感染症拡大の経験を踏まえた暮らし方や働き方の転換、「新たな日常」の構築が求められている。社会生活の基本的な動作や長年の慣行を見直すことは極めて稀な出来事だが、人々の安心と安全の確保と経済活動の拡大を両立させることが求められている。

この点、我が国は「新たな日常」の構築をひとつの契機にして、大きく飛躍できると考えられる。すなわち、社会実装の遅れているデジタル化を一気に進めること、長年の課題であった働き方改革を進めること等である。これらの具体化は、骨太2020において年内に策定することとされた実行計画によって進められるが、本報告では、我が国経済の現状と課題の分析を通じて、政策検討に資することも意図している。構成は以下の通りである。

第一章では、昨年以降の我が国経済の動きを振り返りつつ、内需の柱である家計の所得・消費の動向や需給と賃金物価の動向について、感染症がもたらした経済活動への影響を整理する。また、2011年11月から始まった大型の景気拡張局面が終わりを告げたことから、循環論的な特徴を分析する。

第二章では、感染症の拡大によって生じた労働時間の減少、あるいは生活時間の変化を分析した後、既に始まっている働き方改革の政策効果を検証する。テレワーク利用者の増加やパートタイム労働者の待遇改善等、顕在化している働き方の変化を確認した上で、具体的な働き方改革の取組が、企業レベルの雇用や労働生産性に与える影響について定量的に評価する。

第三章では、働き方改革にも関連する女性の就業と出生率に着目し、国際比較や国内地域間比較から得られる含意を整理している。その上で、保育の充実や育児休業等の政策と就業の関係を確認し、子育て世代の女性の継続就業を促すために必要な働き方の見直しや環境整備、また、女性の就業と出生率に対する男性の働き方が抱える課題を検討している。

第四章では、「新たな日常」に関連する消費と投資の課題を取り上げている。消費面では、近年増加している電子商取引（EC）やインターネットを活用して広がっている新たな消費形態（シェアリング、サブスクリプション）に着目し、家計や企業行動の変化やEC普及の持続性を検討している。投資面では、省力化や接触機会抑制に向けたITやソフトウェア投資の動向を振り返りつつ、民間部門での取組状況や投資の効果を分析している。また、感染症の拡大が明らかにした我が国の弱点である公的部門のIT、デジタル化の遅れに言及し、IT人材を巡る課題を整理している。

最後の「むすび」では、本報告の主な分析の内容を要約し、それらが示唆する含意について記している。
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第1章　新型コロナウイルス感染症の影響と日本経済






2020年は、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）の世界的流行（パンデミック）による未曾有の経済停滞にさらされた。感染者数は世界で3,000万人を上回り（2020年9月中旬）、中国での最初の症例確認から半年以上が経過した今もなお増加を続けている（付図1-1）。多くの国々では、感染拡大防止のために経済活動の人為的な抑制を余儀なくされ、これにより急激かつ大幅な景気後退を経験するに至った。

我が国経済も、その例外ではない。感染症の拡大に伴い、まずはインバウンド需要の減少から消失、続いて中国の生産活動停滞によるサプライチェーンを通じた供給制約による生産の滞りに見舞われた。さらに、感染拡大防止のために国内の経済社会活動の抑制を余儀なくされ、その後は主要貿易相手国における経済活動停止に伴い輸出が大幅に減少する等、感染症はその経済的な波及経路を拡げながら、我が国経済に甚大な影響をもたらした。感染症による景気の下押しは、我が国経済が2019年10月の落ち込みから持ち直していた過程を直撃した。

こうした難局において、引き続き経済財政運営を適切に行っていくためには、これらの非循環的な要因による下押しを受けた我が国経済の状態を正しく診断することが必要である。また、足下の動向から離れて俯瞰すると、構造的な生産年齢人口の減少が続いたにもかかわらず、2012年末以降、景気拡張局面が長らく続いた背景を分析することで、経済成長を促す要因を明らかにすることも必要である。

以上を踏まえ、本章の第1節では、GDP統計から経済全体の動きを概観した上で、家計部門、企業部門、対外経済活動の3つの側面から、感染症の拡がりによって下押しされた経済状況を確認する。第2節では、世界的にデフレ圧力が高まる中で、我が国の賃金や物価の状況を分析するとともに、金融市場や危機対応の政策について触れる。第3節では、少し長期的な景気循環の動きについて、2012年11月から今回の感染症の影響によって後退に至るまでの景気拡張局面の特徴を検証する。













第1章　新型コロナウイルス感染症の影響と日本経済　第1節






第1節　感染症流行下の我が国経済の動向

本節では、感染症の拡大過程を時系列で整理するとともに、主にGDP統計を用いて我が国経済への影響を確認する。また、感染症の影響下の経済状況について、家計部門、企業部門、対外経済活動の3つの側面からより詳しく点検する。

1　感染症の拡大と我が国の経済動向

●非循環的な要因により大きく下押しされた日本経済

我が国経済は、2012年11月を景気の谷として、それ以降、緩やかな回復を続けてきた。実質GDPの推移をみると、2014年度は、消費税率引上げ後の反動減等もあってマイナス成長となったものの、その後は2018年度まで4年連続でのプラス成長を実現した（第1-1-1図（1））。しかしながら、2019年度は前年度比0.0％と、マイナス成長にこそ至らなかったものの、実質GDPが拡大する動きは、年度後半から途切れることとなった。

そこで、2019年度の実質GDPの動向を四半期別にみると、4－6月期及び7－9月期は、外需（＝輸出－輸入）の前期比寄与度が、それぞれ－0.3％、－0.2％と下押し要因となった一方、個人消費や設備投資、公需といった内需の前期比寄与度が、それぞれ0.7％、0.3％とプラスとなり、GDP全体として増加基調が続いた（第1-1-1図（2））。続く10－12月期は、前回ほどではないものの、10月の消費税率引上げに伴う家電等の一部にみられた駆け込み需要の反動減に加え、大型台風に伴う計画運休や休業の影響、記録的な暖冬による冬物季節商材の販売不振が加わったことから個人消費が大きくマイナスに寄与した（前期比－2.9％、前期比寄与度－1.6％1）。その結果、実質GDP成長率は前期比－1.8％（前期比年率－7.0％）と大幅なマイナスとなった。

さらに、2020年1－3月期及び4－6月期もマイナス成長は続いた。詳しくは次項で触れるが、消費税率の引上げや台風の影響等は、2020年初めにかけて徐々に和らいでいたものの、新たに感染症の世界的な流行が生じ、2月以降、まずはインバウンド需要が消失した。続いて、感染拡大防止のための外出自粛等により、個人消費を中心に内需が下押しされた。さらに、主要貿易相手国でも経済活動の停止（ロックダウン：都市封鎖）等が講じられたことから、外需も大幅に減少した。このように、この1年間の我が国経済は、過剰投資や在庫増といった経済活動内に生じる循環的な要因ではなく、非循環的な外生要因により大きな下押しを受け続けたといえる。

●海外経済は世界恐慌以来の悪化見通し

我が国経済を取り巻く世界経済の状況をみると、主要国・地域の経済は、感染症の影響を受け、軒並み悪化した（第1-1-2図）。感染症の拡大が最初に深刻化した中国では、多くの地域において1月下旬の春節の時期から2月上旬の間、感染拡大防止のために休業措置等を講じた。その結果、2020年1－3月期の実質GDPは、前期比－10.0％とマイナス成長を記録することとなった。一方、同国では、3月以降感染者数の増加ペースが抑えられ、経済活動の再開が進んだことで、4－6月期の実質GDPは前期比11.5％と増加した。

また、欧米各国では、感染者数が増大し始めた3月からおおむね5月にかけてロックダウンを含む経済活動の大規模な抑制を行ったことから、1－3月期から4－6月期にかけて、大幅なマイナス成長が続いた。

2020年6月に公表されたIMFの世界経済見通しでは、2020年の世界経済成長率は－4.9％となっており、1929年に発生した世界恐慌以来の落ち込みが見込まれている。リーマンショックの影響が現れた2009年の世界経済の成長率が－0.1％だったことを踏まえると、感染症の経済的影響の大きさが分かる。2021年の世界経済はプラス成長に復すことが見込まれているが、各国が感染症前のGDP水準を取り戻すには各々における感染症抑止にも依存しており、我が国の対外的な環境は厳しい。

●感染症は、世界的流行が進むなかで、波及経路を拡大

感染症の経済的影響を考察するために、最初に感染症の発生以降の過程を整理しておこう（第1-1-3表）。感染症は、2019年12月に中国武漢市で最初の症例が報告されて以降、まず中国国内で拡がった。中国政府は、2020年1月の春節休暇中に中国から国外への団体旅行の渡航禁止措置を講じるとともに、多くの地方省市において、生産・販売拠点の操業停止等の休業措置を講じた。前者はインバウンド需要の減少（サービス輸出の減少）、後者はサプライチェーンを通じた生産・流通の停滞（財輸入・生産の減少）という形で、我が国経済に影響することになった。

その後、2月から3月にかけて感染症が世界的に広がるにつれて、各国政府は入国制限措置を採るとともに自国民の海外渡航に自粛勧告を行うようになり、国境を越える人の移動は急速に減少した。訪日外国人数や出国邦人数をみると、3月には前年比9割減に及ぶなど2、人の移動に関連するサービス貿易は大きく下押しされた。さらに、3月中旬以降、欧米諸国においても感染者数の増加が顕著となり、防止策としてロックダウン等の経済活動の抑制が行われ、当該国の経済が急激に悪化した。こうして、感染症の影響は、中国から世界経済全体に伝播し、我が国の財輸出も急速な減少を余儀なくされた。

国内の動きに戻ると、2020年1月30日に新型コロナウイルス感染症対策本部が設置されて以降、各般の感染防止策が講じられ、2月下旬には全国規模のイベント自粛や臨時休校の要請が行われた。これ以降、外出自粛や接触機会の削減が一段と進み、経済活動が抑制された。国内の経済活動は、4月7日に緊急事態宣言が一部地域に対して発出され、さらに、同16日に対象地域が全都道府県に拡大されたことで、より一層抑制された。

5月に入り、緊急事態宣言が段階的に解除されていくにつれて、個人の消費活動や企業の生産活動は4、5月を底として再び持ち直し始めた。世界的にも、4月から5月にかけて、欧米主要国におけるロックダウンが段階的に緩和されたこともあり、海外経済にも復調の兆しがみられ始めた。しかしながら、アメリカやブラジル、インド等の新興国では、依然として速いペースで感染者数の増加が続いており、世界全体として感染の抑止には至っていない（再掲付図1-1）。感染症による先行きの不確実性が高い状況はいまだ続いている。

●今回の感染症の影響は、SARSとは比較にならない大規模なもの

このような拡大経路をたどった感染症の経済的影響は、過去の感染症流行や自然災害、経済危機の影響と比べても大きい（第1-1-4表、第1-1-5図）。

今回の感染症と同様、ウイルスが世界的に流行した最近の事例である2003年のSARSと比較すると、類似点としては、中国で最初の症例が報告されたこと、春節の時期を契機に国際的な感染拡大が始まったこと、一部地域に対する渡航自粛勧告が出され、国際的な人の移動が制約されたこと等が挙げられる。一方、相違点としては、感染拡大の規模が、世界の感染者数や死者数でみても、感染者の報告がなされた国・地域の数でみても、今回の感染症と比較するとSARSは限定的であったこと、流行期間がSARSは7月に終息したのに対し、今回の感染症は9月時点においてもいまだに感染者数の増加が続いていること等が挙げられる。

また、我が国に関しては、SARSは国内感染を防ぐことができた結果、経済への影響は大きなものとはならなかった。海外でSARSの感染拡大が始まった2003年2月以降、景況感（景気ウォッチャー調査現状判断DI）は大きく低下することなく改善が進み、実質GDPも一貫して増加が続いた。訪日外国人数の大幅な減少とそれによる輸出の伸びの鈍化はみられたものの、それ以上に出国邦人数が減少して輸入が落ち込んだこと等から、2003年4－6月期のGDPは減少しなかった。

●感染症の影響は需給両面にみられるが、需要ショックの側面が強い

次に、近年の大規模な経済ショックの例として、2008年のリーマンショックと2011年の東日本大震災と比較する（再掲第1-1-4表、第1-1-5図）。前者は、サブプライムローンに代表される過剰与信とその崩壊が金融システムを機能不全に陥らせたことで総需要の縮小を招いた海外発の「信用収縮・需要ショック」である3。後者は、地震と津波による直接的な被害に加えて、原子力災害と電力供給の制約、サプライチェーン寸断といった被害も加わった国内発の「供給ショック」である4。

今回の感染症による経済への影響は、いずれに近い動きをしているだろうか。幾つかの指標の動きを確認しよう。景況感（景気ウォッチャー調査現状判断DI）をみると、リーマンショック時は時間をかけて低下し、その後は上昇した。他方、東日本大震災時は、発災した2011年3月に急激に低下し、電力供給等が回復して政策対応が明らかになっていった5月から6月にかけて急上昇した。今回の動きは東日本大震災時に似ており、景況感は、自粛の動きが急速に高まった2020年2月から3月にかけて急落し、緊急事態宣言明けの6月に急上昇した。感染拡大防止のために経済を人為的に止めたことが、震災に似た非連続的な動きをもたらしたといえる。

感染症が供給ショックの側面を持つことは、輸入の動きにもみられる。先述のとおり、1月下旬から2月上旬にかけて中国国内においては休業措置が採られたことから、中国からの中間財や最終財の供給が滞ったことで、我が国の生産や消費に影響が生じた。これは、リーマンショック時にみられたような、国内の経済活動が先に縮小し、それに伴う輸入需要の減少が生じたことと対照的である。なお、東日本大震災は国内問題であったため、供給制約による輸入の減少はなかったが、地域間では、東北地方の工場等が被災したことで国内のサプライチェーンが寸断され、国内他地域での生産活動が下押しされる、あるいは代替生産で押し上げられるという動きもみられた。

次に、個人消費の動きをみると、比較の2例及び今回のいずれでも減少している。こうした消費の減少が、需要と供給のいずれの変化に由来するかについて、財の価格変化（ここでは家計調査デフレーター）に着目して検討しよう。一般的に、価格が上昇する際には、需要スケジュールが変わらなければ供給スケジュールが（例えば、生産性の低下によって）内側にシフトしており、供給スケジュールが変わらなければ需要スケジュールが（例えば、所得の増加によって）外側にシフトしている。したがって、需要曲線か、供給曲線のどちらか一方のみがシフトすると仮定した場合には、財の価格が上昇した際、取引量が減少していれば供給ショック、増加していれば需要ショックとみなせる。逆に、価格が下落する場合には、取引量が増加していれば供給ショック、減少していれば需要ショックとみなせる5。

総務省「家計調査」における品目別（小分類6）の消費支出の変化について、<1>価格上昇かつ数量減少（供給要因）、<2>価格低下かつ数量増加（供給要因）、<3>価格上昇かつ数量増加（需要要因）、<4>価格低下かつ数量減少（需要要因）の4つのカテゴリーに分類し、その割合を求めた。結果をみると、例えば、リーマンショック時の2008年後半から2009年にかけて、<1>と<3>の割合が低下して<2>と<4>の割合が増加、中でも<2>の割合が増加したといった特徴がみられる（第1-1-6図（1））。これは、需要が低迷して価格が低下するだけでなく、供給の増加もまた、価格低下に寄与したことを示唆している。

また、2回の消費税率引上げ時（2014年4月、2019年10月）には供給要因（<1>価格上昇と数量減少）の割合が上昇し、需要要因（<3>価格上昇と数量増加、<4>価格低下と数量減少）は低下している。ただし、2014年時には、引上げ前の2013年後半から需要要因の割合が上昇し、供給要因の割合が一時的に上昇した後には、需要要因の割合が高まったまま推移し、2015年に5割程度へと戻っている。2019年時には、こうした需要要因の変動が見られず、例えばキャッシュレス・ポイント還元事業等の需要平準化措置に一定の効果があったとみられる。

感染症の影響が現れた2020年の動きをみると、年初から4月までは、供給要因（<1>と<2>）と需要要因（<3>と<4>）の割合はおおむね一定で推移している中で、供給要因では<1>、需要要因では<4>の割合が上昇しており、需給スケジュールがともに内側へシフト（数量減）したことを示唆している。また、5月以降は需要要因、中でも<3>（価格上昇と数量増）の割合が高まっていることから、経済活動の再開によって需要スケジュールが外側にシフトしたことが示唆される。

さらに、変化の方向を分類した上で、品目ごとの価格変化率の大きさを勘案すると、家計調査における消費支出全体の価格変化を需要要因と供給要因の寄与に分解できる（第1-1-6図（2））。感染症の影響が現れた2020年において、家計の消費支出全体では、1月から4月にかけて価格は低下し、5月以降は上昇に転じている。低下は専ら供給要因によってもたらされ、その後の上昇は需給要因が相反して動いた結果となっており、経済的な背景が判然としない。そこで、価格の動きを品目別（大分類）に分けると、燃料を含む「交通」の価格が2月から4月にかけて供給要因によって低下している。これは、ガソリン価格の低下を反映したものであり、この期間、家計消費全体の価格に影響したことがうかがえる。5月にはガソリン価格が反転したことから、供給要因による下振れは弱まったが、緊急事態宣言明けとなる6月には、需要要因によって「交通」の価格は上昇へと転じている。緊急事態宣言による外出自粛は他の品目の価格動向にも影響を与えている。例えば、「食料」価格の動きをみると、外出自粛や内食機会の増加を反映して、3月と4月は需要要因がプラスに寄与しており、6月にはマイナス寄与へと転じている。また、「家具・家事用品」価格は、家電販売が好調となった6月に上昇している。まとめると、全体の動きにはガソリン価格といった供給要因の影響もみられるが、品目数の割合の動きと同様、相対的には需要要因によって価格が動いた程度が大きいとみられる。

最後に所得面について雇用者報酬に着目すると、東日本大震災の際は供給制約が短期的に解消されたため増加基調が維持され、発災後の経済の持ち直しに寄与した。他方、リーマンショック時は、景気後退が長期化するなかで、大規模な雇用調整が発生し、雇用者報酬は弱い動きとなった。今回の感染症下では、2020年4－6月期の雇用者報酬は雇用者の非労働力化や休業等による労働時間の減少が大きく影響して減少したが、こうした動きが続くか否かが今後の景気の持ち直しの力強さを推し量る上で重要なポイントであり、十分に注視する必要がある。

●経済活動の水準で測ると今回のショックは極めて大きい

今回の感染症による影響の大きさをGDPギャップによって評価すると、2019年10－12月期以降、3四半期連続でマイナスとなる中、2020年4－6月期は－10.2％と大幅なマイナスとなった7。このマイナス幅は、リーマンショック時の過去最低水準（2009年1－3月期－6.9％）を超えており、今回のショックは極めて大きい（第1-1-7図（1））。

経済活動水準は、資本設備稼働率や就業者の完全失業率といった資本・労働の利用状況でも確認できる（第1-1-7図（2））。月次指標をみると、まず製造業の資本設備稼働率については、国内外の需要減や感染防止によって極めて低い水準となった。ただし、緊急事態宣言解除後の2020年6、7月には上昇に転じ、下げ止まりの兆しがみられている。また、完全失業率も資本設備稼働率と同様に変化しているものの、3％程度でとどまっている。これには、拡充された雇用調整助成金の活用により、企業が従業員を休業させることも寄与しているとみられる。実際、休業者数は4月以降に急増し、就業者に占めるその割合は、前年の4－6月期から4.0％ポイントの上昇となった8。過年度の動きからも分かるとおり、失業率は景気に遅れて変動することから、上昇懸念があることには留意が必要である。


コラム1-1　感染症対策と経済活動の両立

新型コロナウイルス感染症は、中国の湖北省武漢における原因不明の肺炎の発生として、WHO（世界保健機関）に報告された。これをきっかけにその名前が世間で認知され、我が国でも2020年1月15日に国内初の感染者が確認された。我が国は、二つの法令を基に感染対策を講じているが、3月に改正されたいわゆる特措法による緊急事態宣言が4月に発せられ、経済への直接的な影響が顕在化した9。

緊急事態宣言期には、経済社会活動が大幅に制限されて外出者数は減少し、感染者数は減少した。ただ、外出の抑制によって感染者数が減少したかどうかは検証が必要である。そこで、2020年2月15日から9月1日のデータを5月31日までの期間とその後の期間における、外出の程度を示すGoogle mobility index（小売・娯楽施設）と新規感染者数の関係について、グレンジャーの因果性検定を行った。統計的に有意だと確認できるのは、2月15日から5月31日の間において、新規感染者数の増加／減少は、外出率を低下／上昇させるという点だけである10。

確かに、流行の初期には、強制的な感染予防策を講じなければ死亡者数が急増するとの見方が専門家から示されたこともあり、諸外国のような強制力はないものの、緊急事態宣言もあり、多くの者が外出を控える選択をした11。結果的には、これまでのところ、年初来の人口10万人対比でみた死亡率は1.2％程度と、欧米諸国の数十分の1に抑えられている12（コラム図1-1）。なお、海外の研究では、移動制限やロックダウンといった公衆衛生政策が死亡率で測った感染症拡大を防ぐのに効果的だったという分析がある一方、感染症の自律的な収束パターンがみられることから、ロックダウンの効果は過大評価されているという分析もある13。

感染症に対応した経済活動の抑制策は、感染による死亡者数を減らせたのかもしれないが、これによる経済的には無視できない損失を世界的に生んでいる。比較的影響の小さい我が国においても、政府の各種支援策によって、倒産や失業といった損失を何とか小幅なものにとどめようとしているが、売上げの低迷が長期化すれば、下振れリスクは顕在化してしまう。

さきの緊急事態宣言は、実施された4、5月を含む四半期データが示唆するところによると、消費だけで、約7.6兆円（第1-1-11図、年額換算で31兆円、平年対比で10％程度）に上るコストを伴っている。欧米諸国では、厳しい活動制限を導入しても、感染症による死亡者数が年間死亡者数の1割近くに達してしまった国もある。

元々、我々は新型コロナウイルス感染症のリスクだけでなく、様々な死亡リスクに直面している。例えば、インフルエンザは例年約1,000万人前後の患者が発生しており、1日当たりの死亡者数は、感染者数がピークとなる1、2月には47人程度、年間の死亡率（人口10万対）は2.9程度である14。新型コロナウイルス感染症については、日常の感染症対策（手洗い・マスク・うがい等の実践や三密を避ける行動）を徹底することで感染拡大の防止を図ることが可能であることを踏まえると、過度に経済活動を規制することなく、流行を防止できるのではないかとも考えられる。

地道ではあるものの、「新たな日常」に向けた働き方の見直し、行動時におけるエチケットの実践といった、一般的な生活様式の見直しを図り、感染防止と経済活動の両立を目指すことが肝要である。



2　家計部門の動向

前項では、マクロ経済全体の動きについて、専らGDP統計を用いながら過去の経済ショックとの比較を通じて概観してきたが、本項では、家計部門の動向について確認する。具体的には、感染症の影響による経済活動の停滞が家計所得に与えた影響や、感染拡大防止のための外出自粛が家計の支出に与えた影響について分析する。

●増勢が続いてきた家計所得は、感染症の影響により減少するも、政策効果が下支え

前項でも記した通り、雇用者報酬は増加してきたが、ここでは雇用者数、一人当たり所得（賃金）、物価の動きに分解しながら推移をみていこう。まず、2014年4月の8％への消費税率引上げに伴う物価上昇が一巡した2015年4月以降、雇用者数の増加と名目賃金の上昇を通じて、実質総雇用者所得は2019年まで増加した。2019年10月には、消費税率が10％へと引き上げられたが、引上げ幅が2％だったことや軽減税率の導入によって物価上昇は抑制されたため、2020年初めまで、実質総雇用者所得は前年比プラスを維持した。

しかし、感染症の影響が顕著となった2020年3月には、労働時間の減少に伴って名目賃金の寄与がゼロとなり、翌4月以降は名目賃金要因と雇用者数要因がともにマイナス寄与へと転じた。その結果、実質総雇用者所得は、約5年ぶりに減少している（第1-1-8図）。

こうした勤労所得に財産所得や社会給付を加え、かつ直接税や社会保険料負担を除いた家計の名目可処分所得の動きを確認すると、税や社会負担は増加してきたものの、雇用者報酬の増加がこれを大きく上回ってきたことで、2020年初めまでは増勢を維持していた（第1-1-9図（1））。また、その後の動きについて、総務省「家計調査」の総世帯のうち勤労世帯の世帯収入を用いて類似の家計可処分所得を計算し、その動きをみると、2020年4－6月期は、総雇用者所得の動きと同様に勤労収入の前年同期比はマイナスに転じたものの、特別収入等が大きく増加して全体を大きく押し上げている（第1-1-9図（2））。

特別収入等の増加は、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和2年4月20日閣議決定）に盛り込まれた「特別定額給付金」15によるものと考えられ、現金給付策の迅速な執行が勤労所得の弱さを補う姿となっている。なお、特別定額給付金は、給付予算額12.7兆円に対し、2020年6月末（6月26日）時点で9.1兆円が、7月31日時点で12.3兆円が支給されており、支出タイミングは各世帯に委ねられるものの、消費を下支えすることが期待される。

●個人消費は、外出自粛等により大きく減少

次に、個人消費の動きをみていこう。2019年から2020年初めにかけて、家計所得の底堅さを背景に、緩やかではあるものの、個人消費は増勢を維持していた。2019年10月には、前回ほどではないものの、消費税率引上げに伴う家電等の一部にみられた駆け込み需要の反動減に大型の台風による計画運休や店舗の休業等の影響が加わったことから、個人消費の水準は大きく低下したが、こうした影響は徐々に和らぎ、2020年2月頃までは持ち直す動きが見られていた16。

しかし、2月下旬以降、感染症の拡大防止のために外出自粛要請や休業の実施が行われるようになり、4月には緊急事態宣言が発出されたなかで、個人消費は急減した。その減少テンポが所得の減少を上回っていることからも、防疫という外生的な行動規制によってもたらされた変動であることがうかがえる。また、循環的な変動ではないが故に、緊急事態宣言の段階的な解除に伴う店舗等の営業再開によって、消費は大きく反発して増加に転じた（第1-1-10図）。

このように、2019年後半以降の消費は、非循環的な要因で大きく変動したが、本来であればどの程度の消費水準が実現したのであろうか。そこで、家計の所得や資産から導かれる消費水準を推計し、実績消費とのかい離幅を計算すると、2020年1－3月期は年額換算約8兆円、4－6月期は年額換算約31兆円の下振れとなっている（第1-1-11図）。すなわち、1四半期で23兆円分下振れたことになる。リーマンショック時（2009年1－3月期）は5.5兆円程度、東日本大震災時（2011年1－3月期）は6.5兆円程度の下振れとなっていたことから、今回の下振れ幅は相当大きいことが示唆される。

●選択的支出への影響が大きい一方、そうした品目には政策がサポート

また、消費の動きを形態別にみると、2019年7－9月期までは耐久財とサービスを中心に増加してきたものの、2019年10－12月期には主に耐久財が減少し、2020年に感染症の影響が顕在化すると、対人接触を伴うサービスが急減した（第1-1-12図（1））。

さらに品目・業態別に細分化すると、耐久財である自動車の販売台数は、2019年10月以降、緩やかながらも2020年初めにかけて持ち直しの動きがみられていたが、販売側も営業を控えたこともあり、緊急事態宣言下の4、5月に大きく減少した。しかし、6月以降は再び持ち直している17（第1-1-12図（2））。

同じく耐久財である家電の売上高については、消費税率引上げ前後に振れが生じた点は自動車と同様だが、反動減は小さく、また、その後の回復ペースは速く、2020年初めには前年比プラスを取り戻していた。その後、緊急事態宣言下で弱い動きとなったものの、そのマイナス幅は自動車に対して浅く、5月には前年を上回り、6月にはエアコンを中心に大幅増となった週もある18（第1-1-12図（3））。こうした家電の堅調さの背景には、テレワークが促進されたことに伴うパソコン需要の高まりや在宅時間の増加に伴う身の回り家電への需要が顕在化したこともあるが19、前述した特別定額給付金の効果もある。

次に、非耐久財である飲食料品を主に取り扱うスーパーの販売額をみると、外出自粛や外食店舗の休業に伴って家庭での食事機会が増えたことから、3月から5月にかけて、前年比10％程度以上の増加となった（第1-1-12図（4））。

最後に、感染症の影響による落ち込みが最も大きかったサービスについてみると、旅行取扱額は、国内外で人の移動が抑制された結果、4、5月には前年比－100％近くまで減少した。海外旅行については、多くの国・地域で入国制限や渡航自粛勧告が継続していることから、持ち直しの兆候は全くみられないものの、国内旅行については、緊急事態宣言が解除されて以降、上向き始めている（第1-1-13図（1））。また、家計にとってより身近な外食の売上高については、緊急事態宣言下で大きく減少したものの、その段階的解除が進められた5月以降持ち直しの動きがみられる（第1-1-13図（2））。

以上のとおり、今回の感染症で大きく減少したのはサービス関連の消費であるが、緊急事態宣言下における家計の消費行動には、選択的支出を抑え、基礎的支出を増加させる傾向がみられた20。また、形態別消費の所得及び価格弾性値をみると、サービスは耐久財と並んで大きい（第1-1-13図（3））。耐久財の場合、家電等は特別定額給付金による所得増の恩恵を受けたと思われる一方、接触機会を伴う外食や宿泊・旅行については、こうした恩恵が届いていない。こうしたこともあり、政府は、7月22日より国内旅行を対象に旅行代金の一部を支援するGo Toトラベル事業21を開始した。また、10月以降、プレミアム付食事券の発行やポイントの付与により飲食店を応援するGo Toイート事業22も開始された。旅行や飲食といった消費には、財の購入時以上に感染防止が求められるが、ガイドラインに沿った対応を進めて安心を確保しつつ、これらの事業がもたらす価格低下が需要創出効果を発現できるよう、合わせて、休日分散等の措置も講じることも効果があるだろう。サービス消費の持ち直しと被害を受けている事業の継続には、売上げを引き出す支援が必要な局面が続いている。

●住宅投資は弱いが、将来の世帯数減少も考慮した最適供給の実現を図ることが重要

続いて、住宅投資の動向を着工戸数により確認すると、2019年以降、趨勢的に弱含んでおり、その背景には幾つかの要因がある。まず、貸家については、事業者の不正建築問題や金融機関の不正融資問題等が次々に発生したことから投資家が離れ、金融機関においても融資態度の厳格化が進んだことで、減少傾向が続いている。持家については、消費税率引上げの半年前にあたる2019年3月末を見越した受注の増加もあり23、着工戸数は6月頃まで増勢をみせたのちに減少へと転じた。その後は一進一退で推移してきたが、4月以降は感染症対応による営業抑制等もあり、再び弱い動きとなっている。また、開発案件の都合から振れの大きな分譲住宅も、持家と同様、感染症の影響により弱い動きとなっている（第1-1-14図（1）、（2））。

こうした感染症対応による営業抑制の動きは、住宅展示場来場者組数の減少に現れている。6月以降は大きく持ち直しているが、受注から着工には、3か月程度のラグがあるとみられるため、受注の持ち直し24が着工戸数に現れてくるのは9月以降と見込まれる（第1-1-14図（3）、（4））。

また、首都圏新築マンション販売戸数も、4、5月は大きく減少した。これは、販売側が供給量を絞ったことが主たる要因であり、この間においても、契約率は70％超と高い水準となっていた。6、7月の販売戸数は、供給戸数の増加もあって大きく増加し、持ち直しの動きとなっている。なお、住宅投資については、テレワークの普及等により、顧客ニーズが都市部から郊外へシフトするのではないかとの見方もあり、首都圏郊外の戸建て住宅に関心が高まっているとの指摘もある。首都圏新築マンションの販売戸数について、23区及び都下並びに各県でみると、大型物件等の一時要因によると思われる振れが大きいこともあるが、地域別の販売順位でみる限り、現時点では地域的な需要傾向に大きな変化は顕在化していないようにみられる。ただし、感染症後に生じている働き方やビジネスの変化は、大都市への集中という従来の人流を大きく変えるかもしれないことから、オフィス需要の変化と合わせて動向をみていく必要があろう（第1-1-14図（5）、（6））。

こうした「新たな日常」に向けた働き方や生活スタイルの変化がもたらす住宅市場への影響と同時に、住宅投資の先行きを考える上では、趨勢的な人口や世帯数の動向が、住宅着工に与える影響も無視できない。実際、1960年代以降の住宅投資は、人口と世帯数の増加を背景に増加傾向にあったが、90年代半ば以降、単身世帯の増加等により総世帯数は増勢を維持しているものの、人口は減少局面に入り、住宅投資も同時期をピークに減少している（第1-1-15図（1）、（2））。

住宅着工戸数の変化は、定義的に総戸数（ストック）の前期差と建替え等に分解される。総戸数には居住物件と非居住物件があり、前者は世帯数の増減、後者は空き家の増減として定義できる。そこで、住宅着工戸数の変化について、3つの動き（世帯数の増減、空き家の増減、建替え等の増減）に分解すると、世帯数要因による着工戸数の減少が続いている25。将来の推計世帯数を基に将来の着工戸数を計算すると、世帯数要因による着工戸数は、2025年にはおおむねゼロ、2030年にはマイナスに転じ、着工戸数全体の減少傾向も続くと見込まれる（第1-1-15図（3））。

これまで、景気対策の一環として住宅投資を促すこともしばしば行われたが、将来必要とされる住宅の総量は減少が見込まれる。総務省「住宅・土地統計調査」によれば、2018年の空き家総戸数は、約850万戸、全体戸数の13.6％を占める。住宅の種類別にみると、賃貸用住宅が6.9％と過半を占めている。人口減少・過疎化が進む地方圏において、空き家が増加していることは知られているが、今後は首都圏、例えば東京23区外においても、高齢化と人口減少が進むと見込まれ、空き家の増加が懸念される。空き家の増加が課題となっている現状を考慮すれば、未利用資産の有効活用、転用を含めたバランスの取れた最適供給が住宅市場には求められる。

3　企業部門の動向

家計部門に続き、本項では企業部門の動向について分析する。まず企業収益への影響を概観し、国内外の需要が弱まったなかでの生産の状況を確認する。さらに、今後の設備投資の展望について議論する。

●企業収益は感染症の影響により大幅減、ただし、年初来の原油安は交易利得を押上げ

最初に企業収益の動向について確認しよう。長く増勢が続いてきた企業収益は、2019年に入り、海外経済の鈍化から、製造業を中心に弱い動きがみられだした。他方、非製造業の企業利益は、この間も底堅く推移していたが、2020年1－3月期に感染症の影響が顕在化するに及び、大きく減少し、全産業の企業収益も急速に減少した。（第1-1-16図（1））。

経常利益の変動について、製造業と非製造業に分けて要因を分解すると、製造業では、2018年7－9月期以降、海外経済が減速するなかで、徐々に売上高のプラス寄与が縮小し、2019年4－6月期からはマイナス寄与に転じた。特に、感染症の影響により輸出が急減した2020年4－6月期の売上高要因は大幅なマイナスとなった（第1-1-16図（2））。また、コスト面については、人件費要因は変動が小さく、2019年以降は目立った影響はみられていない一方、仕入れコスト等を反映する変動費要因が傾向的にマイナス寄与となっている。ただし、2019年10－12月期はプラス寄与（仕入れコストの低下）となっている。この時期は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減があらかじめ見込まれていたことから、生産調整のために仕入れを減らしていた可能性が示唆される。

非製造業では、内需の底堅さを背景に、製造業に比べて2018年から2019年4－6月期を通じ、売上高要因のプラス寄与が続いた。7－9月期には、売上高要因がマイナスとなっているが、これは、前年同期の売上高要因が強かったことの反動と、原油価格の下落等により取引価格が低下したためとみられる。同じ7－9月期には、変動費も減少（仕入れコストの低下）しており、原油価格による売上高要因のマイナス寄与の一部を相殺している26。10－12月期は、消費税率引上げ後の反動減や大型台風の影響等により売上高要因は大幅なマイナス寄与となったが、一方で、製造業と同様にこの期の変動費要因はプラスに寄与し、売上高要因を相殺したことで、減益には至らなかった。2020年1－3月期及び4－6月期には、感染症の影響のために売上高が大きく下押しされたことで、非製造業も大幅な減益となった。

このように、内外経済が急速に悪化したなかで、企業の収益環境は極めて厳しい状況となった。こうした中において、年初から起こった原油価格の急落は、企業負担を和らげた数少ない材料だと考えられる。そこで、交易利得の動向をみることで、一国全体の海外との所得移転について確認してみよう。

2018年後半以降、原油価格は、世界経済の減速を背景として緩やかな下落傾向にあったが、2020年に入ると、産油国間の協調減産の破綻と感染症による世界的な景気後退懸念から、急落した。この間、名目実効為替レートは、円高方向に緩やかに推移していたことから、我が国の輸入物価（円ベース）も大きく下落することとなった（第1-1-17図（1））。

輸入物価の下落は、交易条件（＝輸出物価／輸入物価）の改善（上昇）につながる。このことは、より少ない輸入代金でこれまでと同じ量を輸入することができるようになるため、海外から国内への所得の流入（交易利得）が生じることを意味する。逆に、輸入物価が上昇すれば、交易条件の悪化（低下）によって、国内から海外への所得の流出（交易損失）が発生する。

2018年後半から始まった交易条件の改善は、2019年7－9月期以降において、我が国に交易利得をもたらした。特に、感染症の影響により経済が強く下押しされた2020年4－6月期の交易利得は大きく増加している。ここで、交易利得の変化を、「為替要因」と「その他価格要因」に分解すると、「その他価格要因」が近年の交易利得の動きを決めていることが分かる。「その他価格要因」には、契約通貨ベースの輸入価格や輸出品の国内生産コストの影響が含まれるが、主要な部分は前者のうち特に原油等の資源価格の変動である。2020年の我が国経済は、感染症の影響により一国全体の所得減は生じているものの、同時期に発生した原油価格の急落により、海外への所得の流出（交易損失の発生）は免れていたことが分かる（第1-1-17図（2））。

●製造業の生産は、輸出急落に伴い大幅に減少した後、在庫調整の進展から持ち直し

製造業の利益動向には2018年後半から弱さがみられていたが、こうした弱さは生産活動と整合的である。鉱工業生産は、2018年後半以降、世界経済の減速が進むなかで、緩やかな減少傾向をみせており、2020年3月から5月にかけては感染症の影響により急落した。具体的には、感染防止のために国内の経済活動が抑制されたことに加え、我が国の主要貿易相手国である欧米諸国において、3月以降、ロックダウン等の強力な経済活動抑制策が実施されたこともあり、こうした国・地域向けへの輸出が大幅に減少したこと等が要因である。生産の減少は、自動車等の輸送機械や主として設備投資に向けられる生産用機械等においてみられた。ただし、5月以降、欧米主要国では経済活動の再開が順次進み、こうした国・地域への輸出も6月から増加に転じたこともあり、生産は増加に転じている（第1-1-18図（1）、（2））。

今回の生産動向をリーマンショック時と比べると、輸送機械は、リーマンショック時を若干上回るペースで減少したが、回復のペースも速くなっている。生産用機械は、リーマンショック時ほどの減少には至ってないものの、感染症の影響が長引けば、海外における設備投資が下押しされるため、底打ちが遠のくおそれがある。電子部品・デバイスは、リーマンショック時と様相が大きく異なっており、底堅さをみせている。その背景には、いち早く感染症の影響から脱した中国向けの輸出が多いこと、また、世界的には5G対応やデータセンター向けの半導体需要の高まりがある（第1-1-18図（3））。

生産全体としては、6月以降持ち直しの動きがみられるようになったところだが、在庫循環図を確認すると、2018年10－12月期（第16循環の景気の山（暫定））以降、我が国の製造業は調整局面に入っていたが、2020年4－6月期には在庫が減少に転じている。循環パターンに照らせば、今後は、出荷が増加に転じることになり、次の拡張局面に入ることが期待される（第1-1-19図）。

続いて、非製造業の動きについて検証するが、全産業活動指数によって製造業（鉱工業）も含めた生産の全体像を確認すると、今回の局面は、製造業よりも非製造業（第3次産業）の落ち込みが大きい。リーマンショックの際には、製造業のマイナス寄与が大きかったことと対照的である。また、全産業の減少ペースも、リーマンショック時よりも急速かつ大幅となっている（第1-1-20図（1））。

非製造業の業種別に活動指数の動きをみると、対人サービスである「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」が、緊急事態宣言下の外出自粛の影響により2020年3月から5月にかけて大きく低下しているほか、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」など、「情報通信業」を除く多くの業種で弱い動きとなっている（第1-1-20図（2））。

こうした非製造業の活動指数の低下について、「労働投入」（マンアワーベース）要因と「労働生産性」要因に分解すると、2020年3月から5月までの期間を均してみれば、多くの業種において、労働投入の減少以上に、労働生産性の低下寄与が大きい。ここでの労働生産性は労働1単位当たりの生産量を意味するが、非製造業のうち、サービスは生産と需要が同時発生するため、短期的には需要減（売上減）が労働生産性の低下として観察される。このため、労働生産性要因は近似的に需要減要因とみなすことができるため、企業側の休業や営業時間の短縮だけでなく、客足が遠のいたことにも影響される。「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」では、労働や資本をある程度保有しながら売上げの減少が生じたことから、労働生産性要因が大きい。他方、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」では、売上げの減少に対してある程度の労働が削減されたことから、両者の寄与に違いが生じたのではないかと考えられる（第1-1-20図（3））。

●今後の設備投資の下振れには注意が必要

以上のとおり、企業の収益環境は厳しい状況にあり、生産は持ち直しの動きがみられるものの、その水準は低く、設備投資にはマイナスの環境である。景気拡張局面が始まった2012年10－12月期以降を振り返ると、製造業の設備投資は、設備過不足感の改善にやや遅行しながら、趨勢的に増加してきた。しかし、2018年後半以降は、企業収益が弱含むなかで、設備過不足感の不足超が低下し、設備投資にも増勢がみられなくなった（第1-1-21図（1））。一方、製造業よりも労働集約的な非製造業の設備投資は、人口減少下で人手不足が顕在化するなか、2013年7－9月期には設備過不足感が不足超へと転じ、その状態が2020年1－3月期まで続いた下で、増加基調が続いた（第1-1-21図（2））。

こうした非製造業の設備過不足感における不足超も、2020年4－6月期には、感染症の影響により、製造業とともに急激に変化し、過剰超へと転じた。設備過不足感の設備投資に対する先行性を考慮すると、今後、設備投資の下振れには注意が必要である。

設備投資の先行きを探るために、主たる決定要因となる企業収益（経常利益）や設備稼働率との関係をみると、当期の経常利益水準は4四半期後の全産業の設備投資水準と、当期の設備稼働率水準は3四半期後の設備投資水準と、それぞれ相関が高い（第1-1-22図（1）、（2））。これらを踏まえると、2020年前半に生じた感染症の影響による企業収益や設備稼働率の低下は、その後1年間程度は投資を下押しする可能性がある。

また、日本銀行の短観（2020年6月調査）における設備投資計画では、全産業は前年度比で増加が見込まれているものの、修正パターンを踏まえると低い結果となる可能性が高い。ただし、ソフトウェア投資の計画は全体よりも高い伸び率となっている。企業においても、感染症の影響により加速が求められているデジタル化の推進や非対面型ビジネスモデルへの転換、あるいはリモート型の働き方の拡がりへの対応が課題となっており、ソフトウェア投資や研究開発投資をさらに増加させる誘因となり得る（第1-1-22図（3））。

4　対外経済関係の動向

国内の家計部門と企業部門の動向に続き、対外的な経済関係を点検する。財貿易については、感染症の影響により輸出は急減した一方、輸入がそれほどまでに減少しなかった背景を探る。次に、感染症の影響によりかつてないほどに落ち込んだサービス貿易の現状について確認する。最後に、今後の対外直接投資やサプライチェーンの再編成の議論の前提として、我が国の現状について点検する。

●財輸出は急速に減少したものの、感染症下特有の需要増もあり財輸入は底堅い動き

2018年後半以降に激化した米中貿易摩擦の影響もあり、財輸出は、アジア向けを中心に弱含みで推移していた（第1-1-23図（1））。こうした流れの下、最初に感染拡大が起こった中国における経済活動の停止により、輸出は減少した（第1-1-23図（2））。中国経済は3月には持ち直しを始めたものの、同時期に感染症の拡大が生じた欧米主要国向けの輸出が減少を始め、4、5月は急減することとなった。しかしながら、6月に入り、各国の製造業PMIでも確認できるとおり、経済活動の再開が進み、財輸出は持ち直しの動きがみられている（第1-1-23図（3））。

品目別にみると、自動車関連財が大きく減少したが、各国での経済活動再開に伴って自動車販売が回復するにつれ、増加に転じた（第1-1-23図（4）、（5））。また、情報関連財は、年初来軟調な動きとなっているものの、先行きの堅調な見通しもある中、他の財に比べると落ち着いた動きで推移している（第1-1-23図（4）、（6））。

財輸入は、2月に感染が拡大した中国において生産活動が停止した影響により一時的に急減したが、その後は、同国の生産再開に伴って急速に増加するという動きがみられた（第1-1-24図（1）、（2））。輸入について品目別にみると、3、4月は、繊維製品、化学製品、電気機器が増加に寄与している。繊維製品はマスクやその材料となる不織布が、化学製品は感染予防のために用いられる防護服やフェイスガード等に用いられる有機化合物が、電気機器はテレワーク下で需要が高まったパソコンが、それぞれ押し上げており、感染症下特有の需要増によるものと考えられる。特に、繊維製品は輸入浸透度が高く、国内での需要増が直接輸入増に結び付きやすいという点も寄与したと考えられる（第1-1-24図（3）、（4））。

●国境を越えた人の移動はなくなり、インバウンド需要は消失

次にサービスの貿易に密接に関係する訪日外国人数と出国邦人数の動きを確認しよう。いずれについても、感染症の拡大防止のために、各国政府が入国制限と渡航自粛勧告等を行った影響により、2020年1－3月期から急速に減少し、4－6月期にはゼロ近傍の水準で推移している。これにより、サービス輸出についてみれば、四半期あたり1.3兆円程度存在したインバウンド需要が4－6月期にはほぼ消失することとなった。この結果、2020年1－3月期及び4－6月期における輸出の前期比を財とサービスに分解すると、サービス輸出の減少が大きくマイナスに寄与することとなった。特に、1－3月期については、財輸出のマイナス寄与よりもサービス輸出のマイナス寄与が大きくなっている。また、出国邦人数の減少は、同様に、輸入に対してマイナス寄与となっている。2020年4－6月期は、財輸入はプラスの寄与だったが、サービス輸入のマイナス寄与がこれを上回ったため、輸入全体としてマイナスとなっている（第1-1-25図）。

●対外直接投資とサプライチェーンの見直しは我が国にとって重要な課題

感染症拡大による世界的な経済活動の停滞は、財・サービス貿易のみならず、これまで我が国企業が進めてきた対外直接投資の方向性やグローバルなサプライチェーンの在り方にも影響を及ぼし得る。投資行動の変化は時間をかけて表面化してくると考えられるが、この段階で、対外直接投資や業種別の海外生産比率等の現状を確認しておきたい。

我が国の対外直接投資残高は、2010年代を通じて増加してきた。地域別にみると、北米の残高が最も大きいが、近年ではアジア向けが増加しており、さらには中南米向けも増加している（第1-1-26図（1））。直接投資の収益率をみると、2000年代前半からアジアの収益率は北米やEUなどの先進国を上回って推移しており、中南米の収益率も2015年以降上昇している（第1-1-26図（2））。過去においても増勢は確認できるが、リーマンショック後には、投資収益率が低下し、対外直接投資残高の増勢にも足踏みがみられた。2020年1－3月期までのデータでは、直接投資の増勢に陰りはみられておらず、投資収益率も、アジアでは振れが大きいものの、目立った低下は確認できないが、今回の感染症拡大による世界規模での経済停滞は、リーマンショック以上に対外直接投資の増勢を鈍化させる可能性が示唆される（第1-1-26図（3）、（4））。

これまでの対外直接投資の結果、我が国企業の海外生産比率は多くの業種で高まっている。他方、今回の感染症の経験からは、海外からの調達が困難になった場合に備えて、特に緊要性の高い物資については、国内での生産能力の保持が重要ということが指摘される。では、海外生産比率の上昇と国内での生産能力の増強とは相反する関係にあるのか。こうした観点から、業種ごとに海外生産比率と国内の就業者数、生産、労働生産性の関係について確認しよう。まず、産業別就業者数については、輸送機械や化学では幾分増加しているが、その他業種では減少している。ただし、この減少の多くは1995年から2000年代にかけて生じており、2010年代に入ると、減少ペースは和らいでいる（第1-1-27図（1））。次に産業別GDPについては、海外生産比率が上昇するなかでも、繊維を除く業種では増加している。海外生産比率の上昇が必ずしも国内GDPを減少させてきたわけではない（第1-1-27図（2））。最後に労働生産性については、多くの業種で労働生産性は高まっているが、就業者数とGDPがともに減少した繊維では足踏みがみられる（第1-1-27図（3））。

以上をまとめると、製造業の多くの業種では、海外生産比率が高まる過程で、労働生産性を向上させることでGDPも増加させてきた。今回の感染症の流行下では、国内において縮小傾向がみられる繊維産業の生産財であるマスク等が不足するという問題が生じたが、国内での生産能力を増強しようとすれば、当該資源に生産要素を配分することが必要となり、生産性の低下から価格の上昇等のコストが発生するかもしれない。国内の様々な資源制約を考慮すれば、グローバル・サプライチェーンの存在・構築は、資源配分の最適化を国内外の広い範囲で行うことによって生産性を向上させる手段の一つであり、今後もその重要性は変わらない。ただし、その前提には、取引が安定的に行われることや最低限のニーズが満たされる必要があり、市場の失敗には公的な介入が必要となる。こうした点を勘案すると、危機に際して必須となる財の供給問題については、当該財の属性を踏まえた上で、国内の資源制約状況、輸入相手国との通商協定の内容、当該財に関する民間取引への公的な介入とリスクの関係といった面を考慮しつつ、国内における生産能力保持の要否を検討する必要がある。また、海外生産比率の評価についても、供給寸断リスクは、全体的な輸入比率の水準ではなく、特定国への依存度・集中度の高まりに起因するため、輸入構造を含めて評価することが必要である。



（1）2014年4月の消費税率引上げ直後（2014年4－6月期）の個人消費は前期比－4.8％、前期比寄与度－2.9％であったことを踏まえると、今回の消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減は前回ほどではなかった。

（2）訪日外国人数（前年比）は、2020年1月－1.1％、2月－58.3％、3月－93.0％。出国邦人数（前年比）は、同年1月－4.9％、2月－14.2％、3月－85.9％。詳しくは、第1-1-25図を参照のこと。

（3）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2007）では、サブプライム住宅ローンの問題と欧米における不動産・住宅投資バブルの動きを整理している。また、内閣府（2008、2009）では、日本経済への影響について分析しているが、当初は一部の不動産バブルと金融機関における債務問題との捉え方であったが、次第に、金融市場における流動性の枯渇や金融機関におけるバランスシート調整がグローバルな資金フローを通じて伝播した様子が記されている。

（4）例えば、内閣府（2011）では、東日本大震災後、我が国の潜在GDPは1％程度（実質年率換算6兆円程度）の下方への水準シフトがあったと分析している。

（5）ここでの分析は、内閣府（2018）及び小寺他（2018）を参考にしている。また、感染症の下における最近の分析は渡辺（2020）でも行われている。

（6）家計調査の小分類（小分類の設けられていない場合は中分類）のうち、名目前年増減率及び実質前年増減率が公表されている品目を用いた。

（7）内閣府におけるGDPギャップの定義や計算方法については、吉田（2017）を参照のこと。

（8）就業者に占める休業者の割合。2019年4－6月四半期は2.3％、2020年4－6月四半期は6.3％。

（9）一つ目は、新型コロナウイルス感染症について、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成10年法律第114号、以下「感染症法」という）上の指定感染症とする政令（令和2年政令第11号）の改正（1月28日）である。これにより、患者に対して入院の勧告等の措置ができるようにした。二つ目は、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」（平成24年法律第31号、以下「特措法」という）を改正（令和2年法律第4号）し、新型コロナウイルス感染症にも特措法が適用されることにしたこと（3月13日）である。

（10）全国の新規感染者数（10万人比）とGoogleのモビリティインデックス（1月3日～2月6日の小売・娯楽施設における外出者数を基準とした変化率、％）を用いた。期間は2月15日から9月1日の日次データで、第1期（2月15日から5月31日）と第2期（6月1日から9月1日）に分けて使用した。また、分析においては、緊急事態宣言下であるかどうかを示すダミー変数と、休祝日を示すダミー変数も用いた。因果関係（グレンジャー検定）の結果は、第1期では、新規感染者数からモビリティインデックスに向けた関係だけが有意となったが、第2期では両者に関係性は見られなかった。VAR分析によると、新規感染者数の変化からモビリティインデックスの変化に向けた関係は、第1期では有意となった。つまり、第1期では、新規感染者数が増加すると、外出率が低下していたということになる（付注1-1）。

（11）令和2年4月15日に、厚生労働省新型コロナクラスター対策班の西浦博教授らの記者会見において、「人と人の接触を8割減らさないと、日本で約42万人が新型コロナウイルスで死亡」と発表している。この発表は、政府による公式見解ではないものの、専門知を有する者によって示されたものである。

（12）WHO ”Coronavirus Disease （COVID-2019） Situation Reports”より作成。令和2年8月27日時点。

（13）移動規制に効果があったとする指摘は、Korevaar, et. al. （2020） や Glaeser, Gorback, and Redding （2020） を参照。他方、公衆衛生政策を過大評価しているのではないかという指摘は、Atkeson, Kopecky, and Zha（2020）を参照。

（14）さらに、厚生労働省（2020）によると、2019年の死因別死亡率（人口10万対）は、交通事故が3.5、溺死が6.2、窒息が6.5、転倒・転落・墜落が7.7、自殺が15.7である。

（15）国民（2020年4月27日において住民基本台帳に記録されている者）一人につき10万円を給付する事業。給付予算額12.7兆円。

（16）2019年から2020年にかけての秋冬（2019年9月～2020年2月）の気温が記録的に高かったことも、冬物の季節商材の販売不振を通じて、この時期の個人消費を押し下げた。

（17）2020年8月の自動車販売台数は、前年比のマイナス幅が前月から拡大しているが、これには前年同月に消費税率引上げ前の駆け込み需要が生じていたことが影響している。季節調整済み前月比でみると、2020年8月は3.8％と増加している。

（18）2020年9月の家電販売額は前年比マイナスとなっているが、これには前年同月に消費税率引上げ前の駆け込み需要が生じていたことが影響している。2018年比でみると、9月第1週（8月31日～9月6日）は41.2％増、第2週（9月7～13日）は30.0％増となっている。

（19）大手メーカーによる一部OSのサポート期限終了が2020年1月に予定されていたことも、それまでのパソコンの買い替え需要を押し上げた。

（20）総務省「家計調査」では、支出弾力性（消費支出総額が1％変化する時に各財・サービスが何％変化するかを示した指標）が1.00未満の支出項目を基礎的支出（必需品的なもの）とし、1.00以上の支出項目を選択的支出（贅沢品的なもの）としている。前者は、食料、家賃、光熱費、保健医療サービスなどが該当し、後者は、教育費、教養娯楽用耐久財、月謝などが該当する。

（21）Go Toトラベル事業は、国内旅行を対象に、宿泊・日帰り旅行代金の2分の1相当額を支援するもの。支援額のうち、7割は旅行代金の割引に、3割は旅行先で使える地域共通クーポンとして付与される。一人一泊当たり2万円が上限（日帰り旅行については、1万円が上限）。連泊制限や利用回数の制限はない。

（22）Go Toイート事業は、登録飲食店で使えるプレミアム付食事券の発行（購入額の25％分を上乗せ、販売は2021年1月末まで、有効期限は3月末まで）や、オンライン飲食予約に対して次回以降に飲食店で使用できるポイントの付与（昼食時間帯は500円分、夕食時間帯は1,000円分のポイント付与、ポイント付与の上限は1回の予約当たり10人分（最大10,000円分）、ポイントの付与は2021年1月末まで、利用は3月末まで）を実施するもの。

（23）引上げ前の消費税率が適用される請負工事等の請負契約期限が2019年3月末であったことから、この時期に受注の増加がみられたが、住宅ローン減税の拡充等の住宅取得支援対策が講じられたことにより、前回の消費税率引上げ時と比べると駆け込み需要とその反動減は抑制された。

（24）大手ハウスメーカー4社の持家の受注前年比（各社の前決算期受注額による加重平均、3か月移動平均）は、2020年4月－20.3％、5月－26.4％、6月－22.6％、7月－14.5％、8月－2.6％と、6月以降マイナス幅が縮小しており、持ち直しの動きがみられる。

（25）この分解では、空き家（居住されていない物件）の増減が要因に出てくるため、一見、空き家が増えると着工が増えるようにみえるが、因果関係は逆である。その意味は、住宅ストックが増加（着工が増加）したにも関わらず、居住されない物件が増加しているということである。詳細は、東郷（2020）を参照のこと。

（26）非製造業のうち卸売業等では、財の仕入価格と販売価格との対応関係が強く、仕入れ価格の低下が、変動費のみならず、売上高も減少させるケースがある。この場合、経常利益に対して、変動費の減少はプラス寄与、売上高の減少はマイナス寄与となるため、双方の経常利益への影響は相殺し合う関係にある。
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第2節　賃金物価の動向と財政金融政策

第1節では、専ら実質面、数量面から感染症の影響をみてきたが、本節では、賃金や物価といった価格面での動きをみていく。その後、政府と日本銀行による対応策の概要を紹介しつつ、財政金融面の動きについても概観する。

1　賃金の動向

●労働需給は緩和したが、企業の雇用保蔵と非労働力化の動きが失業率の上昇を抑制

賃金の動きは労働需給にも影響されることから、まずは雇用情勢を示す代表的な指標の動きからみていこう（第1-2-1図（1））。2020年に入り、有効求人倍率は大きく低下することになった。これには、本来的な労働需給の動きの中に、求人票の記載項目の変更という技術的な影響27が含まれているが、こうした要因を除外しても、3月頃には感染症の影響によって求人数は大きく減少した。有効求人倍率の変動を有効求人数と有効求職者数に要因分解すると、低下に寄与しているのは専ら有効求人要因を構成する繰越求人と新規求人である。新規求人数は、製造業、非製造業ともにマイナス寄与が続いているが、6月に入り、非製造業の新規求人数のマイナス幅が縮小している（第1-2-1図（2））。

失業率についても、長期に渡る低下傾向が終了し、このところ上昇へと転じている。需要変動の大きさに対して悪化の程度は相当抑制されているものの、失業率は需給指標（GDPギャップ）に遅れて悪化する傾向があり、今後の動きに注意する必要がある（第1-2-1図（3））。

需要が大きく減少しているにもかかわらず、これまでのところ失業者の増加が抑制されている背景には、多くの企業が短期的な需給調整を行わず、雇用を維持していることがある。企業による雇用維持の程度について、労働生産性の動きから活動に必要な雇用者数を推計すると、2020年4－6月期（期中平均）は、生産に対して製造業で200万人程度、非製造業で400万人程度の雇用者を追加的に抱えている様子がうかがえる（第1-2-2図（1））。こうした企業の雇用保蔵行動には合理的な根拠があり、例えば、今回の需要急減が一過性のものにとどまり、以前の生産水準を回復するのであれば、その際に新たな雇用者を探すよりも既存雇用を維持する方が費用面で妥当と判断する場合がある。実際、生産年齢人口が減少する我が国においては、これだけの需要ショックが生じても有効求人倍率が1倍を超えており、企業が先行きの人手不足を見通して判断することには妥当性がある。

こうした企業の取組を支えることは社会的にも有益であり、雇用調整助成金による公的な雇用の下支えは重要となる。2008年から2009年のリーマンショック時においては、雇用調整助成金の活用により失業の増加を約0.5～1.0％程度抑制したとの分析結果もあるが28、今回は、従前の仕組みを大幅に緩和することで利便性を高め、支援額も拡充している（第1-2-2図（2））。その結果、休業者数は4月に652万人と大幅に増加したものの、大量解雇にはつながらず、その後の経済活動の再開に合わせ、7月には207万人へと減少することとなった29。このように、一旦休業した就業者の現場復帰は進んでいると思われるが、3月に比べれば7月の就業者数はなお84万人減少した状態にあるなど30、需要水準は低いところにとどまっており、当面の間は、雇用に対する下支えが必要となっている。

また、労働需給に関連して生じている注目すべき動きは、就業者、特に雇用者の非労働力化である。2019年末以降、雇用法制の変更に向けた対応と思われる正規雇用化の動きが顕在化していたが、緊急事態宣言が発出された4月以降の経済活動の低下を受けて、多くの非正規雇用者が非労働力化した（第1-2-3図（1）、（2））。正規雇用者数は全体として前年を上回っているが、非正規雇用者は大幅に減少し、その過半をパート・アルバイト、64歳以下の女性が占めている。マクロ的にみると、経済変動と性別・年齢別労働参加率の関係には違いがあり、64歳以下の女性や男女合計の高齢者の労働参加率はGDPの増減に対して変化しやすい傾向がみられる（第1-2-3図（3））。

●平均賃金は弱い動きとなったが、休業と残業時間の減少も影響の影響

雇用者の賃金動向について、厚生労働省「毎月勤労統計」の現金給与総額の推移でみると、所定内給与は底堅い動きをしているものの、感染症の拡大に伴う経済活動の低下の影響から、残業時間の減少を背景に所定外給与が大きなマイナスに寄与となった（第1-2-4図）。

現金給与総額は5月を底に反転しているものの、自粛や休業要請の影響が現れた。現金給与総額を労働時間の変化と時間あたり賃金の変化に分解すると、4月以降、労働時間の減少が下押し要因となり、総額が減少したことが分かる（第1-2-5図（1））。こうした労働時間の減少は、就業中の雇用者の所定内外の労働時間が短くなるだけでなく、休業者が増加した影響も含まれている（第1-2-5図（2））。休業者（所定内労働時間がゼロ）の増加も考慮して現金給与総額の動きを分解すると、「宿泊・飲食サービス業」や「生活関連サービス・娯楽業」を中心として、休業者の増加が下押ししたことが分かる（第1-2-5図（3））。なお、労働時間の変化については、第2章第1節において詳細に分析している。

●労働需給の緩和や雇用環境の悪化は賃金を下押しするおそれ

労働需給の緩和は、ある程度の期間をとると賃金の下押し要因となる。例えば、失業率水準と一般労働者の所定内給与の増加率には負の相関がみられる（第1-2-6図（1））。また、非労働力人口に含まれる求職の意思を失った者の15歳以上人口比率と所定内給与の増加率にも負の相関がみられる（第1-2-6図（2））。さらに、非正規で就業している者の中に含まれる不本意型（正規の職員・従業員の仕事がないから非正規で働いている）の比率と所定内給与の増加率にも同様に負の相関がある（第1-2-6図（3））。これらのことから、現状の労働需給の緩和が続くと賃金に下押し圧力が生じるおそれがある。

2　物価の動向

●企業は自身の稼働状況を踏まえて販売価格を設定

マクロの需給バランスが緩和的になれば、物価にも下押し圧力が生じることになる。まず、企業の取引価格である国内企業物価や企業向けサービス価格の動向をみると、需給に応じて大きく変動していることが分かる。2020年に入り、国内企業物価は国際市況の軟化を反映し、石油・石炭製品の寄与を背景に大幅に低下している（第1-2-7図（1））。また、化学製品や非鉄金属等、市況や生産活動に影響されやすい財の価格も低下に寄与した。サービス価格については、これまで労働需給の逼迫や堅調な内需を背景に上昇基調がみられたが、財価格と同様に大きく低下している（第1-2-7図（2））。特に、今回の下落には広告が大きく寄与しており、消費活動の自粛や店舗・施設の休業に伴う影響が顕著に現れている。

こうした企業物価の変動は、企業収益等には影響するものの、一時的なものであれば、ある程度の時間経過（トレンド）を踏まえて形成される予想物価やメニュー改定のコストが発生する小売価格（消費者物価）には大きく影響することはない。しかし、今回の感染症は長引くと企業が予想すれば、その期待は価格決定にも反映され得ると考えられる。そこで、消費動向調査や市場金利動向（BEI）から予想物価上昇率の動きを確認すると、いずれの指標も横ばい圏内の動きにとどまっており、8月までのところ、予想物価が大きく低下したとはみられない（第1-2-8図（1））。ただし、日本銀行の短観における企業による販売価格や物価の1年後の見通しの動きをみると、大幅に低下することが示唆されている（第1-2-8図（2））。特に、販売価格についてはマイナスになっており、これは、需要が低迷すると見込むなかで、価格を引き下げるスタンスを取る可能性を示唆している。製造・非製造別に販売価格の見通しをみると、いずれも1年先にはマイナスと答えており、特に非製造業の販売価格の下降幅が大きい（第1-2-8図（3））。

こうした将来の販売価格は、企業の抱えている資本や労働という生産資源の稼働状況と対になっている。日本銀行の短観に示されている資本や労働の過不足判断DIを用いて、製造・非製造業別に、現在の生産資源の過不足状況と販売価格の変化率を描くと、両者の間には強い相関がみられる（第1-2-9図）。製造業においては、過不足感が10ポイント変化すると、販売価格は0.3％変化し、非製造業では0.4％変化することが示唆される。したがって、緩和的な需給バランスが続けば、企業は価格を引き下げることで販売数量を確保する傾向がある。

●エネルギー価格による下押しはみられるものの、消費者物価の基調は横ばいの動き

次に消費者物価の動きをみると、消費税率引上げ等の影響31を除く生鮮食品を除く総合（コア）の前年比は、エネルギー価格の低下により、このところマイナス圏で推移している（第1-2-10図（1））。他方、コアからエネルギーを除いた総合（コアコア）の動きをみると、サービス関連が下押ししているものの、食料やその他の一般財の押上げにより、前年比もプラス圏で推移している（第1-2-10図（2））。

コアを押し下げているエネルギー価格が軟調となっている背景には、企業物価と同様に国際市況の軟化がある。具体的には、ドバイの原油価格が感染症の影響もあって大幅に低下し、それが輸入価格を経由して、消費者物価を構成するガソリンの店頭価格につながっている（第1-2-10図（3））。ガソリン価格は5月までは低下傾向にあり、その後は緩やかながら上昇へと転じているが、前年に比べると大幅に低い水準にとどまっており、当面は前年比の動きを下押しするとみられる。

なお、消費税率の引上げが物価に与える影響について補足すると、今回の引上げ幅が2％ポイントにとどまったことに加え、軽減税率制度の導入により税率が据え置かれた品目等もあったことから、上昇寄与は0.9％ポイント程度にとどまっている。同時に導入された幼児教育・保育無償化の下降寄与はマイナス0.6％ポイントであったことから、2019年10月の制度改正によって消費者物価の変動した幅は0.3％ポイントにとどまっている（第1-2-10図（4））。

●マクロの需要不足がもたらすデフレ圧力に留意

マクロ的な需給の緩みと企業にみられる価格設定の方向感を勘案すると、消費者物価にも下押し圧力が顕在化するかもしれない。そこで、消費者物価のうち、エネルギー価格等の一時的な変動の影響を受けにくいコアコアの動きについて、経済的な因果関係のある指標の動きで説明する式を推計し、先行きを考えてみよう。具体的には、需給バランスを表すGDPギャップ（3期前）、先行き期待を表す予想物価上昇率（前期）、外生的に影響を与える輸入物価（4期前）、そして価格形成の粘着さを表す自己ラグによって、コアコアを推計した。これによると、2019年の物価上昇率は、過去の物価上昇の慣性によって半分程度説明され、予想物価上昇率が残りを説明している。GDPギャップは若干プラス側に寄与している（第1-2-11図）。2020年に入ってからもプラス圏にいるが、4－6月期には、4月に実施された高等教育の無償化や自賠責保険料の引下げ等を含む「その他要因」が押下げに寄与している。2020年7－9月期以降は、こうした制度改正によって前年比が下押しされることに加え、3期前のGDPギャップが影響することから、マイナスへの圧力が続くことになる。

次にデフレ状況を確認する指標の一つである単位労働費用（ULC）の動きをみていく。ULCは、労働生産性の変化に対して労働費用である単位賃金がどのような動きをしているかを示す指標である。すなわち、労働生産性の上昇に見合って賃金が上昇する場合にはゼロとなり、生産性が上昇しているにもかかわらずに賃金が上昇しない場合には低下する。景気循環の文脈においては、景気後退に伴う雇用調整が遅れると上昇し、景気拡張に伴う人手不足が賃金上昇につながれば、これも上昇することになる。2020年の動きをみると、生産活動の低下によって労働生産性が低下（押し上げ要因）し、雇用保蔵の影響から単位賃金が上昇（押し上げ要因）することで、ULCの前年比は上昇が続いている（第1-2-12図（1））。

現状では、人件費抑制によるデフレ圧力はないものの、単位賃金の上昇を持続させるためには、労働生産性の上昇が必要となる。雇用を維持しながら労働生産性の上昇を実現するためには、まずは早期の需要復元を図りつつ、企業が人件費等を適切に販売価格へと転嫁していくことが必要となる。なお、ULCと消費者物価の間にはプラスの関係が色濃くみられてきたが、2012年以降の景気拡張局面のデータにおいては、両者の関係が希薄化しており、賃金と物価の連動性は薄らいでいる（第1-2-12図（2））。

3　財政金融面の動向

●主要地域の中央銀行は大規模な金融緩和を実施

感染症に伴う景気後退に対し、我が国のみならず、主要地域の中央銀行は、いずれも大規模な金融緩和を実施している（付表1-2）。政策金利はゼロ近傍へと引き下げられ、国債や社債等の資産購入枠を引き上げることで量的な緩和も実施している（第1-2-13図（1）、（2））。さらに、いずれの中央銀行でも、民間金融機関への流動性供給や資金繰り融資の支援を意図した資金供給等を行っている。日本銀行のバランスシートをみると、最近は「その他」に含まれる貸付金や短期国債、長期国債、ETFが増加している（第1-2-13図（3））。

こうした結果、2019年後半以降、おおむね3％程度で推移していたマネタリーベースの前年比は12％へと上昇している（第1-2-14図（1））。日本銀行の緩和措置は、貨幣乗数が安定する下で、運転資金向け貸出の高い伸びを背景としたマネーストック（M2）の増加へとつながり、こちらも8％と高い伸びを示している（第1-2-14図（2））。

●リーマンショック時と異なり、民間企業の資金調達環境は緩和的

各国中央銀行の緩和措置もあり、金融資本市場は一時の急変を脱して安定している。株価や為替レート、長期金利について、今回の動き（2020年3月＝0期）をリーマンショック時（2009年2月＝0期）と比較して、その特徴を示そう。株価の変動は、我が国でもアメリカでも、今回の下落幅は大きいものの、リーマンショックの時と比べると、下落に要する時間も反発に要する時間も短い。また、今後の推移如何ではあるものの、リーマンショック時には、危機から1年過ぎても株価水準は戻っていない（第1-2-15図（1））。為替は、一時的な変動はありながらも、ドル円もユーロ円もおおむね横ばい圏内の動きを示している（第1-2-15図（2））。長期金利については、我が国ではおおむねゼロ近傍で安定的に推移している。他方、アメリカの長期金利は、リーマンショック時には3か月程度を過ぎたところから上昇し、危機前の水準へと戻ったものの、今回は低下したまま推移している（第1-2-15図（3））。

こうした緩和策が講じられている下での民間企業の資金繰り動向を企業規模別にみると、いずれも業況判断の悪化に比べると、資金繰り判断の低下は抑制されていることがうかがえる（第1-2-16図（1））。また、借り手企業がみた金融機関の貸出態度は、大企業で若干厳しさが増しているという回答割合が増えたものの、中小企業においては、リーマンショック時とは異なり、金融機関の貸出態度は緩和しているとの回答割合が増えるという動きが生じている（第1-2-16図（2））。こうした背景には、金融機関の貸出運営スタンスの積極化がある。通常であれば、金融機関は危機に際して貸出運営スタンスを厳格化するが、今回は急激に積極化している。

金融機関の貸出運営スタンスの積極化は、融資等の動きからも観察される。2020年に入り、銀行貸出残高は社債やCPといった市場からの資金調達の増加に比べても急激に増加しており、その使途は専ら運転資金となっている（第1-2-17図（1）、（2））。事業環境の悪化や休業要請により、売上げによるキャッシュインが無くなったため、資金需要が急速に高まったことに呼応した動きとなっているが、こうしたことが可能となった要因は、感染症対策として実施されている資金繰り支援（実質無利子・無担保融資）である（第1-2-17図（3））。公的金融機関による融資残高も増加しているが、民間金融機関による資金繰り支援は、5月末の2.7兆円程度から8月末には12.4兆円程度と急増している。こうした動きが、企業側がみる金融機関の貸出態度や金融機関側の貸出運営スタンス、さらには実際の融資増加に現れている。

●機動的な財政出動で経済を下支え、早期の成長軌道への回復が財政の持続性確保にも重要

感染症への対応策は金融支援だけでなく、家計や企業への直接的な資金移転（給付金）や公共投資といった需要喚起を伴う政府支出も含まれている（第1-2-18図）。特に、給付金は、家計や企業の支出増へと転じることで需要創出効果を発揮することが期待される。財政負担を伴う支出の増加は、先々の負担増になるものの、民間主体の対応余地を大きく超えた経済ショックによって将来の成長基盤を失いかねない危機に際しては、積極的な公的支援を行うことで、政府が保険機能を発揮することが求められる。

では、今回の積極的な財政運営によって政府債務はどうなるのだろうか。内閣府の中長期の経済財政に関する試算では先々の経済と財政の姿が描かれているが、ここでは過去の実績値と2020年7月の試算値を利用して、債務残高対GDP比が変化する要因について確認する。なお、ここでの債務残高とは、国民経済計算上の中央及び地方政府が保有するグロスの債務残高32であり、政府や社会保障基金が保有する資産は含めていない。

債務残高対GDP比の前年差について、定義関係を利用すると、基礎的財政収支要因、利払費要因、GDPデフレーター（物価）要因、そして実質GDP成長率要因に分解できる。2020年度の債務残高対GDP比の前年差は23.2％ポイントの増加となっているが、このうち、基礎的財政収支要因によって12.8％ポイント、実質経済成長率要因によって9.9％ポイントが説明される（第1-2-19図）。また、物価要因は－0.9％と債務残高対GDP比を引き下げる要因となっている。これまでも、基礎的財政収支の赤字は債務残高が増加する主要因であり、そのコントロールは、引き続き、政策目標として重要である。しかし同時に、基礎的財政収支は歳入と歳出の差であり、歳入は名目経済成長率によっておおむね規定され、歳出は総需要の一部を構成して名目経済成長率を規定する要素である。基礎的財政収支要因の悪化拡大は、現下の危機対応による歳出増によって大きくなっている面もあり、これは早晩低下すると考えられるが、その際、直接的な給付から民需を引き出すワイズスペンディングと呼べる支出へと切り替えていくことが重要であり、規制改革等を合わせて講じていくことが求められる。また、歳入減は経済活動全般の低迷によって生じており、欠損金が翌期以降に繰り越されること等によって課税ベースが縮小すれば、回復には時間を要するかもしれない。したがって、デフレ状況に戻さないこと、自律的な成長経路への回帰を急ぐことは、財政健全化を図る前提である。



（27）2020年1月に、ハローワークインターネットサービスの機能充実に併せて、求人票の記載項目が拡充された結果、求人の更新の前倒し及びその反動減並びに求人の更新の差し控えにより、2020年1月以降、有効求人倍率の前年比がマイナス方向に押し下げられる影響が生じていることに留意が必要。

（28）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2013）を参照。

（29）休業者数は、内閣府による季節調整値。2020年3月200万人、4月652人、5月501万人、6月267万人、7月207万人。

（30）就業者数（季節調整値）は、2020年3月6,732万人、4月6,625万人、5月6,629万人、6月6,637万人、7月6,648万人。

（31）消費税率引上げ等の影響には、消費税率引上げ、幼児教育・保育無償化及びGo Toトラベル事業による直接の影響を含む。内閣府において試算。

（32）「中長期の経済財政に関する試算」における公債等残高とは定義が異なる。
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第3節　感染症の経済への影響と今次景気循環の検証

今回の感染症の経済的影響は、過去の感染症流行や自然災害、経済危機と比べても規模が大きく、様々な波及経路を通じて、我が国経済を下押ししたが、これは、2012年11月以降の景気拡張局面が終わったことも意味している。そこで本節では、2020年7月に景気基準日付上の暫定の山が設定された経緯を振り返りつつ、今次の景気循環局面の動きを検証する。

1　景気循環の局面判断とその指標

政府の景気判断である月例経済報告では、景気の基調は、2020年2月までは緩やかな回復が続いているとの判断を示してきた33。しかし、最近発表された景気基準日付では、2018年10月が第16循環の暫定的な景気の山であったとされた。この景気基準日付は、景気動向指数研究会での議論を踏まえて内閣府経済社会総合研究所長が設定しているが、この局面判断と政府の景気判断の間には違いがある34。ここでは、その違いの原因を探りつつ、景気の定義や見方、現行の景気動向指数の特徴、さらには異なる動きをする経済指標の動向について整理する。

●2018年10月の景気の山の暫定設定と景気動向指数の課題

2020年7月30日に開催された第19回景気動向指数研究会では、景気の山の暫定設定等について議論が行われた。その場では、従来のルールに基づき、景気動向指数のCI一致指数の構成系列から作成されるヒストリカルDIの動きから、2018年10月を景気の山の候補とした上で、これが、「波及度」、「量的な変化」、「期間の長さ」の3つの判断基準を全て満たしていることが確認された35。

一方、同研究会では2018年10月以降、2019年7－9月期頃までは、全体としての景気変動の方向性がつかみ難い状況が一年近く継続するなど、これまでの景気循環とは異なる特徴がみられたことも確認された。確かに、CI一致指数と実質GDPの推移を重ねると、過去の景気循環では両者の動きはおおむね一致していたが、2018年10－12月期以降は、CI一致指数が低下を続けるなかで、実質GDPは2019年7－9月期まで増加しており、持続的なかい離が生じている（第1-3-1図）。

こうした関連統計間での不整合な動きがみられるものの、同研究会においては、議論の結果として、景気の転換点の判定にあたり、「その手法に変更を加えたり、それとは異なる指標を重視したりすることは、判定の中立性や継続性を確保する観点から問題」であるとして、「従来から用いている手法に則り、ヒストリカルDIが示す2018年10月を、景気の暫定的な山に設定することが妥当」と結論付けた。ただし、研究会でも指摘されたCI一致指数と実質GDP等のかい離は、現行のCI一致指数が景気変動を捉えきれていない可能性を示唆している。そのため、同研究所では、景気の山の暫定設定と同時に、「同研究会で示された意見、問題意識等を踏まえ、今後、同研究会委員等専門家の協力を得ながら、景気動向指数及び景気基準日付の判定手法の見直しについて検討を行っていく」ことも決定した（第1-3-2図）。

●景気を測る物差しは一様ではない

今回の景気基準日付の決定は、景気を量的に観測することの難しさを物語っている。そもそも観測対象である景気とは何か。この点を押さえておくことは、今後の景気動向指数の見直しを進める上でも有益だろう。一般的な経済用語の辞書によると、景気とは、「経済の生産、売上、在庫、価格、利益、雇用などの多くの分野にわたって、同じように上昇したり下降したりする状況」と定義される36。すわなち、経済の多分野における共通変動が景気変動である。こうした見方は、アメリカの景気基準日付を定めているNBER37も念頭に置いており、その点については我が国も同様である。同機関は景気後退の定義を示しているが、それによると、「経済活動の顕著な落ち込みが経済全体に拡がって数か月継続し、実質GDP、実質所得、就業者数、鉱工業生産、卸小売販売において顕在化する」とされている。また、同機関は、景気基準日付を決定するに当たっては、経済全体に渡る経済活動の指標を重視するとし、中でも実質GDPを総合的な経済活動をみるただ一つの最良の指標とみなし、さらに、四半期指標である実質GDPに加え、月次指標では、<1>実質可処分所得、<2>雇用者数、<3>鉱工業生産、<4>卸小売販売量を重視するとしている38。

こうしたNBERが重視する経済指標を一つの参考として、我が国の景気局面を確認しよう。そのためには、アメリカのコンファレンスボードが作成している我が国の景気一致指標（coincident economic index）を参照することが便利である。その理由は、同指標の構成系列がNBERが重視する経済指標に沿って選定されているからである。内閣府経済社会総合研究所のCI一致指数（以下「ESRI型CI」という。）と、コンファレンスボードの景気一致指標（以下「CB型CI」という。）を比較すると、構成系列の割合は、ESRI型CIが、供給面40％、雇用・所得面30％、需要・販売面30％、CB型CIは、供給面25％、雇用・所得面50％、需要・販売面25％となっている（第1-3-3表）。すなわち、ESRI型CIは供給面のウエイトが大きく、その四つの指標がいずれも財の生産・出荷に関するものであるため、言い換えれば、製造業の動きを示す指標のウエイトが大きいといえる。また、CB型CIは、全産業をカバーする雇用・所得面のウエイトが大きい。さらに、雇用・所得面の系列をみると、ESRI型CIは、所定外労働時間、営業利益、有効求人倍率と、生産活動の変動を敏感に捉える限界的な系列を揃えているのに対し、CB型CIは、就業者数に実質賃金と、マクロの所得を分解した形となっていることも特徴的である。

次に、異なる構成系列を持つ2つのCIが、指数の動きとしてどのような違いを持つのか確認しよう39（第1-3-4図（1））。まず2つのCIと実質GDPの動向を併せみると、今次の景気循環では、CB型CIの方が、ESRI型CIよりも実質GDPと整合的に推移している。特に、景気の山（暫定）である2018年10月以降、ESRI型CIが低下を続ける一方、CB型CIは2019年7－9月期まで底堅く推移するという違いがある。同年10－12月期以降は、いずれのCIも低下している。

両者の違いをヒストリカルDIでみるとどうだろうか。ESRI型CIの構成系列によるヒストリカルDIは、研究会でも取り上げられたとおり、2018年11月に50％を下回り（過半の系列が下降トレンド）、その後、2019年6月には0％に到達した。これにより景気後退の動きが広範囲に波及したとみなされ、50％を下回る直前の月である2018年10月が景気の山とされた（第1-3-4図（2））。一方、CB型CIの構成系列によるヒストリカルDIでは、水準が50％を下回った時期は、ESRI型よりも1年程度遅く2019年10月であり、かつ2019年12月までは40％の水準を維持していた40。40％のヒストリカルDIであれば、景気後退の動きが経済の広範囲に波及したとはみなされない。しかしながら、その後は、感染症の影響により、CB型のヒストリカルDIも2020年1月以降は20％に低下した（第1-3-4図（3））。なお、2つのヒストリカルDIの過去の推移をみると、2001年頃及び2008年頃の景気後退については同じような動きを示しており、両者にかい離はみられない。他方、2012年頃の景気後退については、CB型では2011年3月の東日本大震災による景気の下押しから2012年半ばにかけて緩やかに上昇する姿となっており、ここでも動きに違いが生じている。

●CIの動きは構成系列によって大きく左右される

このように、今次の景気循環においては、構成系列の選択によって景気動向指数の示す景気変動の姿は大きく変わることがわかった。次に、この違いを生み出した要因を探るべく、2018年以降の2つのCIと主要なマクロ経済指標の動きを確認しよう（第1-3-5図）。

2018年後半以降、海外経済が減速するなかで、輸出数量指数とその影響を受けやすい製造業の生産（鉱工業生産指数）は低下しており、製造業の動きを示す指標のウエイトが高いESRI型CIはこれらの動きに沿ったものとなっている（再掲第1-3-3表）。一方、この間も、雇用者報酬は底堅く推移し、その下で、個人消費や、さらにはその影響を受けやすい非製造業の生産（第3次産業活動指数）は、2019年7－9月期まで増勢を維持していた。このように、2018年後半以降の我が国経済は、外需が弱く内需が堅調、製造業の生産が弱く非製造業の生産が堅調というデカップリングの状態に長らくあったが、経済全体の動きを示す実質GDPは、内需の強さが外需の弱さを上回ったことで、2019年7－9月期まで増加傾向で推移した。CB型CIは、こうした実質GDPの動きにより連動したものとなっている。

過去の景気循環においては、ESRI型CIが敏感に捉えている外需や製造業の弱さは、内需や非製造業への波及し、実質GDPもほどなく減少に転じていたため、両者は連動していた。また、早めに景気変動の転換点を見極められる系列を重視することには妥当性もあったが、今次の景気局面では従来のパターンが当てはまらず、実質GDPとESRI型CIのかい離を生む要因となった。このことは、第16循環の景気拡張局面において、経済変動の波及メカニズムに何らかの構造的な変化が起こっていたことを示唆している。詳しくは次項で記すが、ここまでの検証により、次の3点について指摘することができる。第一に、景気判断において景気動向指数は有益なツールであるが、その動きは構成系列によって大きく左右されることから、より幅広い指標を観察する必要がある。第二に、より広い指標を観察する必要はあるものの、過去から現在までの景気変動を一貫して捉えるためには、供給面、雇用・所得面、需要面といったグループごとに、その変動を十分に捉えることのできる代表性と、循環変動を的確に反映できる頑健性を持った指標によって景気動向指数を構成することが必要である。第三に、経済の全体的な動向を捉えるという面からは、系列の選定を行う際に、実質GDPとの連動性の高さは一つの検証事項となり得る。今後の景気動向指数の見直しに当たっては、こうした点を踏まえることが重要である。

2　今次景気局面での経済の構造変化

前項において、過去の景気循環ではみられなかった景気動向指数と実質GDPの動きのかい離が2018年後半以降にみられたこと、また、その直接の原因は長期化した内需と外需（あるいは製造業と非製造業）のデカップリングにあったこと、さらに、こうしたデカップリングの長期化をもたらした経済の構造変化が今次景気局面では生じていたことに触れた。本項では、その構造変化の内容について点検する。

●長期的なデカップリングを生じさせた背景に外需の減少ペースの緩やかさ

はじめに、内需と外需のデカップリングがなぜ長期化したかについて考察する。通常、外需の弱さは、輸出減少を通じて、生産を減少させるとともに企業収益を悪化させ、設備投資の下押し要因となり得る。また、生産や企業収益の減少が起これば、雇用や賃金への悪影響を通じて個人消費も下押しされかねない。ところが、2018年後半以降、感染症の影響を受ける前の2020年初めまで、我が国経済は、外需が振るわないなかで、内需は、2019年10月の消費税率引上げ等に伴う振れを伴いながらも、緩やかな持ち直しを続けた。これを可能にした今次景気循環（第16循環）の特徴を過去の景気循環との比較で詳しくみてみよう。

ここでは、今回と過去3回の景気循環について、それぞれの景気の山を基準期として指数化し、基準期前後1年間の動向を比較する。まず、企業部門について確認すると、以下の特徴が指摘できる（第1-3-6図）。第一に、今回の循環は過去と比べ、景気の山以降、4四半期が経過する（2019年10－12月期）までの間、輸出の下落ペースが緩やかなものにとどまっていた。アメリカのITバブル崩壊や、リーマンショックといった需要を急激に縮小させる経済ショックに見舞われた第 13 循環や第 14 循環とは対照的である。第二に、輸出の影響を受けやすい製造業生産の減少も、過去の動きと比べれば緩やかなものにとどまり、企業収益（営業利益）も底堅く推移していた。過去の景気循環では、輸出の減少が、生産を減少（＝設備稼働率を低下）させるとともに企業収益を下押しすることで、設備投資の抑制につながっていた。しかし、今回の局面では、企業収益に余り波及しなかったことで、設備投資は、景気の山の後も2019年7－9月期まで増勢を維持していた。

●国内では需要・供給・分配を巡る自律性の高い循環が存在

同様に、家計部門について確認すると、次の特徴が指摘できる（第1-3-7図）。第一に、雇用の前提となる生産活動は、輸出の影響を受けやすい製造業の生産（鉱工業生産）の減少ペースが緩やかなものにとどまる一方、非製造業の生産活動は2019年7－9月期まで緩やかな増加を続けていた。非製造業は相対的に海外経済の影響を受けにくいが、第13循環時には景気の山から1四半期後から、第14循環時には景気の山の直後から、活動指数は低下していた。こうした非製造業の増勢継続は企業収益の底堅さにも寄与した。第二に、雇用吸収力のある非製造業の生産活動指数が上昇する中で、今回は雇用者数の増加が続いており、その結果、雇用者報酬の増加も続いた。過去の循環では、例えば、第13循環では、生産の低下に伴い雇用者数も減少していた。また、景気後退期間が短く、雇用者数が減少しなかった第14循環でも、雇用者報酬は減少していた。第三に、こうした雇用者報酬の動きが支えとなり、今回の個人消費は、景気の山の後も1年間にわたって持ち直しの動きが続いた。過去の循環では、例えば、第13循環では、当初は個人消費も増加していたが、雇用者報酬が減少するなかで減少に転じた。

以上を踏まえると、第一に、外需の減少ペースが景気を一気に冷え込ませるような急激なものではなかったこと、第二に、外需の影響を受けにくい非製造業の堅調さが企業収益や雇用・所得環境といった我が国のファンダメンタルズを支えていたこと、が指摘できる。非製造業の堅調さが雇用・所得環境の改善をもたらし、雇用・所得環境の改善が個人消費を支え、そして個人消費の底堅さが非製造業を中心に生産を支えるという、自律的な経済の好循環が機能していた面がうかがえる。

●自律性の高い循環を生み出した労働参加の拡大

こうした自律性の高い経済循環を支えたのは、就業者数の増加である。我が国は人口減少局面に入っており、15歳以上人口も減少しているが、2012年以降、消費需要が底堅いなか、人手不足の状況下で、労働参加率が上昇することで就業者数は増加してきた（第1-3-8図（1））。労働参加率は、感染症の影響を受ける前の2020年初めまで上昇を続けた。就業者数の増減を性別・年齢階層別にみると、64歳以下の男性就業者は、専ら該当する人口数の減少により、増加していない。それに対し、64歳以下の女性就業者は、男性と同様に該当する人口数は減少しているが、労働参加率の上昇によって増加している。また、男女あわせた高齢（65歳以上）の就業者は、人口数が増加しているだけでなく、労働参加率の上昇により増加している（第1-3-8図（2））。

●第16循環は人口減少局面での経済成長の一つのモデルを示す

こうした女性や高齢者の就業者が増加したことは、一国全体の所得の増加につながる。景気拡張局面ごとの実質雇用者報酬の平均伸び率を比較すると、2000年以降の景気循環では、今回は第13循環と並んで高い伸びを示している（第1-3-9図（1））。今次の景気拡張局面が、第13循環と異なり人口減少局面であったにもかかわらず、また、消費税率の引上げが2回実施され、物価上昇も相応に起こっているにもかかわらず、実質雇用者報酬は相対的に高い伸びを示したことになる。

また、女性や高齢者の就業者が、外需の影響を受けにくい非製造業において増加したことは、結果として、海外経済が減速するなかでの雇用・所得面の安定的な成長をもたらした面もある。64歳以下の女性の就業は、高齢化が進む中で医療・福祉が雇用の受け皿となっており（第1-3-9図（2））、高齢者の就業は、それまでの職務経験で培ったスキルに基づいて就労することが多いと考えられることから、幅広い業種が受け皿となっている様子がうかがえる。（第1-3-9図（3））。

さらに、今次の景気循環局面は、15歳以上人口が減少していたこともあり、成長に伴う人手不足の程度も大きかった。これまで労働参加率の低かった女性や高齢者の就労を促進する企業や政府の取組による後押しもあり、新たに労働市場に参入する者が増えるという構造変化が生じていた。こうした新たな労働力は非製造業を中心に就労し、そのことが、海外経済減速する中でも、所得、消費、生産、雇用増、そして再び所得増へとつながる自律性の高い好循環をもたらしたと考えられる。

現在までのところ、我が国経済は感染症の影響により厳しい状況に置かれているものの、4、5月の緊急事態宣言が解除されて以降は、個人消費を中心に持ち直している。海外経済の改善に伴う輸出の増加から生産と雇用へのプラスの効果を期待しつつも、世界的な感染症の動きによる不確実性が高いことから、当面、内需主導による回復を目指すことが現実的である。それが可能となるかどうかは、感染症の影響が顕在化する前までにみられていた、こうした自律的な循環を再び取り戻せるかどうかにかかっている。



（33）政府の景気認識を示す「月例経済報告」では、2020年2月まで、海外経済の減速を背景に輸出を起点とする弱さはあるものの、景気全体としては緩やかな回復が続いているとの判断を示していた。

（34）「景気動向指数研究会」とは、幅広い観点から景気転換点の設定や景気動向指数のパフォーマンス等について議論するため、経済社会総合研究所長の研究会として開催される有識者会議である。

（35）景気の山判定方法は、次のとおり。CI一致指数の構成系列によるヒストリカルDIが50％を下回る（過半の系列が下降トレンドとなる）直前の月を山の候補とした上で、次の<1>～<3>の判断基準をすべて満たしているかを確認する。
<1>波及度：ヒストリカルDIが0％近傍まで下降したか
<2>量的な変化：CI一致指数の下降が過去の参照すべき後退局面のうち下降が小さかった例と同等以上か
<3>拡張・後退期間の長さ：1局面（谷から山、山から谷）が5か月以上、1循環（谷から谷、山から山）が15か月以上経過したか。

（36）金森久雄・荒憲治郎・森口親司（2013）を参照。

（37）NBER（National Bureau of Economic Research）は、アメリカの民間非営利機関。2020年6月8日にも、同国が同年2月（四半期では2019年10－12月期）に景気の山を迎え、それ以降、景気後退局面にあることを発表した（https://www.nber.org/cycles/june2020.html）。今回のアメリカの景気の局面判定は通常よりも早く行われたが、NBERはその理由を景気変動の大きさと拡がりによると説明している。

（38）NBER景気日付決定委員会の公表資料による（http://www.nber.org/cycles/recessions_faq.html, https://www.nber.org/cycles/jan2003.html）。

（39）ここでは、コンファレンスボードの景気一致指標と同じ構成系列（就業者数、実質定期給与、生産指数（鉱工業）、小売・卸売・製造業実質売上高の4系列）を合成することで、CB型CIを作成した。

（40）CB型のヒストリカルDIの場合には実質GDPを加えた5系列で算出されているため、実質GDPの動きに左右されやすい。













第1章　新型コロナウイルス感染症の影響と日本経済　第4節






第4節　本章のまとめ

本章では、最初にGDP統計を用いて最近の経済全体の動きを概観した上で、家計部門、企業部門、対外経済活動の3つの側面から、感染症の拡がりによって下押しされた状況を確認した。我が国経済は、感染症対策として要請した自粛等の影響により、個人消費を中心とした大幅な内需の減少と、より強制力のある感染症対策を実施した諸外国への輸出の大幅な減少により、これまでにない厳しい状況に陥った。しかし、全体としては、4、5月を底として持ち直しの動きがみられており、経済活動を引き上げていく局面に入っている。政策支援の効果もあって、消費は大きく反転したが、感染症患者数の増加がマインドや行動抑制へとつながり、需要の下振れが顕在化するリスクは小さくない。同様のことは輸出にも当てはまり、諸外国における感染動向とそれに対する防疫措置が、我が国に与える影響には十分留意する必要がある。

こうした需給の緩みは世界中で生じており、当面はデフレ圧力の顕在化に注意を払う必要がある。実際、企業の予想物価は下振れしており、今後、需要回復のテンポが鈍化すれば、物価には下押し圧力が高まることになる。他方、需要の弱さは設備投資にも影響し、投資不足が長引けば、潜在成長力が低下することになる。潜在成長力の低下は、短期的なデフレリスクを緩和するものの、それは豊かさの喪失であり、中長期の成長経路が下振れするという、より深刻なリスクの顕在化を意味している。したがって、早急に「新たな日常」を構築するために求められる投資を促進し、同時に、感染防止を図りながら需要の顕在化、回復を図ることが極めて重要になっている。

本章の最終節では、2012年11月から始まった大型の景気拡張局面が終わったことを受けて、景気動向を把握するポイントや今次の循環にみられた特徴について分析した。その結果、我が国においては、これまで以上に雇用者数の増減が景気変動に影響していることが明らかになり、雇用構造の変化が外生的な経済ショックへの頑健さを生み出しつつ、自律性の高い生産、所得、消費の循環を形作っていたことを示した。当面、感染症の影響は残るものの、経済活動との両立を図ることが必要であり、外需の持ち直しに期待しつつも、内需を持ち上げていくことが自律的な循環を再び取り戻すためにも必要である。特に、ソフトウェアやIT投資、人的投資を促すことで生産性の高い供給体制を構築し、同時に、感染防止策を講じる下において需要を十分発現させることが出来れば、再び自律性の高い経済成長軌道へ復することは可能である。
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第2章　感染症拡大の下で進んだ柔軟な働き方と働き方改革






新型コロナウイルス感染症（以下、感染症と略）が広がる以前より、我が国では働き方改革を推進してきた。具体的には、2019年4月に長時間労働是正に向けていわゆる働き方改革関連法が中小企業への残業上限規制等を除いて施行され、有休取得日数の増加や残業時間の縮減等の動きがみられていた1。また、2020年の4月からはパートタイム・有期雇用労働法が大企業に施行され、労働者の待遇の在り方の見直し等が大企業を中心に進められている。しかしその後、感染症の拡大を受け、その防止の観点から、働き方に大きな変化が求められることになり、現在の労働環境は働き方改革の成果と感染症の影響が重なっているものと考えられる。本章では、こうした雇用環境の変化について、感染症の拡大による影響を概観するとともに、これまでの働き方改革の進展の評価を行い、今後の働き方改革の進め方の検討材料を提供する。

まず、第1節では、労働時間の観点から、これまでの制度改正と感染症の影響をみていく。第2節では、働き方改革関連法の施行を経て、今までの働き方改革の取組の進捗と結果について確認する。第3節では働き方改革の具体的な取組を実施した企業と実施していない企業を比べることで、雇用や生産性にどのような違いが生じたのかを分析する。第4節では、本章の分析結果について整理し、この先の働き方改革の針路について考察する。



（1）内閣府（2020）「日本経済2019－2020」第2章を参照。













第2章　感染症拡大の下で進んだ柔軟な働き方と働き方改革　第1節






第1節　感染症拡大の影響を受けた労働・生活環境と働き方の変容

本節では、まず労働時間の最近の動きの要因について分析を行い、感染症の影響について検討する。また、労働時間の動きの背景にある人々の生活の変化にも目を向けた後、2020年4月より順次施行されているパートタイム・有期雇用労働法に対応する取組に関する動向について整理する。

1　感染症の拡大を受けて急速に進んだ柔軟な働き方

まず、2020年に入ってからの労働時間の動きについて変動要因を分析する。その上で、働き方に大きな変化を及ぼした時差通勤やテレワークの動向について確認する。

●休業を反映した出勤日数要因により、総労働時間は減少

感染症の拡大防止のため、外出自粛と同時に事業所の休業も増加したが、その状況について、労働時間の面から確認する。2019年の労働時間は働き方改革の影響もあって減少したが、2020年は、休業等の影響を受けて、さらに減少している。一人当たり総労働時間の変化を、<1>土日祝日の数といった日並びの勤務日数に対する影響（「カレンダー要因」2）、<2>自宅待機や営業自粛、又は自発的な有給休暇取得が含まれる「その他の出勤日数要因」の変動と、<3>残業の影響を含む「一日当たり労働時間要因」の変動に分解し、製造業・非製造業別及び規模別にそれぞれの寄与の大きさを確認しよう3。

まず、緊急事態宣言下の5月については、製造業、非製造業別にみると、いずれも休業を含む「その他の出勤日数要因」が最大の減少要因であり、それぞれ前年差－10.6時間、－9.0時間と大きく落ち込んでいる。製造業では6月に－11.6時間と悪化した後、7月には－2.1時間まで回復した。一方、非製造業は6月、7月にそれぞれ－5.5時間、－1.5時間と緩やかに改善した。「一日当たり労働時間要因」は製造業において寄与が大きく、5、6月でそれぞれ－6.1時間、－6.3時間となっており、7月でも－5.9時間と低い水準が続いている。非製造業では対照的に、5、6月はいずれも－2.8時間と比較的小幅にとどまっており、7月には－0.8時間と改善した。「カレンダー要因」は非製造業でやや大きめの寄与となっている（第2-1-1図（1））。

従業員の規模別にみると、500人以上の事業所では、5月は「一日当たり労働時間要因」が前年差－3.6時間、「その他の出勤日数要因」が－8.3時間と「その他の出勤日数要因」が特に減少に大きく寄与している4（第2-1-1図（2））。6月には日並びの影響もあり総労働時間は戻しているが、内訳をみると「一日当たり労働時間要因」と「その他の出勤日数要因」の合計が－10.7時間と引き続き大きな減少寄与となっている。小規模事業所でも同様の動きがみられるが、総労働時間や一日当たり労働時間は4月から大きく減少している5。

●2020年4月以降、宿泊・飲食等のサービス業では労働時間が大幅に減少

次に、感染症の影響を業種別に評価するため、業種別の所定内・所定外労働時間の動向について確認する。所定内労働時間についてみると、2020年2月に一部の業種で減少したのち、5月には全ての業種で前年差マイナスとなっている。特に、外出自粛の影響を大きく受けた「宿泊業、飲食サービス業」と「生活関連サービス業、娯楽業」は4月以降大幅に減少している。緊急事態宣言解除後である6月には、全ての業種で労働時間の増加がみられ、7月には生活関連サービス・娯楽業及び宿泊・飲食サービス業（それぞれ前年差－13.7時間、－6.9時間）を除いては、前年差が4月以前と同等かそれ以上の水準となっている（第2-1-2図（1）、付図2-1（1））。

所定外労働時間については、2020年4月以降、製造業を中心とした多くの業種で減少している（第2-1-2図（2）、付図2-1（2））。このうち製造業では6月以降の回復は弱い。ネット通販等により一部需要が増えている「運輸・郵便業」においても、3月までは前年と同水準で推移したものの、4月、5月と落ち込みを見せたが、6月以降やや戻している。一方で、企業のテレワーク対応等による需要増があった「情報通信業」では3月までむしろ前年差プラスで推移していたほか、「医療・福祉」では大きな落ち込みは見られなかった。「教育・学習支援業」は、6月に入って、所定内労働時間、所定外労働時間ともに大幅に増加しており、対面授業の再開等の影響が顕著に出ている可能性がある。なお、製造業では、2019年から所定外労働時間が減少しているが、これは働き方改革の影響で残業時間が縮減されていた可能性がある。

●3月から4月上旬にかけて時差通勤の取組が拡大

感染拡大を防止するためには、社会的な距離をとることが必要とされ、業種によっては操業が困難となるものもあり、また操業を継続する場合でも、働き方の変化が求められることとなった。その変化のうち一つが時差通勤によって満員電車の過密を避ける取組である。ここでは、感染症の拡大防止に向けた出勤体制の変化についてみていく。

LINEによる全国調査によると、時差通勤を実施した人は第1回調査（調査日は2月19日）では5％だったが、第2回調査（調査日は3月2日）では19％と増加した。7都府県を対象に緊急事態宣言が発出された後の第3回調査（調査日は4月16日）は横ばいの19％であった。おおむね同時期に実施された別の調査では、調査対象労働者の8.3％が時差通勤を命令されたと回答しており、また、30.6％が時差通勤を推奨されたと回答している6（第2-1-3図（1））。

他方、3月に行われた企業調査（東京商工会議所による会員企業調査）では、時差通勤の実施企業割合は56.5％と高い数字となっている。従業員規模別にみると、規模が大きいほど実施率が高い傾向にあるが、50人未満の企業でも実施率は43.9％と半数弱となっている（第2-1-3図（2））。業種別では、「情報通信業」が87.1％、「金融業」が78.8％と高い一方、最も低い「交通運輸・物流・倉庫業」では37.0％、次に低い「建設業・不動産業」では46.3％の企業が時差通勤を実施している（第2-1-3図（3））。東京では幅広い企業が時差通勤に取り組んだものとみられる。

上記の調査によれば、4月には、企業数では半数程度、従業員数では2割弱が時差通勤をしていることが示唆されたが、実際の通勤者の動きについて、東京都営地下鉄の平日の時間帯別の利用者数の推移から確認しよう。まず、3月の時間帯別利用者数（1月20日の週対比）は、7時30分から9時30分の時間帯で20％以上の減少となったが、その前後の時間帯（6時30分から7時30分と9時30分から10時30分）の減少率は小さい（第2-1-3図（4））。これは、総利用者数が減少すると同時に、比較的混雑する7時30分から9時30分の利用者が前後に分散したためと考えられる。緊急事態宣言が発出された4月7日以降は、いずれの時間帯でも利用者数が減少し、7時30分から10時30分の時間帯では、60％程度の減少が約2か月続いた。緊急事態宣言が解除（5月25日）された翌週より、利用者数は増加に転じ、6時30分から7時30分の利用者数は10％程度の減少まで戻したものの、全体としては、緊急事態宣言発出前の水準には戻っていない。時間帯別の減少率に違いが生じている点は、時差出勤による振替効果が継続していることを示唆し、全体としての水準が戻らない点は、一定数がテレワークや自宅勤務に移行していることを示唆している。なお、8月11日の週を中心に利用者数が減少している点は、夏季休暇の影響と考えられる。

●テレワークの取組は急拡大しているが、地域・業種にばらつき

感染症の影響下で広がったもう一つの働き方の変化がテレワークの拡大である。ここでは、3月以降のテレワークの実施状況についてみてみよう。

内閣府が2020年3月に行った「働き方改革の取組に関する企業調査7」（以下、内閣府企業調査と呼ぶ）によると、近年、テレワークの導入は緩やかに進んでいる。2015年度以前から導入していた企業は2.0％だったが、2018年度に5.5％まで増加し、調査が実施された2020年3月2日から23日時点では11.1％に達した。うち、東京都の企業8では29.0％となっている。前述の東京商工会議所よる調査では、3月中下旬のテレワーク導入企業割合は26.0％だったが、6月第1週の結果では、67.3％まで増加した（第2-1-4図（1））。

実際にテレワークを行っている労働者の割合についても、調査によってやや水準が異なるものの、3月から4月中旬にかけて増加し、5月末には3割程度となっている（第2-1-4図（2））。地域別には、東京圏、特に東京23区居住者においてテレワーク実施率が高い（第2-1-4図（3））。これは、通勤に伴う感染リスクへの懸念といった働き手側の意識だけでなく、テレワークを実施する環境の整った企業が多かったことも要因の一つと考えられる。

業種別のテレワーク実施率は、「教育、学習支援業」、「金融・保険・不動産業」等は高いものの、「医療・福祉・保育関係」、「農林漁業」、「小売業」は低い（第2-1-4図（4））9。テレワークとの親和性の程度に応じた業種特性を反映した結果となっている。企業規模別では、従業員100人未満の企業では、平均実施率が16.6％にとどまっているのに対して、従業員1万人以上の企業では、43.0％と高くなっており、企業規模が大きいほど実施率が高くなっている。（第2-1-4図（5））。

感染症に対応したテレワーク拡大の動きは、「働き方改革実行計画10」で示された「柔軟な働き方がしやすい環境整備のため、テレワークの普及を加速する」との方向性と整合的である。「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画11」においても、「テレワークは、働き方改革を推進するに当たっての強力なツールの一つであり、また今般の新型コロナウイルス感染症対策として人と人との接触を極力避け、業務継続性を確保するためにも不可欠」としている12。感染症の影響が薄れても引き続きテレワークを推進していくことは、働き方改革を進めていく上で重要である。

2　労働時間の減少と生活の変化

働き方改革の目指すものの一つとして、長時間労働の是正等を通じたワーク・ライフ・バランスの改善がある。前項では、労働時間の動向、時差通勤とテレワークの動向についてみてきたが、ここで確認された労働時間の減少は、余暇時間等、労働以外に費やした時間が増加していることを意味しており、人々の生活時間の配分にも変化が生じているかもしれない。そこで、本項では人々の生活時間の変化について確認し、その変化を生み出しているものの一つであるテレワークについて、人々の受け止めと課題について整理する。

●通勤時間は減少、余暇時間は増加

まず、テレワーク等による通勤時間の変化及び通勤を含む労働時間の減少と生活時間の関係について確認する。総務省「社会生活基本調査」によると、感染症が広がる前（最新年は2016年）の我が国の30歳代の有業者は、土日を含む1週間の平均した1日のうち、男性が仕事・通勤に8.6時間、家事・育児等に0.8時間、余暇等に3.9時間、女性が仕事・通勤に5.6時間、家事・育児等に3.4時間、余暇等に3.5時間を費やしていた（第2-1-5図（1））13。1日の時間配分の変化をみると、2001年から2016年にかけて、30～40歳代は男女ともに仕事やテレビ・ラジオ・新聞・雑誌に費やす時間を減らし、代わりに休養・趣味等や家事・育児等、身の周りの用事の時間を増やしている（第2-1-5図（2））。また、通勤時間は僅かに増加基調となっている。これらの傾向は、他の年代でも同様である（付図2-6）。なお、家事・育児等の時間は、男性の多くの年代で増加している一方、女性の30歳代を除く15～64歳の世代では、2011年から2016年にかけて減少している。

前項の通り、2020年の前半は感染症の影響もあり、労働時間は減少したが、同時に通勤時間も減少している。内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査14」（以下、内閣府個人意識調査と呼ぶ）によると、テレワークや在宅勤務等が広がった影響もあり、通勤時間が減少と回答する者が多い（第2-1-5図（3））。

テレワーク実施率が高い東京都23区では、通勤時間が減少したと回答した就業者は58.9％にも上るが、地方圏でも29.4％の就業者が通勤時間は減少したと回答している。全国平均では38.7％の就業者が通勤時間を減らし、増加したと回答した3.1％を大きく上回っている。

勤務時間や通勤時間の減少によって生まれた時間は、一部は余暇に回っている。実際、子育て世帯においては、家族と過ごす時間が増えたとの回答が73.0％を占めており、減少したとの回答（6.0％）を大きく上回っている（第2-1-5図（4））。特に、テレワーク、勤務日制限、フレックス等の経験者では、家族と過ごす時間が増えたとの回答が79.4％と高く、これらの取組が合わさることで、家族と過ごす時間が増加しやすくなっていることが示唆される。

これらの変化は、結果的には働き方改革の目指す方向性と整合的である。こうした動きも踏まえ、引き続き、働き方改革関連法の着実な施行と労働関係法令の適正な運用を図りつつ、テレワーク等がもたらしている新たな働き方やワーク・ライフ・バランス改善の流れを後戻りさせることなく、従業員のやりがいを高めるための「フェーズIIの働き方改革15」に向けた取組を加速させることが重要である16。

●テレワークの実施希望は多く、増える余地がある可能性

内閣府個人意識調査によると、テレワーク希望者（常時に加えて不定期の利用希望者を含む）は39.8％に上り、実際のテレワーク率の34.6％を上回っている（第2-1-6図（1））。テレワークの実施頻度別にみると、テレワークをほぼ100％実施するケースを除いて、実際にテレワークを行っている人の割合よりもテレワーク希望者の割合が上回っており、日常業務の中にさらにテレワークを取り込みたいという意向がみられる。

他方、自らの仕事はテレワークできない又は合わない職種と回答している者の割合は、就業者全体で58.7％である。この結果について、テレワーク経験のある者とない者に分けると、それぞれ34.6％、71.5％と大きな開きがある（第2-1-6図（2）、（3））。職種別、業種別にみると、テレワーク非実施者は、いずれの職種、業種においても一様に7割前後の者がテレワークできない、テレワークに合わないと回答している一方、実際にテレワークを行った者の回答では、職種、業種によってその割合が異なる。こうしたテレワーク実施者と非実施者の間にみられる回答の違いは、テレワーク実施前後に認識の変化があった可能性もあり、事前に得られる情報から自分はテレワークができないと認識していた場合であっても、実際にやってみれば対応可能な部分があった可能性がある。

例えば、職種別の例として、「営業・販売」では、テレワーク非実施者の71.8％がテレワークできない職種であると回答しているが、テレワーク実施者ではその割合が大きく下がって30.6％となっている。一方、「サービス」や「生産工程」では、テレワーク経験者においてもテレワークできない職種との回答割合は高く、実際にテレワークを実施したものの、テレワークになじまなかったケースが比較的多かったとみられる。業種別では、運輸・通信・電気等、サービス業、製造業などにおいて、実施者と非実施者のギャップが大きく、テレワークを広げる余地があると見込まれる。以上のことから、業務の性質から一見テレワークが難しいと思える場合であっても、テレワークを行うことができる可能性がある。また、テレワークに全く馴染まない職種に就いている労働者は、全体の回答である58.7％よりも少ない可能性があり、テレワークの実施はまだ増える余地がある可能性がある。

では、テレワークを広げるために必要なものは何かという点について、アンケート結果から得られる含意をみると、まず、テレワークの不便な点としては、「社内での気軽な相談・報告が困難」や「画面を通じた情報のみによるコミュニケーション不足やストレス」といった、技術の活用や業務上の工夫では解決が難しいものがある一方、「取引先等とのやり取りが困難（機器、環境の違い等）」や「セキュリティ面での不安」、「テレビ通話の質」など、技術的に改善する余地があるものも多く挙げられている（第2-1-7図（1））。

また、テレワークの利用拡大が進むために必要なものとして上位に選ばれた選択肢は、「社内の打合せや意思決定の仕方の改善」、「顧客や取引先との打合せや交渉の仕方の改善」、「社内外の押印文化の見直し」、「仕事の進捗状況の確認や共有の仕方の改善」といった社内外の慣行を見直すことが必要なものや、「社内システムへのアクセス改善」といった設備投資が必要なもの、「書類のやりとりを電子化、ペーパーレス化」といった両方の変革が必要なものに分けられる（第2-1-7図（2））。まずは、社内外の慣行を見直すこと、そして必要な投資を実施することによって、テレワークを実施、あるいはその頻度を増やすことができると見込まれる17。



（2）カレンダー要因の寄与度は業界ごとに休み方や働き方が異なるため、規模別、製造業・非製造業別にそれぞれ推計している。

（3）推計の概要については、付注2-1を参照。

（4）カレンダー要因も－4.5時間と大きく効いており、原系列の総実労働時間の落込みは少し割り引いて見る必要がある。2020年5月は前年に比べ、土日以外の祝日は1日少なかったものの、土曜、日曜ともに1日ずつ多く、平日が18日しかなかった。

（5）なお、2020年4月より中小企業にもいわゆる働き方改革関連法による残業上限規制が適用されており、その影響も含まれている可能性がある。

（6）各調査の概要については付表2-2を参照。

（7）調査の概要については、付注2-2を参照。

（8）郵送回答のあった企業のうち、所在地が東京都内となっているもの。

（9）パーソル総合研究所の調査では、緊急事態宣言発出直後（4/10～12）と解除後（5/29～6/2）の間に、全体のテレワーク実施率に大きな差はないが、業種・職種によってテレワーク実施率が上がっている業種・職種もある。業種では情報通信業、学術研究、専門・技術サービス業、金融業、保険業等、職種ではWEBクリエイティブ職、コンサルタント、企画・マーケティング、IT系技術職、広報・宣伝・編集、経営企画、営業推進・営業企画、商品開発・研究、資材・購買、総務・人事、財務・会計・経理・法務、顧客サービス・サポート、営業事務・営業アシスタント、建築・土木系技術職（施行管理・設計系）、営業職（個人向け営業）等において、テレワーク実施率が緊急事態宣言解除後にかけてさらに上昇している（付図2-3、-4）。これらの業種、職種はテレワーク実施率も高い傾向にあり、テレワークに適した業種、職種であると考えられる。

（10）平成29年3月28日働き方改革実現会議決定。

（11）令和2年7月17日閣議決定。

（12）政府目標（KPI）として、本年2020年にテレワーク導入企業の割合を平成24年度比で3倍（総務省「通信利用動向調査」において34.5％）、テレワーク制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合を平成28年度比で倍増する（国土交通省「テレワーク人口実態調査」において15.4％）こととしている。

（13）40歳代の生活時間の配分も同様で、男性が仕事・通勤に8.6時間、家事・育児等に0.6時間、余暇等に4.2時間、女性が仕事・通勤に5.6時間、家事・育児等に3.7時間、余暇等に3.8時間となっている。

（14）調査の概要は付表2-2を参照。

（15）メンバーシップ型からジョブ型の雇用形態への転換、より効率的で成果が的確に評価されるような働き方への改革。ジョブ型の雇用形態とは、職務や勤務場所、勤務時間が限定された働き方等を選択できる雇用形態。

（16）「経済財政運営と改革の基本方針2020」（令和2年7月17日閣議決定）。

（17）「経済財政運営と改革の基本方針2020」（令和2年7月17日閣議決定）においては、「新たな日常」構築の原動力となるデジタル化への集中投資・実装とその環境整備の一環として、テレワークの促進や変化を加速するための制度・慣行の見直しを推進することとしている。













第2章　感染症拡大の下で進んだ柔軟な働き方と働き方改革　第2節






第2節　働き方改革の進捗

第1節では、主に2020年に入ってからの労働時間の動きについて、新たに広がった時差通勤やテレワークの動向等を観察することで、労働に対する感染症拡大の影響を確認した。本節ではより長期的な観点から、働き方改革の取組の進展と長時間労働及び同一労働同一賃金の進捗状況について分析を行う。具体的には、内閣府企業調査を用いて、企業による有休取得、残業抑制、同一労働同一賃金の取組の進捗状況を明らかにし、平均有休取得日数や残業時間、賃金格差の動向について公的統計や内閣府企業調査で観察する。それら有休取得日数や残業時間やその他の雇用環境と企業の取組の間の因果関係については、続く第3節で分析を行う。


コラム2-1　いわゆる働き方改革関連法の内容と施行期日について

働き方改革に係る包括的な法律の正式な名称は、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法第71号。以下「働き方改革関連法」という。）であり、<1>働き方改革の総合的かつ継続的な推進、<2>長時間労働の是正及び多様で柔軟な働き方の実現等、<3>雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保の3点を意図している。

2018年7月6日に成立、順次施行されているが、<2>と<3>が主たる制度改正事項である。<2>の具体的な内容としては、時間外労働の上限規制、年5日の年次有給休暇の確実な取得、月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率における中小企業への猶予措置の廃止、高度プロフェッショナル制度の創設、勤務間インターバル制度の普及促進、産業医・産業保健機能の強化等が含まれる。このうち、時間外労働については、基本的に、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定されている。また、年次有給休暇については、使用者が10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、少なくとも年間5日の有給休暇を、時季を指定して与えなければならないこととされている。

<3>は、同一労働同一賃金の実現のための規定の整備等に関する事項であり、主な内容としては、1．不合理な待遇差の禁止、2．労働者に対する待遇に関する説明義務の強化、及び3．行政による事業主への助言・指導等や裁判外紛争解決手続き（行政ADR）の整備からなる。まず1．は、基本給、賞与、役職手当、食事手当、福利厚生施設、教育訓練休暇等全ての待遇について、職務内容、職務内容・配置の変更の範囲、その他の事情のうち、当該待遇の性質・目的に照らして適切と認められるものを考慮して正社員との間の不合理な待遇差を禁止（均衡待遇規定）するとともに、職務内容、職務内容・配置の変更の範囲が同じ場合に差別的取扱を禁止（均等待遇規定）するもの。2．については、非正規雇用労働者は事業主に対して、賃金、福利厚生施設、教育訓練等の内容（雇入れ時に説明義務）、待遇決定に際しての考慮事項、待遇差の内容と理由といった、正社員との待遇差の内容や理由などについて説明を求めることが出来るようになった。3．については、都道府県労働局において、均衡待遇等に関する事業主と労働者との間の紛争について、裁判をせずに解決する無料・非公開の手続きが整備された。

施行期日は、<2>は2019年4月1日を基本としつつ、時間外労働の上限規制に係る改正規定と割増賃金率の見直しに限って、中小企業への適用時期をそれぞれ2020年4月1日、2023年4月1日としている。<3>については、大企業が2020年4月1日、中小企業が2021年4月1日に適用となっている（派遣会社については、企業規模に関わりなく2020年4月1日に適用）。中小企業の定義は中小企業基本法に依拠し、小売業、卸売業、サービス業、その他の4業種に分類した上で、それぞれに示される出資金の額または常用労働者数いずれかの基準を下回った企業を中小企業としている。



1　有休取得、残業抑制に向けた企業の取組と労働時間

本項では、働き方改革の中で、長時間労働是正の観点から、2019年4月に一足早く完全施行された有給休暇取得義務化と2020年4月に中小企業にも適用された残業上限規制について、企業の取組と全体的な進捗状況を確認し、さらなる働き方改革の進展に向けた課題について整理する。

●有休取得促進に向けた取組は2019年度に向けて拡大、取得日数は増加

まず、有給休暇取得の取組の進捗を概観する。内閣府企業調査によれば、有休取得義務化に向けて、77.6％の企業が有休取得促進の定期的なアナウンスを実施していた。また、有休取得目標の設定（48.2％）、連続休暇取得の促進（34.6％）、有休取得目標又は結果の公表（30.8％）、アニバーサリー休暇等、有休の計画的付与（30.7％）、時間単位の有休付与（29.6％）といった対応に取り組んだ企業の割合も2019年度にかけて増加した。一方、有休取得にインセンティブを付与した企業はほとんどなかった（1.1％）（第2-2-1図（1））。

また、回答企業の平均有休取得日数18は、2015年から2019年の間に6.3日から7.9日へと1.6日増加している（第2-2-1図（2））。年間有休取得日数が有休取得義務の5日を下回る企業19の割合は、2015年の34.3％から2019年には13.1％へ低下している一方、「5、6日」及びそれ以上の選択肢を選んだ企業割合は65.8％から86.9％へと21.1％増加し、全体として有給休暇の平均取得日数は増えている。このように、企業の各種取組の進展を背景に有休の取得は進んでいる。なお、企業の取組と有休取得の増加の因果関係については、本章3項においてさらに分析を行う。

●残業抑制に向けた取組は2019年度に向けて拡大し、残業時間は短縮

次に、残業時間上限規制の効果について確認する。2019年4月に大企業、2020年4月には中小企業を対象として残業時間上限規制が適用されたことを受けて、各企業の残業抑制に向けた取組は加速した。内閣府企業調査によると、残業抑制の手段としては、労働時間の管理の徹底を行った企業割合が最も高く（69.7％）、次いで、残業の事前申告制度の導入（52.4％）、ノー残業デーの設置（31.2％）、残業時間の公表（29.7％）、人事評価項目への追加（13.8％）といった取組を実施した企業割合が高かった（第2-2-2図（1））。

また、回答企業の正社員の一か月当たり平均残業時間20は、2015年の25.4時間から2019年には20.9時間へと4.5時間減少している。平均残業時間の分布をみても、21時間以上と回答した企業割合は、49.0％から38.9％へと減少している。また、働き方改革関連法の単月上限規制21を超える月間平均残業時間が46時間以上となる回答企業割合は、13.9％から6.0％と大幅に減少している（第2-2-2図（2））22。

このように、企業の各種取組の進展もあり残業時間は減少し、長時間労働は削減されている。なお、企業の取組と有休取得の増加の因果関係については、本章3項においてさらに分析を行う。

●長時間労働是正のため、業務の柔軟な調整や社内慣行の変更に課題

上記にみたような有給休暇の取得の増加や残業時間の縮減の結果、総労働時間はどの程度減少しているだろうか。同じく内閣府企業調査によると、回答企業の正社員の一か月当たり総労働時間23は、2015年の177.8時間から2019年には173.2時間へと4.7時間減少している。非正規雇用労働者についても、2015年の121.1時間から2019年には119.9時間へと1.3時間減少している。正社員の月間総労働時間の分布をみても、201時間以上と回答した企業割合が15.0％から8.5％へと減少している（第2-2-3図（1）（2））。このように、平均してみると、総労働時間は減少している。

一方、長時間労働を行っている者は引き続き存在する。仮に所定内労働時間が一日当たり8時間、月に20日働けば160時間となり、残業規制の上限である、年360時間（月30時間）、月45時間を加味すると、月の労働時間はそれぞれ190時間、205時間となる。総務省「労働力調査」を用いて、おおむね規制対象となる一か月201時間以上の労働を行う雇用者数の推移をみると、大企業の残業上限規制が始まった2019年度までに緩やかに減少したものの、2019年度平均で正規職員には768万人、非正規職員は92万人、役員を除く雇用者全体では860万人（総数の15.1％）も201時間以上労働を行った者が存在する（第2-2-3図（3））。

2020年度に入り、5月には感染症の影響もあり正規職員、非正規職員ともに2019年より低水準になったものの、6月以降増加しており、7月にはそれぞれ771万人、79万人、役員を除く雇用者全体で850万人となっている。長時間労働の是正に向けた取組は引き続き必要である。

なお、内閣府企業調査によれば、有休取得、残業抑制に向けた取組への課題としては、業務量が多い、人員が確保できない、業務を柔軟に調整できない、社内慣行等を変えることが難しいなどの回答が多い（第2-2-3図（4））。柔軟に人員・業務の調整ができる体制の構築や、社内慣行を変えていく企業の取組を進めていくことが重要である。

2　同一労働同一賃金の取組と賃金の動向

2020年4月より大企業でパートタイム・有期雇用労働法が施行されたが、本項では、同一労働同一賃金の制度の内容をおさえた上で、それに向けて企業の取組がどのように進んでいるか、待遇の改善が進んでいるか確認する。

●2020年4月より大企業でパートタイム・有期雇用労働法が施行

同一労働同一賃金の導入は、同一企業・団体におけるいわゆる正社員（無期雇用フルタイム労働者） と非正規雇用労働者（パートタイム労働者、有期雇用労働者、派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消を目指している（第2-2-4図）。

パートタイム・有期雇用労働法等においては、正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差の禁止、待遇に関する説明義務の強化、それらに関する労働者と事業主の間の紛争に対して裁判によらない無料・非公開の紛争解決手続きを利用できること等が定められている。

では、実際の正社員と非正規雇用労働者の待遇差はどうなっているのだろうか（第2-2-5図（1））。独立行政法人労働政策研究・研修機構が実施した企業調査24（2019年7月）によると、パートタイムや有期雇用の労働者を雇用している企業を対象に通勤手当や他の制度の支給・適用状況を調べた結果、定期的な昇給、人事評価・考課、賞与、退職金、家族手当、住宅手当、精皆勤手当について、正社員とパートタイム労働者・有期雇用労働者が支給・適用対象になっている割合に差がみられる。同じく労働者調査25では、業務の内容等が同じ正社員と比較して納得できないと回答したパートタイム又は有期雇用労働者の割合は、賞与で37.0％、定期的な昇給で26.6％、退職金で23.3％、人事評価・考課で12.7％となっている（第2-2-5図（2））。

●同一労働同一賃金に向けた動きは特別給与で顕在化

次に、同一労働同一賃金に向けた企業の取組の進捗状況について確認する。内閣府企業調査によると、2015年以前から2019年度までの動きをみると、企業の各種取組の実施率は年々上昇し、業務内容の明確化、給与体系の見直し、諸手当の見直し、福利厚生制度の見直し、人事評価の一本化等を行った企業の割合は、2019年度末でそれぞれ35.2％、34.0％、31.3％、21.2％、17.7％に達している（第2-2-6図）。大企業・中小企業26別では、2020年4月にパートタイム・有期雇用労働法が施行された大企業の方がいずれの取組についても実施割合は高いものの、中小企業においても取組の実施割合が上昇している。

こうした企業の取組による給与面での動きをみると、大企業（常用労働者1,000人以上）に雇用される正社員・正職員（雇用期間の定め無し）と正社員・正職員以外の一時間当たり所定内給与額では、男女とも、正社員・正職員は近年増加傾向にある一方、正社員・正職員以外は雇用期間の定めの有無に限らず、正社員・正職員ほどは増加していない27（第2-2-7図（1））。他の規模についても、100～999人規模で正社員・正職員の一時間当たり所定内給与額が下がっているのを除いて同様の傾向となっている（付図2-7（1））。

年間賞与その他特別給与額については、男性正社員・正職員が2018年から減少している一方、男性正社員・正職員以外（雇用期間の定め無し）や女性正社員・正職員は2019年に増加している。大企業も含まれる100～999人規模においても同様の傾向がみられるが、同一労働同一賃金の適用が2021年度からとなる中小企業が多く含まれる10～99人規模においては、男性正社員・正職員以外（雇用期間の定め無し）は減少しており、動きが異なっている（付図2-7（2））。厚生労働省「毎月勤労統計」によると2020年夏の特別給与（6－7月平均）28は、一般労働者が－3.8％と減少し、204,388円となったものの、パートタイム労働者は前年比18.2％と増加し、6,333円となった（第2-2-7図（2））。これは、2020年4月のパートタイム・有期雇用労働法の大企業への施行に伴い、パートタイム労働者に対しても賞与が支払われるようになった事業所が増加したことを示唆している（第1章参照）。引き続き、2021年4月の中小企業のパートタイム・有期雇用労働法の適用に向けて企業における取組が進むことを期待したい。

●同一労働同一賃金の達成には、費用や慣習の変更に関する懸念の解消が必要

最後に、同一労働同一賃金に向けた課題について、19年7月と20年3月時点の調査の比較を通じて整理する。2019年7月時点の調査29によると、93.2％の企業が法改正については知っているものの、うち62％が内容は分からないと答えており、当時は同一労働同一賃金の認知が十分ではない、という課題があった（第2-2-8図（1））。こうした中で、不合理な待遇差の解消に向けて行政に求めたい支援として企業が挙げていたのは、「法改正やガイドライン等の内容を説明した、ホームページの公開や資料の配布」が最も多く（30.2％）、「法改正やガイドライン等の内容を解説する、セミナーの開催」（22.7％）が続いており、当時の企業は、十分に改正内容に関する情報を得ていないと感じていた様子がうかがえる。そのほか、「他社の取組事例の収集と紹介」（25.0％）、「法改正の内容を問合わせたり、自社の状況を相談できる電話等窓口の設置」（16.4％）など、具体的な対応を考えるための情報を求める企業も存在した（第2-2-8図（2））。

2020年3月時点の内閣府企業調査でも、同一労働同一賃金の実現に向けた課題について質問している（第2-2-8図（3））。そこでは、「費用がかさむ」との回答割合が30.4％と最も多い一方、「取り組むべき内容が不明確」（19.5％）、「効果的な対応策がない、分からない」（16.5％）といった規制や対応策に関する情報不足に関連する回答を選んだ企業も依然として一定数存在している。また、「社内慣行や風習を変える事が難しい」、「業務の柔軟な調整」を課題とした企業はそれぞれ18.7％、16.1％に上った。このように、同一労働同一賃金に向けては、<1>費用負担、<2>情報不足、<3>慣習や業務改革が課題として挙げられており、企業と政府それぞれの取組が必要である。

2019年7月時点の調査では、事業主に対する助成を求める回答割合は20.9％だったが、2020年3月時点の調査で「費用がかさむ」を課題に挙げる企業が最も多い（30.4％）。こうした企業、事業主への支援としては、既に、非正規雇用労働者の正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成する制度であるキャリアアップ助成金30がある。

また、情報不足に悩む企業に対して、厚生労働省は同一労働同一賃金特集ページ31を開設し、解説動画やパートタイム・有期雇用労働法対応のための取組手順書、不合理な待遇差解消のための点検・検討マニュアル等の、自主点検ツールを公開しているほか、働き方改革推進支援センターによる無料の相談窓口を設けている。こうした支援策の活用が期待される。



（18）回答企業の選択式回答から、それぞれの回答のあった選択肢の中央値等について平均を取ることにより簡易的に計算。

（19）義務づけの対象は年10日以上の年次有給休暇が付与される労働者であり、短期間の労働者が多いなど、必ずしも法令違反とならない企業も含まれる。

（20）回答企業の選択式回答から、それぞれの回答のあった選択肢の中央値等について平均を取ることにより簡易的に計算している。

（21）45時間。臨時的な特別な事情がある場合は単月100時間、複数月平均80時間。

（22）2020年4月より中小企業においても残業規制が敷かれており、この数字はさらに下がっているものと期待されるが、引き続き実態の調査が必要である。

（23）回答企業の選択式回答から、それぞれの回答のあった選択肢の中央値等について平均を取ることにより簡易的に計算している。

（24）独立行政法人労働政策研究・研修機構「『パートタイム』や『有期雇用』の労働者の活用状況等に関する調査」（企業調査）

（25）独立行政法人労働政策研究・研修機構「働き方等に関する調査」（労働者調査）

（26）中小企業基本法に基づく資本金と常用労働者数に関する基準を機械的に適用して分類。

（27）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成。各年の賃金は6月時点。今回は例として、40～44歳の男女について、常用労働者1,000人以上の企業に雇用される正社員・正職員のうち雇用期間の定め無し、正社員・正職員以外のうち雇用期間の定め無し、正社員・正職員以外のうち雇用期間の定め有りについて推移を確認。他の規模については、付図2-7を参照。

（28）5人以上事業所の平均。本系列。

（29）独立行政法人労働政策研究・研修機構「『パートタイム』や『有期雇用』の労働者の活用状況等に関する調査」（企業調査）。

（30）キャリアアップ助成金は、有期雇用労働者等に以下の<1>～<7>の処遇改善を実施した場合に支給される。<1>正規雇用労働者等に転換または直接雇用した場合、<2>基本給の賃金規定等を増額改定し、昇給した場合、<3>有期雇用労働者等を対象とする「法定外の健康診断制度」を新たに規定し、延べ4人以上実施した場合、<4>正規雇用労働者と共通の職務等に応じた賃金規定等を新たに作成し、適用した場合、<5>正規雇用労働者と共通の諸手当制度を新たに設け、適用した場合、<6>労使合意に基づく社会保険の適用拡大に伴い、その雇用する有期雇用労働者等について、働き方の意向を適切に把握し、被用者保険の適用と働き方の見直しに反映させるための取組を実施し、当該措置により新たに被保険者とした場合、<7>短時間労働者の週所定労働時間を延長するとともに処遇の改善を図り、新たに被保険者とした場合。2020年度予算は1,201億円。

（31）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html













第2章　感染症拡大の下で進んだ柔軟な働き方と働き方改革　第3節






第3節　働き方改革の効果検証

前節では、働き方改革の取組の進展と長時間労働及び同一労働同一賃金の進捗状況について確認した。本節では、それら取組の影響を確認するため、計量経済学的な分析を行う。法施行に先んじて各種取組を開始した一部の企業に着目し、有休取得、残業抑制に向けた各取組について、傾向スコアマッチングを用いた差の差分析32により影響の程度を推計した。

1　働き方改革の雇用や生産性への影響

本項では、企業の働き方改革の取組の有給休暇取得日数や残業時間、企業の生産性等との関係について検証する。有休取得日数や残業時間等に変化をもたらす要因には、<1>企業の取組の有無の他に、<2>景気変動などによる年ごとの違い、<3>業種など企業ごとに異なる性質、<4>取組を行った企業の偏りの影響（例えば、労働力に余裕がない企業は残業抑制に熱心に取り組むものの残業を抑制する余地が少なく、結果的に残業抑制策をとる企業は残業が減りにくい傾向にある、又は逆に残業抑制の見込みが立たない企業は残業抑制策をとらない（残業抑制策をとる企業は元々抑制のメドがたっている）ため、残業抑制策をとる企業は残業が減りやすい傾向にあるといった、施策自体以外の影響が存在する可能性がある）が考えられる。本項及び次項では極力、<2>～<3>の影響を取り除くため、傾向スコアマッチングと差の差分析を組み合わせた分析を行う33。これにより、2016年度から2018年度に行われた各取組が雇用や生産性に与えた影響を一定の仮定に基づき推定している34。

●有給休暇取得推進企業では、離職率の低下や労働時間の短縮を伴って、生産性が向上

まずは有給休暇取得推進の取組の影響について検証する（第2-3-1図）。ここでは三つの施策を取り上げている。第一に、経営者や管理職による有給休暇取得促進の定期的なアナウンスを行った企業群はそうでない企業群と比べ、有給休暇取得日数に有意な影響はないものの、前者の離職率は1.1％ポイント低下、全要素生産性（TFP）上昇率は3年間で10.0％の差が生じていることが分かった35。

第二に、有給休暇取得目標を設定した企業群では、そうでない企業群よりも、年間有給休暇取得日数が0.5日程度増加していた。また、正社員の一か月当たり総労働時間は3時間程度減少していた。ただし、TFPへの影響はプラスの係数が得られたものの、有意な結果とはならなかった。

第三に、有給休暇の時間単位の取得については、むしろ年間有休取得日数を減少させる（0.8日）結果となった。これは、それまで一日単位で有給休暇を取得していたが、終日でなく一日の一部分の取得に減らした者がいることを示唆している。ただし、TFPと離職率では有意な係数が見られ、柔軟な有給休暇取得を導入した企業群では、そうではない企業に比べて労働環境の改善と生産性の向上が生じる可能性がある。

●残業時間の公表や人事評価項目への追加を行った企業では労働時間が減少

次に、残業抑制の取組の効果について確認する。ここでも三つの施策を取り上げる。まず、労働時間の管理の徹底と回答した企業群では、そうでない企業群に比べて、正社員の一か月当たり残業時間や総労働時間、あるいはTFPや離職率に有意な違いはなかった。ただし、残業時間を人事評価項目に追加する企業群では、正社員の一か月当たり総労働時間が有意に減少（2.9時間）していた。また、非正規雇用労働者の総労働時間についても有意ではないが、減少傾向にある。離職率も低下（2.1％ポイント）しており、残業時間の少なさを積極的に評価することが労働環境の改善につながり、離職を防ぐ要因になりえることが示唆される（第2-3-2図）。

最も残業時間の減少に影響が大きかったのは、残業時間の結果の公表である（一か月当たり3.4時間）。正社員の総労働時間も減少したが、これには残業時間の減少が含まれている。一方、非正規雇用労働者の総労働時間は有意に増加（8.9時間）する結果となっており、正社員への残業集中が緩和されて、平準化の動きが生じたとみられる。また、いずれの取組も生産性への影響はなかった。

●同一労働同一賃金に取り組んだ企業では非正規雇用労働者の比率が低下、労働時間は減少

続いて、同一労働同一賃金に向けた取組の影響について検証する。この取組では、いわゆる正社員とパートタイム労働者や有期雇用労働者等との賃金や福利厚生等の不合理な待遇差を解消することが求められる。不合理な待遇差が存在する場合には、不合理な待遇差を解消する必要があり、労使で話し合って待遇を決定することになる。企業に追加負担が生じるか否かは、労働者との取り決め次第である。仮に企業の負担が増える場合、雇用全体を減らす、割高となる雇用者層を減らす、又は人件費以外で負担増を賄うといった可能性があるだろう。一方、働き手である労働者側は、時給賃金が上昇することでより働くか、それとも労働時間を減らすか、いずれのタイプも存在すると考えられるため、先験的に労働供給が増えるかどうかは確定しない36。

ここでは四つの取組を取り上げて、その効果を確認する。まず、同一労働同一賃金に向けた給与体系の見直しを行った企業群においては、非正規雇用労働者の割合が0.8％ポイント低下し、正社員の総労働時間は2.9時間、非正規雇用労働者の総労働時間は18.6時間減少した結果となった（第2-3-3図）。結果からは、正社員と非正規雇用労働者の労働費用の平準化により労働が非正規雇用労働者から正社員にシフトしている姿が見て取れ、また、企業が非正規雇用労働者の給与負担増により非正規雇用労働者を減らしたことが示唆される。実際、2019年後半から非正規雇用労働者の正社員化が生じていた。なお、生産性や離職率への影響はみられない。

次に、同一労働同一賃金に向けた諸手当の見直しを行った企業群においては、非正規雇用労働者の割合が低下（2.4％ポイント）し、正社員の総労働時間は5.6時間減少した。これについては、企業が諸手当に関する待遇差を解消する中で、雇用を正社員化しつつ、正社員の労働時間を削減することで負担を補っている可能性も示唆される。また、生産性は有意ではないものの、取り組んだ企業群の方が上昇する傾向があり、離職率は有意に低下（1.2％ポイント）する結果となっている。類似の施策として、福利厚生制度の見直しについても分析したが、非正規雇用労働者の比率、総労働時間、生産性、離職率ともに有意な違いはなかった。

最後に、待遇の変更ではなく、業務内容の明確化について効果をみると、非正規雇用労働者の比率や労働者の総労働時間には有意な違いは生じない一方、取り組んだ企業群の方が生産性は有意に上昇し、離職率は有意に低下することが示された。

2　多様な働き方と働き方改革

前項では、有給休暇取得促進、残業抑制及び同一労働同一賃金の取組について、取組企業における雇用や生産性への影響を推定したが、いずれの取組を行った場合も生産性は低下しなかったことが分かった。過去には、働き方改革で生産性が下がるのではないか、との指摘もみられたが、本分析結果は、そうした懸念は生じないことを示唆している。

次に本項では、少し視野を広げ、働き方改革の取組が雇用の多様性にどのような効果を有するのかという点を確認する。また、最近急速に広がっているテレワークの生産性への影響についても検討する。

●有休取得推進や同一労働同一賃金に取り組んだ企業では採用が増加

近年、常用労働者数に対する採用及び中途採用は減少している。厚生労働省「雇用動向調査」によると、入職率（常用労働者数に対する入職者数の割合）は離職率（常用労働者数に対する離職者数の割合）とともに減少しており、2014年から2018年にかけて17.3％から15.4％に減少している（第2-3-4図（1））。一方、転職入職率（常用労働者数に対する入職前1年間に就業経験のある入職者数の割合）も2014年の10.9％から2018年の10.0％へ減少したが、減少幅は入職率に比べて小さく、結果として、転職による採用は相対的に増えている。特に2016年以降は、9.8％、10.2％、10.0％と横ばい、又は微増傾向にある。

そこで、こうした採用動向に様々な働き方改革の取組が影響を与えているのかどうか確認するため、傾向スコアマッチングを用いた差の差分析によりそれぞれの影響の大きさを推計した（第2-3-4図（2））。まず、入職率への影響をみると、有休取得目標の設定、残業時間の人事評価項目への追加、同一労働同一賃金に向けた諸手当の見直しに取り組んだ企業群では、それぞれ入職率の増加幅が11.8％、13.2％、11.6％高かった。

次に、各取組を行った企業群の中途採用率への影響をみると、残業時間の人事評価項目への追加を行った企業群では、有意ではないものの、中途採用が増加する傾向（2.8％）にあった。また、人事評価の見直し（正社員、非正規雇用労働者の人事評価の一本化、非正規雇用労働者の人事評価制度の導入等）を行った企業群でも、中途採用が増加した（2.2％）。一方、有休取得目標の設定と業務内容の明確化を行った企業群では、中途採用が減少している。これは、業務内容の明確化を行った企業群では、第2-3-3図（4）で示した通り、離職率の低下を伴っていることから、中途採用の必要性が低下したのではないかと解釈できる。

●人事評価を一本化した企業では、女性社員や高齢者雇用が増加

続いて、働き方改革の取組が女性や高齢者の雇用にもたらす効果について確認する。女性と高齢者の雇用は近年拡大している。厚生労働省「賃金構造基本統計」によると、女性正社員の割合は、2013年の29.5％から2019年で32.5％まで上昇している。また、総務省「労働力調査」によると、65歳以上の高齢就業者の割合は2013年の10.1％から増え続け、2019年には13.3％に達している（第2-3-5図（1））。

これらの動きに働き方改革がどのように影響したのか確認するため、各取組が女性や高齢者の雇用に与えた影響を推計した（第2-3-5図（2））。ここでは、女性正社員、女性管理職、高齢者雇用の三者を取り上げ、2015年度末から2018年度末までの3年間で増加したかどうかを被説明変数にすることにより、それぞれの雇用が増加する確率がどのように変わったのか評価を行った。

まず女性の雇用について、内閣府企業調査によると、2015年度末から2018年度末の間に女性正社員及び女性管理職が増加したまたはやや増加したと回答した企業はそれぞれ43.4％、23.2％、減少した、やや減少したと回答した企業はそれぞれ6.3％、3.4％となっており、全体として女性正社員と女性管理職は増加傾向にある。

前項までと同様の取組について、取組企業と非取組企業の差を推計したところ、残業時間の公表を行った企業群では、女性管理職の増加確率が上昇した（10.1％ポイント）。残業時間の公表を行った企業群では、第2-3-2図（1）で見た通り、残業時間が抑制されており、残業を是としない雰囲気が子育て世代を含む女性管理職の増加につながった可能性がある。また、人事評価制度の見直し（正社員、非正規雇用労働者の人事評価の一本化、非正規雇用労働者の人事評価制度の導入等）を行った企業でも女性正社員、女性管理職ともに増加確率は上昇した（第2-3-5図（2）<1>）。一方、給与体系の見直しを行った企業群では、女性の雇用増加確率が低い（それぞれ女性正社員－6.7％ポイント（有意でない）、女性管理職－7.8％ポイント）。これについては、給与体系の見直しに伴うコスト増が、女性職員が相対的に多い一般事務や会計事務37等における雇用に影響を与えたのかもしれない。

次に、高齢者雇用についても同様の分析を行った。同じく内閣府企業調査によると2015年度末から2018年度末での高齢者（65歳以上）の雇用の割合が増加した又はやや増加したと回答した企業は53.9％、減少した、やや減少したと回答した企業は7.2％と、全体として高齢者雇用は増える傾向にある。各取組の影響を推計したところ、女性雇用の場合と同様、人事評価制度の見直しを行った企業群は、有意に高齢者雇用の増加確率が上がった（6.3％ポイント）ことが分かった（第2-3-5図（2）<2>）。他方、高齢者（65歳以上）の多くは非正規雇用労働者38であることから、同一労働同一賃金の取組は、コスト要因から雇用減に寄与することも想定されたが、高齢者雇用の増加確率が有意に抑制されたのは、諸手当の見直しを行った企業群（8.0％ポイント）だけであった。

●テレワークの有効活用は生産性上昇につながる

第1節で触れたとおり、感染症の拡大を受け、テレワークの導入や時差出勤も広がっている中、仕事の生産性が落ちていると感じている人も多い。内閣府個人意識調査によると、仕事の効率性・生産性が感染症の影響下において「減少」したと答えた人が51.2％にのぼり、増加と答えた人（10.5％）よりも多く、主観的には生産性が落ちたと感じている就業者が多い（第2-3-6図（1））。業種別でも、全ての調査業種で同様の傾向であり、特に業種別テレワーク実施率の上位である教育・学習支援業、金融・保険・不動産業、製造業（前掲、第2-1-4図（4））でも、効率性・生産性が「減少」と答えた者の割合が高い。

ただし、今回広がったテレワークの取組は、感染症の拡大という外生ショックによるものであり、必ずしも内生的な業務最適化の結果ではない。また、労働者の主観的な評価が企業の生産性実績に一致するとは限らず、不要な業務がなくなり、余裕が生じている可能性もある。そこで、2016～2018年度にテレワークを導入した企業に着目し、テレワーク導入企業と非導入企業の生産性の変化の差について推計を行った（第2-3-6図（2））。その結果、テレワークを導入した企業群におけるTFPに対する平均処置効果（ATET）39は有意にプラスであった。この推計においては規模や業種等に関して同質の企業群の比較を行っているが、雇用管理の有無等については調整を行っていないため、テレワークの実施に加え、時間管理（フレックスタイム制や事業場外みなし労働時間制）等が一部行われた可能性も含めた効果と見なすことが適当かもしれない。今後、テレワーク体制を含む形で業務の最適化が進んでいく中で、2019年以前よりも企業の生産性が高まっていく可能性は大いにある。



（32）分析の詳細については、内閣府（2019）及び付注2-3を参照。

（33）まず傾向スコアマッチングとして、各種取組を行った企業に対し、企業の属性（傾向スコア）は似ているが、取組を行っていない企業とマッチングさせることにより、<4>取組を行う企業の偏りをコントロールした。次に、マッチングした企業同士それぞれについて結果（残業時間等）の異時点間の変化を比較した（差の差分析）。取組を行う確率の推計において重要な説明変数を除いていないとの仮定、および傾向スコアの似ている企業同士は平行トレンド仮定（取組を行わなかった場合のアウトカムのトレンドが同じ）を満たすとすると、差の差分析により<2>年ごとの違いと<3>企業ごとの違いから生じる影響を取り除くことができ、取組を行った企業における平均的な効果（Average Treatment Effect on the Treated, ATET）を推計できる。今回、2016～2018年度に取組を開始した企業を2019年度に開始または取組を行ったことがない企業と比較した。傾向スコアは、2016～2018年度における取組の有無を被説明変数に、産業分類、企業規模（常用雇用者数）、売上高成長率、労働投入増加率、非正規雇用労働者の割合、高齢者雇用の増減、女性正社員の増減、女性管理職の増減、育休取得率・期間の増減、取組を進めるにあたって課題と感じていることを説明変数にしたロジスティック回帰分析により推計した、各取組の実施確率を用いた。推計の概要については、付注2-3を参照。

（34）先行研究には、長時間労働是正を含むワーク・ライフ・バランス施策が全要素生産性に与える影響を検証したYamamoto and Matsuura（2014）や正社員の労働時間が利益率に与える影響を分析した山本（2019）がある。前者では、傾向スコアによる重みづけをした固定効果モデル等を行い、大企業、製造業、労働の固定費の大きい企業において、企業のワーク・ライフ・バランス施策はTFPに対して大きな正の効果があることを示した。後者では、長時間労働の是正と利益率の関係を固定効果モデルで推計し、正社員の労働時間が利益率にと統計的あるいは経済的に優位な影響を与えていないことが分かった。

（35）TFPとは生み出された付加価値から労働と資本の投入を差し引いたものであり、例えば同じ労働量と資本に対してより高い付加価値を生み出すことができればTFP水準が高いということになる。なお、TFPの推計の概要については、付注2-4を参照。

（36）なお、労働時間に比例しない一部の手当等については、理論的には、それらの充実により所得効果を通じて労働供給を減少させるものと考えられるが、その方向への有意な変化は見られなかった。

（37）総務省「労働力調査」によると、2019年の就業者に占める女性の割合は、職業計が44.5％に対し、一般事務で61.0％、会計事務で72.8％。

（38）総務省「労働力調査」によると、2019年の65歳以上の正規の職員・従業員は114万人、非正規の職員・従業員は389万人であり、77.3％が非正規雇用労働者となっている。

（39）処置群の平均処置効果（Average Treatment Effect on the Treated）とは、処置群を母集団にした時の平均的な処置の影響のことであり、ここでは取組を行った企業が仮に取組を行わなかった時と比べて、どれくらいアウトカム（TFPなど）に差があったかを示すもの。傾向スコアマッチングを用いた差の差分析おいては、マッチングした企業のアウトカムを、（現実には観測できない）取組企業が取組を行わなかった時のアウトカムと等しいと仮定している。













第2章　感染症拡大の下で進んだ柔軟な働き方と働き方改革　第4節






第4節　本章のまとめ

本章では、働き方改革が進む中、感染症の拡大による雇用・生活環境の急変について概観した後、これまでの働き方改革の進捗とその効果についての評価を行った。

第1節では、最近の労働時間の動向の要因について分析を行い、感染症の影響により、休業の広がりを反映して出勤日数が総労働時間の減少に大きく寄与していることを示した。

また、東京を中心に時差通勤とテレワークが大きく普及している姿が明らかとなった。緊急事態宣言解除後も、テレワークを継続している人や企業は多く、感染症によって導入が広まったテレワークは、定着しつつある。

一方、労働時間や通勤時間の減少に伴い、家族と過ごす時間・余暇時間が増えている。この機会に家族との結びつきを深め、これまでの働き方や生活を見直すきっかけとなることが期待される。家族と過ごす時間の増加に寄与したテレワークは、その実施者の多くが今後も日常業務の中で取り入れたいという意向を示している。もちろん、テレワークができる業種もあれば、できない業種もあるが、アンケート調査結果が示すところによれば、同じ業種でもテレワーク経験者の方が未経験者よりも「テレワークができない職種である」との回答が少なく、実際やってみるとテレワークが適用可能な部分が見つかった可能性がある。テレワーク拡大に向けた課題としては、技術導入や慣行の見直しが必要なものがあり、順次解消を進めていくべきである。これらの変化は感染症の拡大の影響でもたらされたものであるが、働き方改革と整合的な部分もあり、テレワーク拡大等の動きは後戻りさせることなく取り組んでいく必要がある。

第2節においては、有休取得推進、残業抑制も含めた働き方改革の進捗の確認と企業の取組の効果や影響について分析した。有休取得推進や残業抑制に向けた企業の取組は、2019年度に向けて加速した結果、有休取得は増加し、残業時間は減少している。一方、長時間労働者は感染症の影響下で減少しているものの、依然として一定割合は存在しており、こうした状況を是正するためには、企業は柔軟な業務の調整ができる体制構築や、社内慣行の見直しに取り組んでいく必要がある。

2020年4月より順次施行されているパートタイム・有期雇用労働法については、2019年6月段階で所定内給与や特別給与の雇用形態間の差は大きく縮小していなかったが、2020年の統計では、特別給与において、パートタイム労働者への一時金支給割合の上昇を反映した動きがみられた。今後は2021年4月の全面施行に向け、企業が説明のできない待遇差を解消しているかを確認するとともに、引き続き政策的な支援を続けていくことが重要である。

第3節では、こうした各企業が実施した働き方改革の取組を定量的に評価・分析した。「有休取得目標の設定」をした企業群では、有給休暇日数が増加し、総労働時間は減少していた。また、「有休促進の定期的なアナウンス及び時間単位の付与」の実施をした企業群では離職率が低下し、全要素生産性は上昇していた。「残業時間の公表」を実施した企業群は、実施していない企業群に比べて残業が抑制されており、「残業時間の人事評価項目への追加」を実施した企業群では、離職率が低下していたことが明らかとなった。

同一労働同一賃金の取組は、非正規雇用労働者の比率の低下や労働時間の減少に有効な取組（給与体系の見直し等）、離職率の低下につながる取組（業務内容の明確化）もあった。今回分析を行ったこれら働き方改革の取組のいずれにおいても、生産性を有意に下げる取組はなかった。また、「残業時間の公表」や「人事評価制度の見直し」などを実施した企業群では、女性や高齢者の雇用が増加した。最後に、感染症拡大の影響下では、特にテレワークが増加した業種において、効率性・生産性が低下したとの主観的な評価があるものの、テレワーク自体は生産性に有意にプラスの効果があることが示された。フレックスタイム制、事業場外みなし労働時間制や裁量労働制といった時間管理などの雇用管理の在り方の見直しと合わせてテレワークを定着させ、生産性上昇に寄与することが期待される。

雇用環境は激変しているが、働き方改革の取組は、労働環境の改善や生産性の向上につながるものであり、テレワークの普及などの変化を十分に活用し、引き続き推進していくべきである。このうち、同一労働同一賃金についても着実に進めていく必要があるが、非正規雇用労働者、女性、高齢者などの雇用縮小につながらないよう、具体的な企業の取組をみていく必要がある。
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我が国においては、生産年齢人口が減少し、高齢化が進む中、経済社会の活力を維持するため、男女共同参画社会の実現に向けた取組を進める中で、女性の活躍促進は重要な課題となっている。同時に、現在進行している少子化は今後の社会経済に与える影響も大きく、特に、2019年の新生児数が前年を大幅に下回り86万人台となったことは「86万ショック」とも言われ、大きな衝撃をもって受け止められている。

女性の活躍促進と少子化対策を同時に進めるためには、誰もが働きやすく、子どもを産み育てやすい社会を構築することが必要である。そういった問題意識に基づき、本章においては、女性の就業と出生を巡る課題について、国際比較や国内の地域間比較、また就業や出生を取り巻く経済社会環境の変化について着目し、分析を行った。

第1節では、女性の就業と子育てを巡る現状と課題について、分析を行う。どのような要因が就業を促すのか、制度や環境等についてそれぞれ分析を行い整理する。

第2節では、女性の継続就業と結婚・出産等のライフイベントを巡る現状について整理し、出生に影響を与える要因、また出生率の向上と女性の継続就業を両立するための課題について整理する。













第3章　女性の就業と出生を巡る課題と対応　第1節






第1節　女性の就業と子育てを巡る現状と課題

本節では、女性の就業と子育てを巡る現状に関する分析を行い、そこから導き出される今後の課題について検討する。具体的には、欧米主要国との国際比較や日本国内の地域間・都道府県間の比較を通じて、それぞれの年齢階級でどのような特徴があるのかを明らかにする。加えて、就業形態の差についても、国際比較、国内の地域間比較を行いその特徴を示す。また、子育て世帯の就業促進に向けて、公的支援による効果や浸透状況、今後の課題についても指摘する。

1　他国と比較した我が国の特徴

●我が国の女性労働参加率は2013年頃から上昇テンポが加速

まず、女性の労働参加率の変化を各国と比べることで、我が国の女性就業を巡る状況を確認する。欧米主要国における15～64歳の女性の労働参加率の推移をみると、スウェーデンが一貫して高い水準で推移しているほか、英国は徐々に上昇し、2000年代半ばにはアメリカを超え、その後上回って推移している（第3-1-1図（1））。アメリカについては、他国で労働参加率が上昇する中、停滞が続いている1。ドイツの労働参加率は、徐々に上昇し、最近では英国と同程度となっている。我が国については、緩やかな上昇が続いてきたが、2013年頃から上昇の勢いを増している。その水準はスウェーデンと比較すると依然として差がみられるものの、英国、ドイツと同程度の水準となっている2。

次に、年齢階級別に労働参加率の推移をみると、20歳代後半（25～29歳）では、スウェーデン、イタリアを除き、各国ともにおおむね上昇傾向で推移し、最近では、イタリアを除く各国の水準はほぼ同程度になっている。なお、スウェーデンは、もともとの水準が高かったこともあり、この20年ほぼ横ばいとなっている。我が国の労働参加率も欧米主要国とほぼ変わらない水準を実現し、直近の2019年では比較した国の間では最も高い水準となるほど20歳代後半女性の労働参加は着実に進展している（第3-1-1図（2））。30歳代前半（30～34歳）でも、多くの国で上昇傾向が確認できる。我が国では2000年代半ばには6割程度、その後も着実に上昇を続け、最近では7割超に達している（第3-1-1図（3））。30歳代後半（35～39歳）についても、多くの国で緩やかな上昇が確認できる。我が国については、2000年代半ば以降上昇傾向が確認できるが、スウェーデンやフランス、ドイツ、英国といった欧州諸国とは依然として水準に開きがある（第3-1-1図（4））。

以上、出産・育児により低下することが指摘されていた20歳代後半から30歳代後半の年齢階級における我が国の女性の労働参加率をみると、いずれの年代においても上昇しているが、30歳代では欧米主要国に比べて差がみられ、今後、その水準が上昇する余地は残されている。

●我が国の25～54歳女性のパートタイム労働者比率は高め

我が国の女性の労働参加率は高まってきているが、就業形態については、どのような特徴があるのか、引き続き各国との比較を通じて確認する。

まず、各国の女性のパートタイム労働者比率の推移をみる（第3-1-2図（1））。国によってそのばらつきは大きく、2000年以降の変化についてみると、我が国やイタリアでは上昇傾向がみられ、2019年までに、それぞれ約10％ポイントと9％ポイントの上昇となっている。他方、英国やスウェーデンでは低下傾向がみられ、2019年までにそれぞれ5％ポイントと4％ポイントの低下となっている。

次に、全体の6割以上を占める25～54歳3のパートタイム労働者比率の推移をみる（第3-1-2図（2））。ドイツや英国のパートタイム労働者比率は高いが、趨勢的に低下しており、この点では水準は低いフランスやスウェーデンも同じ傾向である。我が国はイタリアと類似しており、緩やかな上昇傾向がみられる。

以上、我が国ではパートタイム労働者比率が緩やかに上昇するグループに属しており、また、ドイツや英国と同様に比率は高めとなっている。一般的に、パートタイム労働への従事は、家計の補助的な収入を担う役割と位置付けられることが多く、働き方としても、臨時的、一時的な就業にとどまることも多い。

●我が国を含め各国の子育て世帯の女性就業率は、子どものいない世帯よりも低い水準

これまでみたとおり、我が国の女性の労働参加は進んできたが、30歳代の労働参加率が欧米諸国との比較では低めであり、上昇の余地がある。こうした現状の背景の一つとして、子育ての多くを女性が担っていることが女性就業の阻害要因になっている可能性もある。

そこで、配偶者のいる25～54歳の女性について、子どもの有無によって就業率にどのような違いが存在するのか、国際比較によって確認する（第3-1-3図）。まず、6歳未満の子どもがいる女性の場合、その就業率は、英国では7割程度、フランスやアメリカでは6割を上回っているが、我が国では2015年の実績値が5割程度、過去5年の上昇傾向を基に算出した2018年の推計値でも5割台半ばにとどまる。最年少の子どもが6歳以上になると、我が国でも就業率は7割以上となるが、英国やフランスでは8割程度と高く、依然として差がみられる。さらに、子どものいない女性の就業率と比較して、6歳未満の子どもの存在が平均就業率をどの程度押し下げるのかを求めると、比較している4か国では14％ポイント程度（10～16％ポイント）の押下げとなっている。我が国では、2015年の実績値で17％ポイントの押下げとなっていたが、2018年の推計値では14％ポイントまで縮小し、比較している国と同程度となっている。

こうした子育て世帯の女性就業率が低下することは、一時的にでも労働市場から退出する女性が多く、離職に伴うキャリア形成の断絶が生じていることを示唆しており、継続就業が可能となる環境整備が重要である。

2　地域間比較を通じた特徴

次に、我が国の女性の就業の動向について、国内の地域間・都道府県間の比較を通じて、女性の就業と子育てを巡る現状について整理し、課題を提示する。

●地域間の就業率差は、子どものいる女性の就業率差が主要因

まず、女性全体の就業率（15歳以上人口に対する就業者の割合）の傾向について、地域別に確認をする（第3-1-4図（1））。全国の女性就業率は、2010年頃までほぼ横ばいで推移してきたが、2013年以降は上昇している。地域別にみても、水準に差があるものの、何処においても、2013年以降は上昇している。特に、水準の高かった北陸や東海に加え、近年では南関東や沖縄の上昇が顕著である。

次に、各地域と全国の就業率の差を生み出す要因について、年齢階級別に比較する（第3-1-4図（2））。ここでは、ある年齢階級の就業率は、子どものいる女性の就業率と子どものいない女性の就業率の加重平均であるという定義関係を利用し、子どものいる女性の就業率差、子どものいない女性の就業率差、子どものいる女性比率の差、と3つに分ける。

具体的にみると、南関東の25～29歳階級は、全国平均よりも就業率が1.9％ポイント高いが、その要因は、第一に、子どものいる女性の割合（全国より低い）、第二に子どものいない女性の就業率（全国より高い）が押上げ要因となっており、子どものいる女性の就業率（全国より低い）は押下げ要因となっている。一方、中国、四国、九州、沖縄といった地域では、子どものいる女性の割合（全国より高い）は押下げ要因、子どものいる女性の就業率（全国より高い）は押上げ要因となっており、南関東とは逆の構造となっている。ただし、この年齢階級では、全国的に子どものいない女性の割合が高いため、子どものいない女性の就業率が全国との差をもたらしていることが分かる。30～34歳階級以上では、子どものいる女性の割合による違いは縮小し、多くの地域において、子どものいる女性の就業率要因が決定的に重要になっている。その結果、子どものいる女性の就業率が全国より高い東北、北陸、沖縄といった地域では、全国平均より就業率が高くなっている。年齢階級が上昇すると、子どものいる女性の割合や子どものいない女性の就業率は一層影響度が低下する。東北、北陸では全国平均より子どものいる女性の就業率が高く、南関東や近畿といった大都市圏を擁する地域では、子どものいる女性の就業率が低くなっており、地域全体の就業率に影響している。

●正規雇用比率の地域差には産業構造が関係

女性の就業形態についても、地域別に確認する（第3-1-5図（1））。2019年の年齢階級別の正規雇用比率（総務省「労働力調査」）をみると、全国でもほぼ全ての地域でも、25～34歳の年齢階級で最も高くなっており、その後年齢階級が高くなるにつれて低下する。ただし、正規雇用比率は低下程度には地域差がある。特に、東北、北陸では、35～44歳、45～54歳の年齢階級においても正規雇用比率は5割程度を維持し、中国や四国においても、全国より高い水準となっている。

加齢に伴う正規雇用比率の低下程度に地域差がみられる背景には、雇用業種による違い、産業立地の違いがある。2017年の都道府県データ（総務省「就業構造基本調査」）を用いて、女性就業者に占める医療・福祉、製造業それぞれの割合を横軸、女性就業者に占める正規雇用比率を縦軸に散布図を描くと、これらの産業への就業者割合が高いほど、正規雇用者の比率は高くなる傾向が確認できる（第3-1-5図（2））。

●子育て世帯の就業率にみられる地域差の背景の一つには3世代世帯同居比率

子どものいる女性に限った就業率（総務省「国勢調査」）を30歳代・40歳代でみると、年齢階級が高くなるにしたがって上昇し、全国では45～49歳の年齢階級でピークとなる（第3-1-6図（1））。これは、子どもの年齢が上昇するにしたがって、子育てが就業の阻害要因となりづらくなることと整合的である。地域別にみても、その傾向はほぼ同様であるものの、その水準には地域差がある。北陸の就業率はいずれの年齢階級においても高く、東北、中国、四国、九州・沖縄といった地域の就業率も全国平均を上回っている。一方、南関東や近畿といった大都市を擁する地域や北海道の就業率は全国平均を下回っている。

これらの地域差は、子育て世帯を取り巻く様々な環境が影響しているが、その一つは3世代同居の程度である。先行研究においても、3世代同居をしている、あるいは両親と近距離に居住する子どものいる女性は、そうでない女性よりも就業率が高いと指摘されている4。そこで、各地域の3世代世帯の占める割合を確認すると、北陸や東北は高く、子どものいる女性の就業率が高い地域と一致する（第3-1-6図（2））。また、北海道、南関東、近畿ではその割合は低く、これも子どものいる女性の就業率が低い地域と一致する5。

厚生労働省（2015）によれば、親世代との同居や近居を理想とする人が過半数となっており、子育て世代は近居を志向する傾向がある。こうしたことも背景に、3世代の同居・近居を後押しすることを意図して、住宅リフォームへの補助6やUR賃貸住宅の家賃減額7などの施策が講じられている。なお、子どものいる女性の就業率差の背景には保育環境の整備状況なども挙げられるが、これについては、後述する。

3　子育て世帯の就業促進にむけて

子育てと継続就業の両立は重要な政策課題となっているが、これまでみたとおり、子育て世代の女性就業率はもう一段上昇できる余地があり、また、雇用形態についても、正規化を促すことが求められている。以下では、保育所増設、育児休業制度、正規雇用化の三点について、政策対応とその効果を概観する。

●保育環境整備には就業促進効果

子育て世帯に対しては、前述の3世代同居・近居の後押しも含め様々な公的な支援が行われている（付表3-1）。その中でも、保育環境の整備が進んでいるが、保育所等定員数の推移についてみると、2010年の約216万人から増加が続き、2020年には、約297万人となるなど、量的な拡充が図られていることが分かる（第3-1-7図（1））。保育の受け皿としては、他にも企業主導型保育事業などがあり、2020年4月1日時点では約313.5万人分となっている。他方、待機児童数の推移をみると、2010年の約26,000人から減少が続いていたものの、2015年以降は再び増加したが、これには、就業が進んだことに加え、子ども・子育て支援新制度（2015年4月～）の開始に際し、保育を必要とする事由として、フルタイム以外のパートタイム、夜間、居宅内の労働のほか、求職活動、就学などが追加されたという、保育サービスの利用範囲を拡充した効果も含まれている。その後、2018年以降は大きく減少しており、2020年の待機児童数は約12,000人となっている。

こうした保育環境の整備（保育所等定員率（保育所等定員数の未就学児人口に対する割合））と女性就業率（既婚、未婚を含む20～49歳の女性の就業率）の関係について、都道府県別に2010、15、17年の3時点について描くと両者には正の相関関係がみられる（第3-1-7図（2））。就業している女性の増加に対応して保育環境の整備が促されるという面もあるが、保育所等定員が計画的に増加したために女性の就業が促されていると考えられる8。

こうした保育の量的拡大や充実は、1994年の「エンゼルプラン」でも掲げられて以降、少子化対策の一環として進められてきた。2018年度からの3か年計画である「子育て安心プラン」においても前述のとおり保育の受け皿確保が進められており、2021年度以降も、必要な者に適切な保育等が提供されるよう取組が進められる予定である。こうした最近の動きについては、統計の制約から細かく分析できないが、地域単位の女性就業率と当該地域の保育所等定員率について2015年から2019年まで描くと、都道府県別の分析と同様に正の相関関係がみられる9。（第3-1-7図（3））。

●育児休業取得は増加しているものの、男性の取得は少ない

子育てをする際には、一時的に休業することができる育児休業制度が定められている。10、11育児休業の取得は、男女ともに子育てをしながら働き続ける環境を提供する上で必要不可欠なものとなっており、制度として用意されているだけでなく、実際に利用しやすい仕組みや取得者への後押しなども重要である。そこで、育児休業の取得状況について、その育児休業給付受給者数の推移を確認する。2009年度には15万人以下であった育児休業給付受給者数はこの10年程度で着実に増加し、2019年度には35万人程度に達しており、2倍以上に増加している（第3-1-8図（1））。育児休業が社会に制度として定着するとともに、子育てをしながら働き続けることを支えているということができるだろう。足下の育児休業給付受給者数をみても、着実に増加傾向が続いている。

一方、育児休業取得者の割合の推移をみると、男女で大きな差がみられる（第3-1-8図（2））。女性の育児休業取得者の割合（在職中に出産した女性のうち育児休業を取得した人の割合）は、2007年時点で9割近くに達しており、その後は8割台で推移している。一方、男性の育児休業取得者の割合（在職中に配偶者が出産した男性のうち育児休業を取得した人の割合）は、2007年は0.50％であり、直近では上昇しているものの、2019年でも7.48％にとどまっている。共働き世帯が標準となった今、配偶者である女性の継続就業のためにも、男性の育児休業の取得が求められており、今後は、企業側の育児休業取得への後押しや、周辺も含めた労働者の意識の変化、またそれらを促す政策対応が必要である12。

●育児休業にも就業促進効果

次に、育児休業の取得状況（育児休業給付受給者数（男女計）の20～49歳女性の就業人口に対する比率）と女性の就業率（既婚、未婚を含む20～49歳）の関係について、都道府県別のデータ（2010、15、17年）を用いて描くと、両者の間には正の相関が確認できる（第3-1-9図（1））。すなわち、育児休業給付受給者の割合が高い地域では就業率も高いことから、取得しやすい環境が就業を促しているとみられる13。また、年々の動きをみると、就業率が高まるにつれて、育児休業給付受給者の割合の押上げ効果（傾き）は小さくなる傾向もみられることから、普及に伴って効果が逓減する性質がうかがえる。

全国の女性就業率（既婚、未婚を含む20～49歳）と育児休業給付受給者数の割合の推移をみると、2010年には7割に達していなかった就業率が2019年には全国平均で75％を上回るまで上昇する中、育児休業給付受給者数の割合は、当該女性人口の1％程度から2％程度まで上昇している（第3-1-9図（2））。

●いわゆるL字カーブの解消には継続雇用率の高い正規雇用化に向けた取組も不可欠

既にみたように、我が国の女性の正規雇用比率は、25～34歳をピークに、年齢が上がるにつれて低下する傾向がある。「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」では、長時間労働是正や女性の積極登用・評価に加えて、雇用形態や職種の転換に関する取組14も示し、女性の正規雇用を促そうとしている。また、同法に基づく認定（えるぼし認定）や認定に対する公共調達時の加点評価なども行われている。こうした従前からの取組に加え、出産後の女性の正規雇用比率が低下する、いわゆるL字カーブの解消と継続就業率の向上については、政府による女性の正規化重点支援が行われることとなっており15、今後、女性活躍の観点からも、正規雇用比率の向上がのぞまれる。



（1）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2016）では、アメリカ以外の多くの国で、（1）より長期の法定産休制度が導入され、かつ多くの場合有休であったこと、（2）パートタイム労働者の権利の法制化が進んだことを挙げ、他国でみられた女性労働参加率の上昇がアメリカでみられなかったことの主要因であるとする先行研究を紹介している。

（2）その他の国に関して言えば、イタリア、韓国は一貫して水準は低いながらも上昇している。フランス、アメリカはもともと我が国よりも高かったが、我が国の水準が上昇したことからこのところ我が国より低水準で推移している。

（3）女性の雇用者全体（フルタイム労働者及びパートタイム労働者）に占める25～54歳の割合は、最も低い日本で約61％、最も高いフランスで約75％となっている。なお、年齢階級が上がると、多くの国でパートタイム労働者比率は上昇する傾向がみられるが、その程度は国によって差がある。ドイツや英国では、65歳以上のパートタイム労働者比率が7割以上となっているが、我が国では6割程度となっている。また、25～64歳では15％以下であったスウェーデンでは、65歳以上のパートタイム労働者比率がドイツや英国並に上昇している。

（4）例えば、独立行政法人労働政策研究・研修機構（2017）では、全国調査のデータを用いて、女性の労働供給と関係のある要素に関する実証分析を行っている。雇用形態、居住形態、婚姻状況、家事援助や経済的援助のほか、母親の年齢、学歴、過去の雇用形態等も含めて分析を行い、三世代同居と女性の就業の間にプラスの関係性を見出すことや同居は正社員・正規職員就業の確率を引き上げること等を示している。

（5）3世代の同居率と就業率の間にみられる地域レベルでの正の関係は、サンプルは少ないものの、いずれの年齢階級（30～34、35～39、40～44、45～49歳）においても有意（検定水準1％）である。

（6）国土交通省が行う長期優良住宅化リフォーム推進事業では、三世代同居対応改修工事については、50万円／戸を限度として補助する制度がある。また、同居対応の改修工事費用が所得税控除の対象（費用の10％、上限250万円）となる特例措置も設けられている（2016年4月～2021年12月）。

（7）子育て・高齢者世帯等と支援する親族の世帯の双方がおおむね半径2km以内に近居する場合、新たにUR賃貸住宅に入居する世帯を対象に最大5年間月額家賃が5％割引となる。

（8）深井（2019）では、国勢調査等を用いて、保育所の整備により、女性の就業率や出生率が上昇したことを示している。

（9）年別推計の定数項は、保育所等定員以外の要因によっても就業率が上昇していることを示唆している。

（10）育児休業制度は、育児・介護休業法に定められた両立支援制度であり、子が1歳（一定の場合は、最長で2歳）に達するまで（父母ともに育児休業を取得する場合は、子が1歳2か月に達するまでの間の1年間）、申出により育児休業の取得が可能である。

（11）厚生労働省では、両立支援に積極的に取り組んでいる企業の取組等を掲載したサイト「女性の活躍・両立支援総合サイト　両立支援のひろば」（https://ryouritsu.mhlw.go.jp/）の運用を通じて、仕事と家庭の両立に向けた企業の自主的な取組の促進や好事例の周知・啓発を図っている。

（12）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2018）によれば、男性・正社員向けの調査で、「育児休業制度があり利用したかったが利用しなかった理由」として、「業務が繁忙で職場の人手が不足していた」「職場が育児休業を取得しづらい雰囲気だった」とする回答が3割超となっている。

（13）東京都については、就業率に比べて育児休業給付受給者数の割合が高く、外れ値となっている。この背景には、雇用保険に関する事務処理を全国で東京本社に一括し、受給しているケースが多く、他の道府県の事業所分の数字も含まれていることが要因と考えられる。この点を反映し、東京都のデータは、同じ就業率であれば、育児休業給付受給者数の割合が高く（同じ育児休業給付受給者数の割合であれば就業率は低い）なっている。

（14）対応する国の事業としては、有期雇用労働者等から正規雇用労働者等に転換または直接雇用した場合に支給されるキャリアアップ助成金正社員化コースが挙げられる。

（15）「経済財政運営と改革の基本方針2020」（令和2年7月17日閣議決定）では、「就業調整の解消や女性に集中する子育ての負担の軽減に取り組む。」としている。













第3章　女性の就業と出生を巡る課題と対応　第2節






第2節　女性の継続就業と結婚・出産を巡る現状と課題

本節では、女性の継続就業と結婚・出産を巡る現状に関する分析を行う。国際比較や都道府県間の比較を通じて、就業と出産の関係、また、結婚や出産といったライフイベントが就業にもたらす影響についての分析を行う。加えて、労働時間や家庭での育児・家事といった生活時間の配分と出生の関係についても整理を行う。これらを通じて、継続就業と出生率の同時向上に向けた課題や取り組むべき政策についても指摘する。

1　就業と出産の関係

●国際比較によると、就業率の高い国・地域では出生率も高い傾向

まず、我が国の出生に関する状況について、国際比較を通じて確認する。各国の合計特殊出生率の推移をみると、この30年で、アメリカは2000年代半ばまではおおむね2を上回って推移していたが、その後は低下傾向となり、2018年には1.73まで低下している。スウェーデンは1990年には2を上回っていたが、2000年頃にかけて低下した後反転上昇し、2010年代には1.8を上回った水準で推移している。フランスは、90年代から2000年代にかけて上昇したが、ここ数年は低下傾向にある16。イタリアは、我が国と近い水準にあるが、近年は我が国を下回って推移している。韓国は、90年に1.5を上回っていたものの、その後は低下が続き、2018年には1を下回っている（第3-2-1図（1））。

フランスやスウェーデンといった国では、一旦低下した出生率が反転上昇しているが、政策的に保育環境の充実などを進めてきたことが要因との指摘がある17。我が国の出生率は、2005年頃まで低下が続き、その後は反転したものの、2015年（1.45）以降は低下傾向がみられる。その水準は、韓国やイタリアより高いものの、欧米各国に比べれば低い。

次に、こうした出生率と女性の就業率の関係について、主要OECD諸国のデータを複数年用いることで確認する（第3-2-1図（2））。合計特殊出生率と女性の就業率の関係を描くと、全体として正の相関が確認できる18。この結果は、就業率の高い国・地域では、合計特殊出生率も高いという関係を示すが、女性の就業率が高まれば、合計特殊出生率も高まることを意味しているのではなく、両者に働きかける政策が存在するというのがコンセンサスとなっている。例えば、小塩（2014）ではOECD諸国のデータを用いて女性の就業と出生に関する関係を分析し、女性の就業率の上昇は出生率を引き下げる方向に働いてきたがその効果は近年弱まっていること、政府による家族社会支出の増加は出生率を引き上げる方向に働くが、その効果は近年弱まっていることなどの結果を得ている19。合計特殊出生率を規定する要素は多くのものが含まれ、またそれぞれの相互の関係もあるため、それらを考慮した分析を行う必要がある。

●国内でも都道府県により合計特殊出生率には大きなばらつき

次に、国内の合計特殊出生率の動向を確認する。全国の動きをみると、我が国の合計特殊出生率は2005年に1.26まで落ち込んでいたが、2015年には1.45まで上昇した。その後はやや低下傾向にあり、2019年には1.36となっている（第3-2-2図（1））。なお、出生数に関しては、一貫して減少が続いており、2000年には約120万人だった年間出生数は、2016年より100万人を下回っており、また、2019年には、前年から約5万人減少して86.5万人となるなど、出生数の減少ペースはこのところ加速している20。

2019年の出生率上位5県及び下位5都道府県の推移をみると、沖縄県では1.8を上回る高い水準が続いており、西日本の県を中心に1.6を上回る県が確認できる（第3-2-2図（2））。一方、東京都は1.2を下回り、全国と比べて低い水準となっているほか、宮城県、北海道、京都府といった道府県でも1.25以下となっており、都道府県によって水準差がある。こうした都道府県間における合計特殊出生率の違いについては、様々な先行研究がある。田辺・鈴木（2016）では、婚姻率や病床数が出生率に正の影響を、男性失業率、女性管理職、女性の喫煙率が出生率に負の影響を与えることを指摘している。また、足立・中里（2017）は、出生率の決定には35～39歳時点での未婚率と女性賃金の上昇が負の影響をもたらしていると指摘している。こうした指摘も踏まえ、本節では婚姻率や経済環境と出生の関係について追加的な検証を行っている。

●年齢階級別にみると、就業率はいずれも上昇し、出生率は30歳代で上昇傾向

次に、国際比較と同様に、都道府県別データを用いて出生率と女性の就業率の関係を確認する（第3-2-3図（1））。女性の就業率と合計特殊出生率の関係を2005年、10年、15年のデータを用いて示すと、国際比較と同じく、それぞれの年において正の相関関係が描ける。就業率の係数は有意にプラスとなっていることから、女性の就業率が高い都道府県では合計特殊出生率も高いという関係が確認できる。

では、都道府県データを年齢階級ごとに分けた上で、両者の関係を描くとどうなるだろうか（第3-2-3図（2））。まずは25～29歳についてみると、都道府県全体として、2005年、10年、15年と就業率が上昇している。就業率と出生率にはプラスの関係がみられるが、2010年、15年では統計的に有意となっていない。これは、25～29歳の女性にとって、働くことと子どもを産む選択に関係性がみられないことを示唆しているが、就業率も出生率も高まっている。次に、30～34歳についてみると、就業率の係数は有意ではなく、出生率との関係は希薄である。また、2005年、10年、15年と平均的な出生率の水準が順に大きくなり、就業率に関わりなく、傾向的に出生率が上昇していることを示唆しており、出産年齢が高齢化していることを示唆している。35～39歳についても、就業率と出生率の関係は統計的に有意ではない。また、2005年、10年、15年と切片の値が順に大きくなり、30～34歳と同様の傾向を示している。これらをまとめると、年齢階級別に分けた際、20歳代後半においては、2005年には正の相関が観測されたものの、近年では出生率の低下を伴わずに全体の就業率が上昇している。また、30歳代以上では、就業率とは無関係に出生率が高まっている様子がうかがえる。

2　出生率の決定要因と継続就業

次に、出生率がどのような要因で決まるのか、また希望出生率と実際の出生率の差は何によってもたらされているか、出生を阻害する要因や、継続就業と結婚・出生といったライフイベントの関係を整理する。

●我が国の合計特殊出生率の低下要因は、特に未婚率の上昇の影響が大きい

我が国の継続的な合計特出生率の低下は、どのような要因によるものか確認する。まず、初婚どうしの夫婦が15～19年の結婚生活を経た後の子の数（完結出生児数）をみると、完結出生児数は、1972年から2002年までは、ほぼ横ばいであり2.2程度で推移していた。2005年以降、低下傾向がみられるものの、2015年においても、2は下回るものの、1.94という水準となっており、結婚した夫婦の子どもの数は大きくは減っていない（第3-2-4図（1））。

では、合計特殊出生率が低下している要因は何か。ここで、女性の未婚割合をみる（第3-2-4図（2））。25～29歳の女性の未婚割合は、80年には25％程度であったが、その後上昇が続き、2000年には過半が未婚となった。その後も未婚割合の上昇は続き、2015年には約6割が未婚となっている。30～34歳の未婚割合についても、90年までは1割程度であったが、その後上昇が続き、2005年には3割を上回った。35～39歳についても、80年には6％程度にすぎなかったが、2000年には1割を上回り、その後上昇が続き、2015年には2割程度が未婚となっている。我が国は、非嫡出子の割合が3％未満と諸外国に比べて低いこともあり、未婚男女の増加は、そのまま出生率の低下につながっている。

こうしたことを背景に、少子化対策の一環として、これまでの子育て支援策に加えて、近年では結婚支援も行われている21。例えば、2020年5月に決定された「少子化社会対策大綱」では、地方自治体が行う出会いの機会・場の提供などの結婚支援の取組を支援することや、AIを活用したシステムを併用した結婚支援などが挙げられている。

●未婚率は上昇しているが、独身者の約9割がいずれは結婚を希望

こうした中、政府においては、引き続き、「希望出生率1.8」の実現に向けた取組が進められている。希望出生率とは、若い世代22における結婚、妊娠・出産、子育ての希望がかなう場合に想定される出生率である（第3-2-5図（1））。独身者のうち、いずれは結婚を希望する者の割合は、緩やかに低下傾向にあるものの、今でも約9割が希望している（第3-2-5図（2））。また、同調査における未婚女性の希望する子どもの数をみると、2010年では2.1、2015年には2.0とこの20年でほぼ変わっておらず、平均的に2人程度の子どもを持ちたいという希望も変わっていない（第3-2-5図（3））。希望出生率の計算根拠となっている夫婦の予定子ども数も、2010年の「出生動向基本調査」によれば2.0を上回っている。

この希望出生率の実現を阻んでいる要因の一つは、結婚を希望する者が9割程度であるにもかかわらず、先にみた通り、結婚をしていない人の割合が高まっていることである。国立社会保障・人口問題研究所が実施した「出生動向基本調査」の独身者向け調査によると、25～34歳の男女ともに「適当な相手にめぐりあわない」ことを挙げる者が多いほか、男性については、「結婚資金が足りない」と回答する割合も高い。前述の通り、前者については、出会いの場の提供など結婚支援の取組も進められており、また、後者については、若い世代の経済的基盤の安定に向けて、就労支援、非正規雇用労働者の正社員転換等の雇用の安定を進めることで、結婚を希望する者を後押しすることが重要である。

希望出生率の実現を阻んでいるもう一つの要因は、夫婦が希望通りの子どもの数を持てないことである。予定子ども数が理想子ども数を下回る初婚どうし夫婦（妻が50歳未満）への調査結果から、年齢階級別に出産をためらう理由について確認すると、いずれの年齢階級においても、「子育てや教育にお金がかかりすぎる」ことを理由として挙げている者が最も多くなっている（第3-2-5図（4））。年齢階級別にこの理由を選択した割合をみると、30歳未満及び30～34歳では8割程度となっており、若年世代を中心に子育て・教育の費用負担を理由として挙げている。

この点については、近年、子育て世帯への経済的支援が拡充されている。例えば、児童手当制度の充実（2012年4月～）23、幼児教育・保育の無償化（2019年10月～）24、低所得者世帯に対する高等教育の就学支援（2020年4月～）25などが行われている。なお、35歳以上では、高年齢での出産を忌避した回答も比率が高く、特に40～49歳では、約半数が回答している。こちらについては、特に晩婚化が進むことで、出生数が減少している面もある26。その他、育児の心理的・肉体的負担について言及する回答が30歳代で一定程度みられるほか、家の狭さや仕事への支障を指摘する回答割合も2割程度ある。

●第1子出産時に3割が退職し、4割弱が就業を継続するが、正規とパートの間に違い

次に、結婚・出産といったライフイベントと就業の関係について考察する。まず、結婚によって就業状態がどのように変化するかを確認しよう。結婚前後の妻の就業変化を1980年代後半、90年代後半、2000年代後半、2010年代前半で比較すると、80年代後半には37％程度が結婚を機に退職していたものの、2010年代前半では17％程度まで低下している（第3-2-6図（1））。一方、結婚後も就業を継続する者の割合は80年代後半には6割を下回っていたが、2010年代前半には7割を上回っている。

また、第1子出産前後の妻の就業状態の変化をみると、80年代後半には24％程度だった就業継続が、2010年代前半には4割近くまで上昇している。そのうち、育児休業を利用した就業継続者の割合は、5.7％から28.3％まで高まっている（第3-2-6図（2））。しかし、結婚を要因とした退職は減少しているものの、出産を機に退職する者の割合は3割を上回っており、依然として高い。

次に、第1子妊娠前の従業上の地位別にみた、妻の就業異動パターンを比較しよう。（第3-2-6図（3））。まず、正規の職員の場合、80年代後半には6割近くが離職していたが、2010年代前半には3割程度にとどまっている。育休を用いた地位継続が過半を超えており、地位継続者に占める育休取得率は約9割となっている。正規の職員については、育児休業の取得がある程度一般化し、継続就業を後押ししている様子がうかがえる。一方、パート・派遣の場合、10年代前半でも75％弱の者が離職しており、育児休業を取得した地位継続の割合は1割程度にとどまっている。正規の職員とパート・派遣の間には、妊娠前後の就業状態に大きな違いがあり、継続就業には雇用形態が大きく影響している。女性の正規化支援については、前節で述べたような取組も進められており、こういったことが継続就業につながっていくことが期待される。

3　継続就業率と出生率の同時引上げ

女性の就業率向上と出生率の引上げはそれぞれ重要な課題となっている。これまでみたとおり、女性の就業と出生は相反するものではないと考えられるものの、希望出生率と実際の出生率の間にはかい離が生じている。以下では、これらの課題を乗り越えるために、どのような取組が必要か、幾つかの課題を提示する。

●共働き世帯が全体の7割

就業と出生を取り巻く背景の一つとして、世帯の構成変化が挙げられる。かつては、男性就業者と無業の妻から構成される世帯、いわゆる専業主婦世帯の数が共働き世帯の数を上回っていたが、1981年以降は共働き世帯の方が多く、2010年代に入ってからはその差が広がる一方である（第3-2-7図）。過去7年の間に、専業主婦世帯は約220万世帯減少する一方、共働き世帯は約180万世帯増加し、総世帯数に占める共働き世帯の割合は上昇している。総務省「家計調査」によると、2019年の二人以上勤労者世帯の勤め先収入に占める配偶者の収入比率は約16％と10年前の約12％から4％ポイント上昇し、世帯主収入が月額約5千円の増加となる一方、配偶者収入は月額約2万1千円の増加となっている27。税制や社会保障制度を考える場合、こうした共働き世帯を標準として考えていくことが必要である。

●男性の家事・育児参加は出生にプラス。生活時間配分の変更が必要

共働き世帯が標準化する中では、男性の家事参加が求められる。そこで、夫の家事・育児時間と出生の関係について、厚生労働省「第14回21世紀成年者縦断調査（平成14年成年者）」を使って夫の休日の家事・育児時間別の第2子以降の出生動向を調べると、家事・育児時間なしの場合の「出生あり」の割合は1割にすぎないが、6時間以上となると、9割近くが「出生あり」となっている（第3-2-8図（1））。2時間を超えると6割程度、4時間を超えると8割程度が「出生あり」となっており、夫婦の中で夫が家事・育児を担うことが第2子以降の出生に重要な意味を持つことが示唆される28。この点に関しては、Nagase and Brinton （2017）が同調査のパネルデータを用いて分析している。彼らによると、第2子の出生に影響を与え得る夫の収入や労働時間といった他の要素をコントロールした上で、共働き世帯では、夫の家事・育児時間が増えると第2子の出生確率が上昇すること、そして、共働きではない世帯では、夫の労働時間が増えると第2子の出生確率が低下することを示している29。

家事・育児時間の短さには、長時間労働の影響も無視できない。男性の週間労働時間の分布をみると、我が国では、40～48時間の労働者のシェアが最も高いものの、49時間以上のシェアも3割と高く、他国と比較してこの時間帯の割合が高くなっている。他国についても男性は同様の傾向があるものの、フランスでは、35～39時間の割合が最も高くなっており、週当たりの労働時間の短縮が図られている（第3-2-8図（2））。前述のように出生には夫の家事・育児時間が影響を与えることから、ワーク・ライフ・バランスや健康維持といった面だけでなく、出生率の回復に向けても、長時間労働の是正が必要である。

●感染症を契機とした家事・育児の役割分担の見直し

感染症の拡大を受けて実施した内閣府個人意識調査では、家事・育児時間の変化についても調べている（第3-2-9図（1））。感染症の影響下において、家事・育児に関する夫婦間の役割分担に変化があったかという質問に対して、夫の役割が増加・やや増加したという回答が合わせて26％となっており、夫の役割が増加している傾向がうかがえる。特に、テレワークの利用増加、時差出勤やフレックスタイム等を通じ、夫の働き方に変化ありと答えた女性（妻）のみの回答を集計した結果からは、夫の役割が増加したという回答が3割を上回っており、感染症というショックを契機とした働き方の変化が夫の家事・育児での役割増加をもたらしたとみられる。ただし、妻の役割が増加したという回答も同時に3割近く増えており、必ずしも夫の家事・育児が進展しているだけではない点には留意が必要である。

また、同調査では、夫婦間の家事・育児の役割分担の工夫についても変化を調べている（第3-2-9図（2））。全国的には感染拡大前よりも役割分担を工夫するようになったという回答が3分の1を占めているが、地域別にみると、東京都区部や東京圏ではその回答比率が4割以上と全国平均より高くなっている。また、感染症拡大前よりも工夫するようになったという回答者のうち、今後の継続については、工夫を継続する、あるいは以前より工夫するとの回答の合計が9割を超えている。

少子化の一因として、男性が子育てや家事に十分に関わっていないことは既に述べたが、最近の親子時間の増加は、男性勤労者が家族との結び付きを深め、育児や家事を担うきっかけとなり、これまでの働き方や生活を見直す機会になることが期待される。こうした新たな働き方やワーク・ライフ・バランスの取組の流れを後戻りさせることなく最大限活かすことが重要であり、引き続き、テレワークを始めとする多様で柔軟な働き方の推進、地域における子育て支援の充実、男性の家事・育児参画の促進、地方創生と連携した取組の推進等を総合的に進めるべきである30、31。ワーク・ライフ・バランスの改善が子どもを産み、育てやすい環境を作り出し、出生率が高まっていく流れへとつながっていくことが期待される。



（16）背景として、同国INSEE（英称：National Institute of Statistics and Economic Studies）の専門家は報道機関に対して、「女性が教育を受け安定的な仕事に就くまで子どもを産むことを先送りしている」と2016年の出生率が公表された際にコメントしている。

（17）内閣府（2017）では、フランスでは1990年代以降、保育の充実へシフトし、その後、子育てと就労の「両立支援」を強める政策が進められたこと、スウェーデンでは、比較的早くから経済的支援と併せ、保育、育児休業制度等の「両立支援」が進められてきたことを指摘している。

（18）なお、図中の近似線は、2006年から18年まで3年おきに各年の傾向を示している。2006年から09年にかけて、合計特殊出生率の平均的な水準はやや上昇しているが、その後は国横断的に低下傾向にあることが推察される。

（19）山口（2005）でもOECD諸国のデータを用い、「仕事と家庭の両立度」が女性の就業と出生の負の関係を弱めてきたことを示している。

（20）厚生労働省「人口動態統計」による。

（21）内閣府（2016）では、平成25年度・26年度に予算措置された地域少子化対策強化交付金により、各地方公共団体の少子化対策の新規事業の立上げが実現し、特に、結婚支援の取組が進んだことを指摘している。また、現行の地域少子化対策重点推進交付金の令和2年度当初予算は9.5億円、令和元年度補正予算は11.5億円である。これらにより、地域少子化対策重点推進事業による優良事例の横展開支援、結婚新生活支援事業を行っている。

（22）希望出生率を計算する際には、夫婦の予定する子ども数については、妻の年齢50歳未満の初婚どうしの夫婦を対象に、それ以外は18～34歳の女性回答者の調査結果を用いている。

（23）児童手当については、2012年4月以降、それまでの子ども手当の支給対象・支給額も踏まえ、0～3歳未満及び小学校修了前までの第3子に月額15,000円、3歳～中学生に月額10,000円の支給（所得制限あり）に変更されている。また、所得制限に該当した世帯には、5,000円の特例給付が支給されている。

（24）3～5歳児クラスについては、幼稚園（月額25,700円まで）、保育所、認定こども園が無償となるほか、無認可保育所についても月額37,000円まで無償となる。また、住民税非課税世帯は0～2歳児クラスも対象。

（25）住民税非課税世帯の学生を対象に、授業料減免措置（国公立大学授業料年額約54万円、私立大学授業料年額約70万円）を実施し、減免に要する費用を公費から支出。また、住民税非課税世帯を対象とした給付型奨学金を国公立大学の自宅生は年額約35万円、自宅外生は年額約80万円支給。

（26）日本産科婦人科学会「倫理委員会　登録・調査委員会報告」によると、不妊治療の件数は増加傾向にある。

（27）内閣府において、家計簿変更による変動調整を行った数値を使用。

（28）この調査は、2002年10月末時点で20～34歳の男女及びその配偶者を対象として、継続的に動向を調査したものである。したがって、14回目の調査対象者は33～47歳である。

（29）他方、山口（2004）は、家計経済研究所が行った1993～99年のパネル調査を用いた分析を行い、夫の家事育児の分担率は出生意向にも出生行動にも影響を与えていないが、妻の夫との心理的共有度が出生意向に影響することを示している。

（30）少子化社会対策大綱（令和2年5月29日閣議決定）

（31）例えば、内閣府の実施している男性の家事や育児のための休暇取得を推進する「さんきゅうパパプロジェクト」（https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/sankyu_papa.html）。













第3章　女性の就業と出生を巡る課題と対応　第3節






第3節　本章のまとめ

本章では、女性の就業と出生を巡る現状を整理したうえで、今後の課題を考察した。

第1節では、国内外の比較を通じて女性の就業促進に焦点を当てた。我が国の女性の労働参加率水準は高まってきたものの、欧米主要国と比べると伸びる余地があり、30歳代後半で欧州諸国と開きがある。子育て世帯の女性の就業率は低下傾向がみられるが、こうしたことはキャリア断絶の可能性を示唆している。国内に目を転じると女性の就業率には地域差があり、それは子どものいる女性の就業率によることが明かされた。子どものいる女性の就業率の地域差には3世代世帯の割合も関係しているが、こうした世代間扶助が見込める環境にある世帯ばかりではない。世代間扶助の有無にかかわらず、子育て世帯の就業促進に向けた環境整備は必要不可欠である。保育環境の整備は、量的拡充を通じて、女性の就業を促すと考えられ、育児休業も就業促進効果が期待できる。しかしながら、男性の育児休業取得はいまだ極めて少数であり、今後は就業者の意識の変化や政策面での一層の後押しが求められる。

第2節では、女性の継続就業と結婚・出産を巡る現状を整理し、その課題を示した。国際比較でも我が国国内の都道府県比較でも、就業率の高い地域では出生率も高いという傾向がみられる。しかし、年齢階級別にみると、両者の間にはおおむね関係性はみられず、いずれの年代でも就業率が経年的に高まっており、30歳代では出生率も高まっている。その背景には、就業を促す環境の整備があり、出生の選択が継続就業に不利とならないような環境の整備があると同時に未婚率の上昇が影響していると思われる。こうしたことから、女性の就業が出生に悪影響を与えているとは言えず、我が国の合計特殊出生率の低下要因は、特に未婚率の上昇の影響が大きい32。ただし、独身者の9割がいずれは結婚を希望し、希望出生数も2近傍にあることから、婚姻率の回復を図ることが求められる。

また、結婚・出産と女性の就業の関係では、かつては一般的であった結婚退職は少数派となっているものの、第1子出産で3割が退職しており、特にパートタイム労働者・派遣労働者では、妊娠前後の就業状態に大きな違いがあるなど、雇用形態が継続就業に大きく影響している。さらに、共働きが多数を占め、世帯収入においても配偶者の収入割合が高まっていることからも、家事においても男女ともに参画することが求められるが、男性の家事参加は少ない。男性の家事・育児時間や労働時間と第2子以降の出生確率には相関がみられることから、出生率の反転には男性の働き方を見直すことが重要である。その際、長時間労働の影響も無視できず、働き方改革の進展も含めて、ワーク・ライフ・バランスの一層の改善が求められる。こうした中、感染症の拡大による生活様式の急激な変容は、夫婦の家事・育児分担にも影響を与えており、プラスの面もある。引き続き、働き方改革を進め、誰にとっても働きやすい環境を整備するとともに、子どもを産み育てやすい社会の形成が求められる。



（32）少子化社会対策大綱（令和2年5月29日閣議決定）では、少子化の主な原因は、未婚化・晩婚化と、有配偶出生率の低下であり、特に未婚化・晩婚化（若い世代での未婚率の上昇や、初婚年齢の上昇）の影響が大きいと言及している。
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第4章　デジタル化による消費の変化とIT投資の課題






2020年の我が国は、新型コロナウイルス感染症（以下、感染症と略）の拡大防止を図りながら、経済を維持・発展させるという、かつて経験したことのない難しい課題を克服する必要がある。他方、我が国は、かねてよりSociety5.01の実装に向けた取組を開始しており、感染症の課題克服は、こうした取組をより一層加速させる契機となっている。この機会をチャンスと捉え、様々な取組を具体化していく必要がある。

こうした点を踏まえ、本章では、デジタル化により生じる消費の変化やデジタル化を伴うIT投資の課題について考察する。

まず、第1節では、感染症への対応により利用が進んでいる電子商取引（Electronic Commerce、以下ECと略）や、近年利用が拡大しているシェアリングやサブスクリプションについて整理し、インターネットを介した新しい消費スタイルが、実店舗販売や従来型のサービスに及ぼす影響に加え、新たなニーズが生み出すサービスの方向性について考察している。第2節では、従前からの人手不足への対応に加えて、非接触型ビジネスへの対応に向けて増加が期待されるデジタル化を伴う省力化投資の現状について整理し、これらが生産性に与える影響について分析を行っている。加えて、各国比較を通じて、IT投資を阻害する要因等について考察する。第3節は、まとめである。



（1）Society5.0は、「第5期科学技術基本計画（平成28年度～32年度〈令和2年度〉）」において、我が国が目指すべき未来社会の姿として提唱され、狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会を指す。より具体的には、IoTで全ての人とモノが繋がることで、新たな価値の創造が可能になるほか、AI（人工知能）やロボット・自動走行といった新たな技術により、少子高齢化をはじめとする様々な課題の克服を目指すものである。













第4章　デジタル化による消費の変化とIT投資の課題　第1節






第1節　デジタル化による消費の変化

感染症の拡大以降、移動や人との接触を避けることができるインターネットを介したECの有用性が改めて認識された。感染症を克服する「新たな日常」において、ECは一層拡大するだろう。本節では、ECに加え、同じくインターネットによって普及しつつあるシェアリングやサブスクリプションの現状を整理し、実店舗や従来型サービスへの影響、EC普及率に関する見通しを示す。また、コラムでは、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のために発動された「緊急事態宣言」下でのEC消費の動向について整理する。

1　ECの普及と消費

はじめに、EC市場の概要及びEC利用者の特徴や利用動機について確認する。

●EC市場は年々拡大。ただし、他国よりEC普及率は低く、拡大の余地

ECとは、インターネット上でモノやサービスを売買する取引全般を指し、1990年代後半にサービスが開始されて以来2、スマートフォンなど身近なIT端末の普及や共働き世帯の増加といった社会構造の変化と共に、多くの人にとって日常的な取引形態となっている。

まず、我々の生活にとって身近な存在となったECについて、市場規模を確認する。経済産業省「電子商取引に関する市場調査」によると、EC市場は、事業者同士の取引であるBtoB市場も含め、2019年時点で374.1兆円となっている。現状では、BtoB市場が圧倒的に大きいが、消費者との関連が深いBtoC及びCtoC市場も年々拡大しており、両市場を合わせて21.1兆円となっている。これは、家計最終消費支出の約7％3に相当する。また、BtoC市場の内訳では、飲食料品や衣類、家具・家電などの物販の比率が最も高く（2019年時点52％）、次いで旅行などのサービス（同37％）、電子書籍や有料音楽・動画配信などのデジタル（同11％）となっている（第4-1-1図）。

拡大が続くEC市場について、各国と比較すると、我が国のEC市場は、BtoB市場がけん引するかたちで、アメリカに次ぐ規模となっている。なお、BtoB市場の規模が大きい点は、中国を除き、各国共通である。また、BtoC市場が民間最終消費支出に占める割合（2017年時点）をみると、中国及び英国では2割強、韓国及びフランスでは8％台に達しているが、日本を含め、他の先進国では6％前後となっている。さらに、「成人一人当たり年間EC消費支出」と「EC利用者一人当たり年間EC消費支出」により、EC普及率（成人人口のうち、何％がECを利用しているか）を求めると、欧米各国がおおむね8割であるところ、我が国は4割程度4にとどまっている。EC利用者一人当たり年間支出額はドイツやフランスより多いものの、利用者が一部に偏っているために普及率は低めになっている。したがって、我が国のBtoC市場には、拡大の余地が十分残されている（第4-1-2図）。

さらに、我が国のBtoC市場について商品別内訳をみると、物販では「衣類」「食品・飲料」「電気機器」の順に取扱高が多い。一方、EC化率5は「事務用品・文具」「書籍、映像・音楽」「電気機器」の順に高くなっており、これらのEC化率は3～4割程度となっているが、EC取扱高が最も多い「衣類」や「食品・飲料」のEC化率はそれぞれ13.9％、2.9％であり、いまだ、実店舗販売が主流となっている。デジタルでは「オンラインゲーム」、サービスでは「旅行」の取扱高がそれぞれの分野におけるEC取扱高の過半を占めている（第4-1-3図）。

●EC市場は、仕事・子育て世代の利用世帯増等を背景に拡大

ECの利用状況について、消費者サイドから確認する。まず、総務省「家計消費状況調査」を用いて、EC消費総額の変化を「EC利用世帯数要因」と「世帯当たりEC購入金額要因」とに分解すると、EC消費総額はEC利用世帯要因を主因として増加が続いている。ただし、2017年から2019年にかけては世帯当たりのEC購入金額要因も増加に寄与した。EC消費総額の増加の主因である利用世帯の増加は、とりわけ勤労世帯で顕著であり、その比率は5割を超えている。また、年代別でみると、どの年代も利用世帯率が年々高まっているが、特に、仕事や子育てなどによる時間制約があると思われる30～40歳代でEC利用率が高まっており、30歳代では70％弱、40歳代では60％強となっている。実際、最新（2016年）の総務省「社会生活基本調査」によれば、18時以降のEC利用率において、「有業者」が「無業者」に比べて高くなっているほか、ライフサイクル別では「子育て期」の利用率が高くなっていることから、ECの利便性が、仕事や子育てなどによる時間制約のある者に支持されていることがうかがえる（第4-1-4図）。なお、感染症拡大後のECの利用についてはコラム4－1を参照されたい。

こうした、有業者や子育て世代など、実店舗での買い物時間に制約のある層の利用率が高い可能性について、総務省「家計消費状況調査」の個票を用いて統計的な検証を行った。その結果、共働き世帯は、そうでない世帯に比べてEC利用率が有意に高い6。また、世帯年収200万円未満を基準とすれば、世帯年収が多いと利用率はより高まる。加えて、居住地が人口5万人未満の小都市を基準とすれば、都市規模が大きくなるほど利用率は有意に高くなる。このほか、世帯主の年齢は、40歳未満を基準とすると、世帯主の年齢が高くなるほどEC利用率はマイナスの関係にあり、加齢と共に利用率は有意に低くなる。このことから、共働き世帯や子育て世帯（若年世帯）ではEC利用率が高く、特に大都市圏でEC利用率が高いことが、統計的に確認される（第4-1-5図）。

●ECの利用動機は利便性

次に、消費者がECを利用する動機について確認する。緊急事態宣言下の2020年5月に実施された民間調査会社によるアンケート調査7によると、ECを利用する際に良かった点として「自宅まで届けてくれる」、「ポイントが貯まる」、「24時間いつでも購入できる」といった項目の回答割合が高い。購入商品を運ぶ手間の省略、いつでもどこでも利用可能といったECの利便性や、ポイントの付与などが、ECが支持される背景にある。また、「人と会わなくて良い」、「店員と話さなくて良い」といった、感染防止を意識した、人との接触を避けられることを利点として挙げる回答もみられた。この点は、感染防止の観点からECが積極的に活用されている背景となっていることがうかがえる。一方、ECを利用する際に困った点として、「実物が見られない」、「送料がかかる」といった点の回答割合が高くなっている（第4-1-6図）。

●ECは、利用対象商品の世帯当たり平均支出額を増加させる

最後に、ECを利用する世帯と利用しない世帯の間で、消費費目ごとの月平均支出額に差があるか否かについて総務省「家計消費状況調査」を用いて検証する。その結果、ECを利用する世帯では、利用しない世帯に比べ、例えば、家具や衣類への支出では数百円、家電への支出は1,600円程度支出金額が有意に多い。この検証では、世帯間の収入差や年齢差、居住地の影響を除外していることから、EC利用世帯の家計消費支出総額がEC非利用世帯よりも多い（EC利用世帯の消費性向が高い）ことを示しているわけではないが、一般的に、ECの利用は、対象となった特定品目（財・サービス）の消費支出を促す効果があるといえよう8。


コラム4-1　感染症の拡大とEC消費

4月7日に7都府県を対象とした「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言」が発せされ、多くの国民が極力外出を控えたが、どの程度ECを利用するようになったのだろうか。まず、総務省「家計消費状況調査」を用いて確認する。

EC利用総額の前年比は、3月を底にしてプラスに転じている。総額は利用世帯数と世帯当たりEC利用額に分解できるが、世帯当たりEC利用額は減少に寄与した一方、EC利用世帯が増加に寄与している。特に、4月以降、EC利用世帯が大幅に増加している（コラム4-1図（1））。

また、世帯当たりのEC消費支出について、主要品目別の前年比伸び率及びEC消費支出全体への寄与をみると、旅行関係費が大幅に減少した一方、「食料品・飲料」や「医薬品・健康食品」といった生活必需品、「書籍・ソフト（音楽・映像・PC・ゲーム用）」「家具・家電」などの、家庭で過ごす時間を充実させる商品のEC購入が増加した。特に、「出前」の増加は顕著であり、以前はほとんどなかったEC利用総額への寄与が、4月以降は明確にプラスとなった（コラム4-1図（2）（3））。

EC消費支出は、5月以降、全ての世帯主年齢階層で増加している。特に顕著なのは、世帯主年齢50歳代以上の世帯の増加寄与である。世帯内の若年者による支出も含まれ得るが、支出額の水準は若年世帯に比べて少ないものの、世帯数の多さと伸び率の高さで全体を押し上げている。緊急事態宣言後の感染症対応の動きとして、高齢世帯においてもEC消費が普及していることが確認できる。なお、品目別の寄与をみると、「食料品・飲料」の寄与は全ての年齢階層で大きい。30歳代以下では、「出前」、40～50歳代では「書籍・ソフト（音楽・映像・PC・ゲーム）」、60歳代以上は「医薬品・健康食品」の寄与が他の年代に比べて大きくなっている（コラム4-2図）。

EC利用者の増加は、他のデータでも確認できる。半月次でデータが取れる「JCB消費NOW」の消費動向もその一つである。カード支出の変動には、定義上、利用者1人当たりの消費支出額（以下、IMと略）の変化とカード利用者比率の変化（以下、EMと略）に分解できる。EMの動きが利用者の増加を示すことになる。そこで、EC消費の動きについて、1月後半の変化率を基準とした増減率に対する両者の寄与をみると、全体としてはIM要因が大きく貢献しているが、4月以降、EM要因の寄与も増加しており、EC利用のすそ野の広がりがみられる。さらに、EC消費のうち飲食料品小売業での支出をみると、IM要因よりも、EM要因が大きく増加に寄与している。飲食料品の店頭購入を控え、新たにネットで購入する者が増えたことが示唆される。（コラム4-3図）。

こうした感染症の拡大に伴う外出控えを契機としたEC消費の増加は、一時的なものにとどまるのか、それとも持続的なものか、時系列データの動きから予測してみよう。利用者数の増加を意味するEM要因について、所得や資産を表すデータや宅急便の荷物数、前期のEM要因の大きさによって説明する式を推計した。前期のEM要因だけで先行きを予測すると、現在の増加寄与は緩やかに低下するものの、履歴効果も大きく、2020年1月対比では増加した状態続くと見込まれる（コラム4-4図）。新たにEC利用を始めた者の一定数は、継続的に利用すると期待される。



2　EC市場の拡大と実店舗の動向及びEC普及の将来見通し

本項では、EC市場が拡大する下で、実店舗販売の動向を確認するほか、実店舗を運営する企業によるECへの取組について触れる。最後に、EC普及の将来見通しについて考察する。

●飲食料品、衣料品のEC売上は、概して実店舗よりも高い伸び

EC市場が年々拡大している点は前項で確認したが、実店舗の売上げはどうなっているのだろうか。「食料品」及び「衣料品」の売上動向について、百貨店やスーパー等とECを比較する。

まず、「飲食料品」の売上動向をみると、スーパーやコンビニでの売上金額が大きいが、2014年を基準とした伸び率をみると、百貨店ではマイナス成長が続いているほか、スーパー、コンビニの伸び率も緩やかである一方、ドラッグストアやECは非常に高い伸び率となっている（第4-1-8図（1））。

次に、「衣料品」の売上動向をみると、百貨店の売上金額が大きいが、2014年を基準とした伸び率を見ると、百貨店やスーパーがマイナス成長を続ける中で、ECは高い伸びを続けている。ECが、概して実店舗よりも高い伸びを続ける中、ECは、実店舗を有する業態にとって明確な競合業態となりつつある（第4-1-8図（2））。

●プラットフォーマーがEC市場の6割を寡占

続いて、EC市場における企業シェアや実店舗を有する企業によるECへの取組について確認する。大きく分けて、EC市場は、小売業者自身がインターネット上に販売の場を構築する自社ECと、プラットフォーマー9が構築するECサイト（以下、マーケットプレイス）とがある。現状、プラットフォーマーはEC市場の約6割（そのうち、主要3社で5割強）を占めており、存在感を示している。プラットフォーマーが運営するマーケットプレイスには、多種多様な商品・ブランドが掲載されており、消費者にとっては1つのサイト内で欲しい商品を比較・購入できる点や、同一サイトで購入することでポイントが貯まりやすくなる等、支持する理由があるとみられる。こうした傾向は、他の主要国も同様であり、消費者の支持を得たプラットフォーマーによる物流や決済機能も含めた消費者の囲い込みが生じている10、11（第4-1-9図）。

一方、実店舗を運営する大手小売業者も自社ECやマーケットプレイスへの出店に取り組んでいる。もっとも、EC化率をみると、家電大手で1～2割程度、家具・食品・衣料品大手では数％にとどまっており、売上げの主流は実店舗である。ただし、売上増加率は、概してEC売上が全体売上を上回っている。例えば、販路別月次売上高を公表している大手アパレル3社の月次売上動向をみると、過去1年間で百貨店や直営店などの実店舗の売上げが前年並みで推移しているのに対し、EC・通販売上は2桁成長が続いている。さらに、感染症の流行が始まった2020年2月以降、実店舗売上が大きく落ち込む中で、EC・通販売上は伸長している。

このように、ECによる顧客の取り込みは企業の成長ドライバーとなっており、大手小売業者もEC市場への積極的な投資方針を示している12（第4-1-10図）。

●最近の動きが継続すれば、EC普及率が欧米並みになるのは1年程度

冒頭にも触れたが、我が国のEC普及率は4割程度にとどまっており、欧米諸国では8割程度となっていることから、所得や情報通信環境の水準を踏まえると、大きく伸びる余地がある。総務省「家計消費状況調査」におけるEC利用世帯率を用いて、幾つかの将来試算を行うと、過去を含む度合いに応じて、8割の到達に要する年数は1～5、6年となった13。最近の動きが継続すれば、1年程度で8割のEC普及率が達成できることになる。その際、ECの普及には、物流施設の整備や要員確保といった量的な供給能力の引上げに加え、効率的な受発注システムの構築といった質的な体制整備も必要となる。サービス提供体制の整備は、それ自体が需要創出効果を持っており、持続的な経済成長を促す原動力となる（第4-1-11図）。

3　シェアリングエコノミー・サブスクリプションの現状

前項ではECが我が国の消費者行動や販売側のサービス提供体制を変えることや、その変化に向けた企業側の取組がマクロ的にも持続的な成長の原動力になり得ることを示した。本項では、ECと同様にインターネットを介して取引が行われる比較的新しい消費スタイルであるシェアリングエコノミーやサブスクリプションの現状について整理した後、従来型のサービスがシェアリングやサブスクリプションに置き換わった場合に、従来型のサービスがどのような影響を受けるか、また、どのような新たな付加サービスや商業展開が生じるのかについて、自動車や音楽業界の動向を例に考察を加えている。

●シェアリングエコノミー・サブスクリプションは拡大傾向

はじめに、シェアリングエコノミーやサブスクリプションの定義について確認する。シェアリングエコノミーとは、個人等が保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む）を、インターネット上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済活動を指す14。より具体的には、<1>民泊や駐車場、会議室といった「空間のシェア」、<2>普段使わないものや不要となったものを貸借・販売する「モノのシェア」、<3>家事代行やベビーシッターなどの「スキルのシェア」、<4>カーシェアやシェアサイクルなどの「移動のシェア」、<5>クラウドファンディングなどの「お金のシェア」の5つのサービスに分類される15。

サブスクリプションとは、一定の利用期間について定額料金が生じる取引・契約形態を指し、新聞の定期購読といった従来からあるサービスから、動画配信サービスなど、インターネットの発達により始まった比較的新しいサービスまで様々ある。新聞の定期購読など従来からあるサブスクリプションは、「定額で定量」である一方、インターネットの発達により近年増加している新しいサブスクリプションは「定額で使い放題」「定額で選び放題」といった、ユーザーにとって定額以上のメリットがある点が違いである16。シェアリングエコノミーのうち、サブスクリプション型の取引・契約形態をとるサービスについては、比較的新しいサービスと分類できよう17（第4-1-12図）。

シェアリングエコノミーやサブスクリプションが、どの程度普及しているかをみるため、両者の市場規模を確認すると、いずれも年々拡大傾向にある。民間調査会社によると、シェアリングエコノミーの規模は、2017年度で766億円、2019年度には2017年度対比51％増の1,156億円と見込まれており、さらに、2023年度には2017年度対比2.2倍まで拡大すると予測されている。なお、同調査では、サービス提供事業者の売上を基にしており、個人間のシェアリング取引金額を含めた流通総額ベースの市場規模はさらに大きいと推察される18。また、シェアリングエコノミー協会によると、シェアリングエコノミーの内訳（2018年時点）は、「モノのシェア」が27.6％、「スペースのシェア」が26.7％、「お金のシェア」が24.3％、「スキルのシェア」が11.2％、「移動のシェア」が10.3％となっており、モノやスペースのシェアリングのウェイトが高い。なお、感染症拡大後に行った民間調査会社のアンケートでは、感染症による衛生面の懸念から「場所・空間」のシェアを利用したいとする回答割合は前年から減少したが、「モノ」、「ビジネスプロフェッショナルスキル」、「クラウドファンディング」の利用意向は増加しており、感染症後もシェアリング市場は拡大することが見込まれる19。

次に、サブスクリプションの市場規模は、民間調査会社によると、2019年度で6,835億円、2024年度にはその約1.8倍の1兆2,117億円まで拡大すると予測されている。同調査によれば、音楽・映画のデジタルコンテンツの定額配信や食品・化粧品類の定期配達が主流となっており、サブスクリプション型の取引・契約形態をとるシェアリングエコノミーの事業（衣料品・ファッションのサブスクリプション、車のサブスクリプションなど）の市場規模はまだ小さいが、ここ数年で新規事業者の参入が相次いでおり、今後の成長が期待される。なお、各種シェアリングサービスの利用経験を聞いたアンケート調査によると、我が国は、他の先進国と比べて、「利用したことがある」との回答は低く、拡大の余地がうかがえる（第4-1-13図）。

●カーシェアの普及は自家用車保有にマイナスも、生活利便性を高める可能性

シェアリングエコノミーは、個人等が保有する資産について、インターネット上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用できるようになることから、従来は、個人が利用したいと考えているモノについて、そのモノを個人で保有することが前提であったが、シェアリングエコノミーでは必ずしも保有する必要はない。シェアリングエコノミーの普及が、個人のモノの保有に対してどのような影響を与え得るか、自動車を例に検証を試みる。

まず、自動車保有の現状を確認すると、運転免許取得率は30歳代以上を中心に緩やかな増加傾向が続いている一方、自動車の世帯普及率（2人以上世帯）は、2000年代半ばから横ばいで推移し、2010年代以降は緩やかな減少傾向にある（第4-1-14図）。

こうした自動車普及率の低下要因を探るため、内閣府「消費動向調査」を用いて消費者の属性別に自動車保有の状況をみる。まず、性別では、女性よりも男性の方が自動車を保有する傾向が強い。また、世帯主の年齢では、20歳代以下を基準とした場合、子育て世代である30～40歳代は保有率が高くなる一方、70歳代以上の保有率は大きく低下する。さらに、世帯規模別・所得階層別・居住地別では、世帯人数が多く、所得が高い世帯ほど自動車を保有する傾向が強い一方、大都市への居住は自動車保有に有意にマイナスとなっている（第4-1-15図）。

推計を解釈すると、公共交通機関が発達している大都市では、自動車を保有するインセンティブが低いということだが、同時に、遠出や買い出しなどで自動車を必要とする際には、カーシェアリングを利用するインセンティブが生じやすいとも考えられ、大都市への人口集中は、カーシェアリング需要を増加させるかもしれない20。

カーシェアリングは近年増加傾向にあるが、我が国全体の自動車保有台数（ストック及びフロー）からみれば、市場規模は小さい。カーシェアリングの増加が自動車保有台数に与える影響を分析すると、カーシェア台数（2019年3月時点で35,630台）が1台増えるとマクロの自動車保有台数（2019年3月時点で6,154万台）は約50台減少するとの結果を得られる21（第4-1-16図）。カーシェアリングの普及は自家用車の保有にマイナスであるが、シェアリングは自らが保有する必要がないものの、どこであってもシェアができるような環境が整えば、全体としての利用頻度は増加し、自動車の稼働率が上昇しながらマクロの保有台数も増加する可能性を秘めている。特に足下では、感染症の流行により、人との接触機会を減らせる自動車の有用性が再認識され始めているところ、カーシェアリングは、ネットで登録さえすれば、直ぐに利用可能であるほか、自家用車を保有する際に必要な車検や自動車税の支払いが不要であるなど、消費者にとって手軽に利用可能である点が評価されている。自動車生産メーカー各社においても、こうした新しい消費形態の普及を受けて、自動車のシェアリング市場（サブスクリプション型）に参入するといった動きがみられる22。

また、公共交通機関のみでは、十分な運送サービスの提供が困難であると認められる地方においては、市町村やNPO等が運送主体となる「自家用有償旅客運送」制度が実施されているが、こうした下での自家用車の利用も保有資産の有効活用となる。

●ネット経由のサブスクリプションは、未計測の付加価値を生み出している

インターネットを介したサブスクリプションサービスのうち、利用が進んでいる分野の一つは音楽配信である。そこで、これを例に、従来型のサービスからサブスクリプション型のサービスに移行したことで生じる変化を確認する。

まず、音楽業界の売上動向について、音楽配信と音楽ソフト別に寄与をみる。2005年を基準とした累積寄与でみると、2009年にかけて音楽配信が増加する中、CDやアナログディスクなどの音楽ソフトの売上げは減少傾向にあり、2008年時点で累積増減寄与がおおむね均衡した。その後、2009年から2013年にかけて、音楽配信23も減少に転じたものの、2014年以降はサブスクリプションを中心としたストリーミングの増加から、音楽配信は再び増加傾向に転じている。また、2018年には、音楽配信のうちストリーミングの売上高がダウンロードの売上高を上回った。このように、インターネットを介した利便性の高い新サービスの出現により、従来型のサービスは縮小傾向になっている。

続いて、これら販売形態別の価格面について確認する。CDやアナログディスクなどの形態で提供される音楽ソフトは、消費者の手元に届くまでに、CDやディスクといった「モノ」の生産工程が必要になるため、その単価は1,100円～1,300円程度となっている24。他方、音楽配信ダウンロードはそのようなコストが必要ないため、1回当たりのダウンロード単価は、200円程度と、音楽ソフトの約1/5の価格から購入可能となっている。音楽配信のうち、ストリーミングについては、ダウンロード単価といった概念自体が存在せず、収入は、サービス利用権料金のようなサブスクリプション（定額制）及び広告収入により構成される。さらには、YouTubeでの音楽配信など、統計で捉えることの出来ない広告収入のみでビジネスが構築される無料サービスも普及する中、コンテンツビジネスの収益構造は大きく変化している。このように、無料のサービスも増える中で、金額ベースで捉えた音楽市場は一見縮小しているようにみえるが、音楽ソフトの販売数、ダウンロード数、ストリーミング再生回数をみると、（単純比較はできないが）音楽ソフトやダウンロードが数量ベースで減少しているのに対し、ストリーミングの再生回数は、これらの減少を遥かに上回るスピードで増加している。こうしたことから、厳密に数量で捉えることは難しいものの、実質的な音楽市場は必ずしも縮小しているとは言えない。また、従来は、レコードショップに足を運び、複数の音楽を試聴し、気に入ったものを1,000円超支払うことでようやく得られていた消費者の効用・満足度は、今や、デジタル化の進化により、スマホなどのデジタル端末を所有していれば、いつでもどこでも何曲でも定額あるいは、無料で得られるようになっている。また、提供側に目を転じれば、財を介した販売コストを負担せずにサービスの提供が行えるだけでなく、広告や付帯サービスによって追加需要を生む出す機会を得ている。また、アーティストにとっては、世界中の人に瞬時に自身の音楽を届けることができ、従来よりも、より短時間で広範囲にファン層を獲得することが可能になる。

このように、サブスクリプションの進展は、短時間・低価格で消費者の効用・満足度を高めるほか、様々な追加需要や地理的制約を超えたビジネスチャンスの創出につながっており、現行のGDP統計では捉えることの出来ない未計測の付加価値を生み出している（消費者余剰が相応に生じている）と考えられる25、26（第4-1-17図）。



（2）我が国では、1998年に楽天市場、99年Yahoo!ショッピング、2000年にAmazon Japanのサービスがそれぞれ開始されている。

（3）四半期GDP速報の2019暦年ベース。より消費実態に近い「持ち家の帰属家賃を除く消費」に対するEC比率は、約9％。

（4）ここでのEC普及率は、国連により公表されたEC消費支出および人口推計を基に算出した値であり、第4-1-4図での消費状況調査を用いた値と若干のずれが生じている点には留意が必要。

（5）経済産業省「電子商取引に関する市場調査」では、EC化率を、電話、FAX、Eメール、相対（対面）等も含めた全ての商取引金額（商取引市場規模）に対するEC市場規模の割合と定義している。

（6）ここでのプロビットモデルによる推計の限界効果は、説明変数が1単位上がった場合に、ECを利用する確率がどうなるかを表す。例えば、共働き世帯がECを利用する確率は、そうでない世帯と比べて2.7％高い。

（7）MMD総研（2020）による（調査期間：2020年5月13日～18日、有効回答数：1,944）。

（8）世帯による収入や居住地、世帯主の年齢といったEC消費に影響を与える要素についてその影響を除いて比較するために、傾向スコアによるマッチングを用いて推計を行った。なお、総務省「家計消費状況調査」では、特定の財（商品）のみを調査対象としており、ここではECで購入可能な消費財（家具、家電、衣類）について検証している。このため、EC利用世帯の家計消費支出総額がEC非利用世帯よりも多い（EC利用世帯の消費性向が高い）ことを示しているわけではない点には留意が必要。

（9）プラットフォーマーとは、第3者がビジネスを行う基盤（プラットフォーム）として利用される製品やサービス、システムなどを提供・運営する企業を指し、IT企業が席巻している。EC分野では、Amazon（アメリカ）、Apple（アメリカ）、Aribaba（中国）、Tmall（中国）など米・中国企業の存在感が高い。

（10）例えば、大手のプラットフォーマー企業A社では主要都市に自社物流センターを配置し、配達員も自社で賄うことで、注文から最短一時間以内で配達するサービスを展開している。また、B社は、自前のカードを発行し、同決済手段の利用者に特典を付与、C社は独自のスマホ決済を導入するなど、消費者の囲い込みを図っている。

（11）プラットフォーマーは、インターネット上での取引の場を無償で提供する一方、利用者の属性や商品購入履歴、検索結果による嗜好性など、多岐にわたる個人情報を無料で得ている。こうした点等に関し、経済産業省・公正取引委員会・総務省は、2018年12月に「プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備の基本原則」をとりまとめ、プラットフォーマーと個人情報等を提供する消費者との取引における優越的地位の濫用規制の考え方を明確化、法運用の透明性を確保するなど、独占禁止法上の観点から規制を行うためのガイドラインその他の枠組を整備している。

（12）例えば、大手百貨店D社では、2020年にECサイトを刷新している。旗艦店などで取り扱う化粧品や衣料品など、全ての商品を取り扱えるように整備し、実店舗とECの融合を進めている。また、大手スーパーのE社では、海外の大手ネットスーパーF社と連携、デジタル・AIおよびロボティクス機能を強化しつつ、ネットスーパーを支える最先端の物流倉庫も設ける予定である。

（13）主要先進国におけるEC普及率の過去の推移をみると、2013年から2018年の5年間で、アメリカは22％pt（38％→60％）、英国は25％pt（60％→86％）、フランスは34％pt（38％→72％）となっており、3か国の単純平均で年率5％程度の伸び率となっている。

（14）内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室（2016）による。

（15）音楽や映画などの著作物を、インターネットを介して販売するサービスについては、シェアリングエコノミーには含まれない。

（16）この点について、新聞の定期購読（電子版を含む）は「定額で定量」であるため、新しいサブスクリプションには該当しない。

（17）具体的な事例として、定額で高級ブランドのバッグを借りられるサービスや洋服を借りられるサービス、車が借りられるサービスなどが挙げられる。

（18）シェアリングエコノミー協会の調査によると、個人間の取引金額を含めた流通総額ベースの市場規模は、2018年度で1兆8,874億円と推定されている。これは、矢野経済研究所の調査結果（2018年度：1,013億円）の約18倍にものぼる。

（19）PwCコンサルティング合同調査会社（2020）によれば、シェアリングサービスを利用したいとの回答は、2019年調査対比、「場所・空間」は1.4％ポイント減少した一方、「モノ」は2.2％ポイント増加、「ビジネスプロフェッショナルスキル」は1.9％ポイント増加、「クラウドファンディング」は2.3％ポイント増加した（調査期間、2020年5月9日～11日）。

（20）竹川・岡村（2020）では、都市への人口集中や高齢化が自動車保有台数の減少要因になる点に着目し、自動車保有台数と新車販売台数の将来推計を行っている。推計の結果、2030年度末時点で、自動車保有台数は2019年度末対比▲4.9％～▲2.9％、2030年度の新車販売台数は2019年度対比▲13.9％～▲9.6％程度との推計結果を得ている。

（21）公益社団法人交通エコロジー・モビリティ財団によると、2020年時点のカーシェアリング台数40,290台に対し、会員数2,046,581人で、シェアリングカー1台当たりの会員数は50.7人となっている。現状は、買い物時の利用など、短時間のライトユーザーが多いと考えられる。今後、カーシェアリングがさらに普及し、ヘビーユーザーが増えるに連れて、1台あたり会員数は減少していくことが考えられる。そうした場合、現時点で推計されたカーシェア1台当たりの自動車保有減少台数（感応度）は減少（低下）することが想定される。

（22）大手自動車メーカーにおいても、例えばA社では、自社ブランド車両に3年間定額で乗ることができるサービスを2019年に開始したほか、B社では、契約期間最短1か月・最長11か月のシェアリングサービスを2020年から開始している。

（23）音楽配信は、ダウンロード（着うた、着メロを含む）とストリーミングから成る。ダウンロードは、デバイスのストレージにデータを保存した後、再生する手法であり、1曲ダウンロードする毎に課金が必要であるが、一旦ダウンロードすると、ユーザーが削除しない限り、保存データがデバイスから消えることはない。一方、ストリーミングは、データを「キャッシュ」という一時ファイルの形でダウンロードすると同時に再生する手法で、再生が終われば自動的にデータが削除される。ストリーミングの音楽配信は、一定期間の定額制（サブスクリプション）で好きな音楽を聞き放題できるが、データ自体は残らない点が特徴である。

（24）日本レコード協会のデータによると、2019年の販売枚数が1.8億枚、売上総額が2,291億円となっており、単価を求めると約1,300円となる。

（25）消費者余剰とは、消費者がモノやサービスを購入する際の支払意思額（「この内容であればこれぐらいは支払ってもいい」と思う金額）と実際の価格との差を指す。野村総合研究所の試算によれば、デジタルサービスによって生じた2016年の年間消費者余剰は、同年のGDPの約3割に相当する161兆円と試算されている。

（26）政府は、「統計改革の基本事項」（2016年12月閣議決定）において、シェアリングエコノミーや広告収入のみで運営するインターネット上の無償サービス等、新たな経済活動が急速に普及・拡大しつつある中で、こうした業態を経済統計で把握することを課題の一つとして掲げている。これを受け、内閣府は、国内でのシェアリングエコノミー等新分野の経済活動の取組実態・動向把握を行い、GDP統計への反映を検討している。内閣府経済社会総合研究所（2019）では、シェアリングエコノミーの市場規模（2017年）は6,300億円～6,700億円程度、このうち、現行SNAの計上範囲内で捕捉できていないと考えられるのは、1,300億円～1,600億円程度（付加価値額は、800～1,000億円程度）と推計している。内閣府では、シェアリングエコノミーのうち、民泊（住宅宿泊事業法・国家戦略特区に基づくもののみ）について、2020年末に予定している基準改定において、GDP統計に反映する予定である。
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第2節　「新たな日常」に向けたIT投資と課題

本節では、「新たな日常」を推進するために必要となる情報インフラ、IT投資の現状について確認したのち、それらが生産性に与える影響について検証する。これに関連し、人手不足を背景として増加していた省力化投資は、テレワークなど新しい働き方をバックアップすることからも注目されており、こうした取組状況なども確認する。最後に、各国との比較を行うことで、IT投資を推進するうえで我が国の課題となる点について検討する。

1　企業投資の現状と課題

はじめに、企業の設備投資状況について、IT投資に着目しながら現状を整理する。

●民間のソフトウェアストックは着実に積みあがり

IT技術を駆使した「新たな日常」を推進するために必要となるIT投資を確認する前に、まずは我が国の設備投資の状況について概観する。

民間部門の設備投資の推移をみると、有形資産のうち、工場・ビルなどの「その他構築物」への新たな投資は、1995年から2010年頃にかけて減少した後、再び増加し、ストックベースでは95年とおおむね同水準となっている。一方、有形資産のうち「機械・設備」は、リーマンショックで一時大きく減少したが、その後は増加し、ストックベースでは2008年の水準まで回復している。「無形資産（知的財産物）」もリーマンショック後数年間は新規投資が控えられたが、その後は増加し、ストックベースも着実に積みあがっている。特に、知的財産物の内訳のうち、IT投資である「ソフトウェア（ストックベース）」は、2018年時点で1995年対比2倍程度になっている。なお、公的部門のソフトウェア（ストックベース）は、1995年対比6割弱の増加にとどまっている（第4-2-1図）。

●従業員一人当たりソフトウェアストックは、一部を除きおおむね横ばい

ソフトウェアストックについて、業種別に確認すると、製造業では、「電子部品・デバイス」で顕著な伸びがみられたが、その他の業種では2000年代半ば以降おおむね横ばいとなっており、償却を上回る新規投資はみられない。一方、非製造業については、「運輸・郵便」「卸売・小売」で高い伸びが確認できる。

このように、非製造業を中心にソフトウェアストックは着実に積みあがっているが、従業員一人当たりでみると、「情報・通信機器」や「電子部品・デバイス」のソフトウェアストックは積み上がりが顕著である一方、その他の業種については、2000年代前半からおおむね横ばいとなっている（第4-2-2図）。

●IT投資は、フロー、ストック共に他の先進国に比べて見劣り

最後に、IT投資の状況について、主要先進国と比較する。ここでは、IT投資として、ハードウェア（IT端末等）とソフトウェアについて確認する。まず、IT投資のフローをみると、ハードウェア、ソフトウェアともにアメリカの投資が大幅に増加している。また、ドイツは、ハードウェア投資に比べ、ソフトウェア投資の伸びが高い。こうした下で、我が国のIT投資フローは、ハードウェア、ソフトウェアともに他の主要国に比べて伸び率が低めとなっている。この結果、ストックの伸び率についても、我が国はハードウェア、ソフトウェア共に他の主要先進国と比べて低位にとどまっている。先述した従業員一人当たりソフトウェアストックに積み上がりがみられない点も勘案すると、「新たな日常」の推進に向けて、IT投資は更に加速させる必要がある。また、ソフトウェアに研究開発投資を加えた無形固定資産投資（ストック）も、我が国は他の先進国に比べて見劣りしている（第4-2-3図）。

2　IT関連投資による省力化と労働生産性

前項では、従業員一人当たりのストックベースのソフトウェア（ソフトウェア装備率）は、一部業種を除き、2000年代前半からおおむね横ばいであることを確認し、IT投資を加速させる必要があると記したが、こうしたIT投資のうち、ソフトウェア投資はどの程度労働生産性の向上に結び付いているのだろうか。

●ソフトウェア装備率は労働生産性の向上に寄与

内閣府「国民経済計算年次推計」を用いて、マンアワー当たりのソフトウェア装備率が労働生産性に与える影響を推計すると、ソフトウェア装備率は、労働生産性に有意にプラスの効果があるとの結果となった。

また、製造業、非製造業別にみると、製造業については、機械設備装備率、ソフトウェア装備率ともに労働生産性に有意のプラス効果があるが、ソフトウェア装備率の方が僅かながらその効果が大きくなった。一方、非製造業については、ソフトウェア装備率は労働生産性にプラスの効果があるが、機械設備装備率は有意にならず、統計的に確からしいことは、より積極的にソフトウェア投資を行うことは労働生産性を引き上げるということである（第4-2-4図）。

●省力化を意図したIT投資への取組には増加の余地

ソフトウェア装備率が労働生産性に有意にプラスの効果があることが確認されたが、ここでは現場やバックオフィスにおいて、省力化を意図したIT投資の具体的な事例を紹介する。

まず、非製造業の生産現場の事例として、スーパーにおけるセルフレジ・セミセルフレジの導入割合をみると、商品のバーコード読み取りなどは店員が行い、支払いは客が専用端末で行うセミセルフレジは、その導入割合が年々高まっている。なお、セルフレジの導入割合は低下しているが、これはバーコード読み取りから全て顧客が行うため、端末操作などに不慣れな顧客対応で逆に時間を取られてしまうなどの問題が生じているとの指摘がある27。ただし、感染症拡大後は、人との接触を避けられるセルフレジの導入がコンビニや外食チェーンなどで進んでいる。

次に、運輸業や卸小売業といった非製造業や製造業の生産現場の事例として、運搬機械や産業用ロボット、マシニングセンタ（コンピュータ制御の工作機械）の動向を確認する。運搬機械は、物を移動させる機械を指す。とりわけ、配送センターや生産・組立ライン等に設置される物流システム機器は、搬送物と、それに関する情報をコンピュータで同期し、物流システム全体をコントロールすることで、納品制度の向上・効率化・省力化・在庫削減・高速処理・納期短縮を図ることができる。産業用ロボットは、工場での組み立て作業等を人間の手を介さずに行うロボットで、生産現場の自動化を担う。マシニングセンタは、コンピュータ数値制御の指令により、それぞれの加工に必要な工具を自動で交換し、多種類の加工を連続で行うことができる機械である。これらの国内総供給をみると、産業用ロボットについては2019年にやや減少したものの運搬機械、産業用ロボット共に増加傾向にある。一方で、マシニングセンタは伸び悩んでいる。

最後に、バックオフィスの省力化投資の事例として、RPA28の導入割合（年商50億円以上の国内企業を対象、回答社数1,021社）をみると、2018年6月の2割程度から、僅か1年足らずで3割へと上昇している。導入を検討中も含めると6割に達するなど、活用の拡大が見込まれる（第4-2-5図）29。

このように、現場やバックオフィスの省力化を意図したIT投資は近年増加しているが、業種や企業規模で取組に違いはあるのだろうか。こうした点について、内閣府が2020年2月に実施した「働き方改革の取組に関する企業調査」（以下、内閣府企業調査）により確認する。

まず、現場の省力化を意図したIT投資（ロボットによるサポート・自動化等）についてみると、製造業・非製造業共に大企業の取組割合が高い。また、製造業と非製造業との比較では、工場現場をかかえる製造業の取組割合が高くなっている。ただし、全規模・全産業の取組状況は2割程度であり、取組割合が高い大企業製造業でも5割未満と半数に満たない。

次に、バックオフィスの省力化を意図したIT投資（WEB・IT関連のソフトやシステムの導入、RPA等）についてみると、現場と同様に、大企業の取組割合が高く、製造業・非製造業ともに6割を超えている。また、中堅企業では非製造業が5割を超える取組割合となっているなど、現場よりは取組が進んでいる（第4-2-6図）。

最後に、省力化を意図したIT投資の取組開始時期について確認する。現場における取組を企業規模別にみると、2017年度以前に取組を開始した企業割合は大企業では2割程度あるが、中堅・中小企業では、1割に満たず、中堅・中小企業のうち取組を開始した企業のなかでもここ2年程度で取組始めている。バックオフィスについては、2017年度以前に取組を開始した企業割合がどの規模でも高くなっているが、特に大企業では5割を超える企業が2017年度以前から取組を開始している。このように、省力化投資は、大企業の方が比較的進んでいるが、それでも何ら「取組なし」との回答割合が高く、取組企業が今後増える余地は大きい（第4-2-7図）。

●バックオフィスの省力化を意図したIT投資は、労働時間削減に寄与

現場やバックオフィスの省力化を意図したIT投資は全要素生産性の向上や労働時間の減少に寄与したのだろうか。この点について、内閣府企業調査の個票を用いて検証する。なお、企業規模や業種など企業の生産性に作用するような他の要因を排除するために、傾向スコアでマッチングさせた企業について検証を行う。

まず、付加価値上昇率のうち、労働や資本の投入量変化以外の要因である全要素生産性（TFP）上昇率に対して、現場やバックオフィスの省力化を意図したIT投資が与える効果をみると、符号条件はプラスながら、統計的には有意ではない30。次に、正社員の一人当たり月間労働時間に与える影響をみると、現場の省力化を意図したIT投資の符号条件はマイナスとなったが、統計的には有意ではない。一方、バックオフィスの省力化を意図したIT投資を行っている企業は、そうでない企業と比べて正社員の一人当たり月間労働時間が2時間程度短いことが確認できた。

まとめると、バックオフィスについては省力化を意図したIT投資の効果が労働時間の削減に繋がっている一方、製造・サービス現場については、明確ではない。また、現場やバックオフィスの省力化を意図したIT投資は、現状では既存の設備や労働力の置き換わりにとどまり、付加価値生産性の向上には明確に結びついていないようである（第4-2-8図）。

3　「新たな日常」に向けた投資の課題

最後に、「新たな日常」に向けたデジタル化を推進するにあたり、国際比較等を通じて見えてくる課題について整理する。

●感染症によって明らかになった公的部門のIT化の遅れ解消は喫緊の課題

前掲の投資実績でも触れたが、公的部門のIT投資は少ない。こうしたことが感染拡大に伴っていくつかの弱さとして現れている。まず、我が国では、2020年3月初に全国的に小中高が休校となった。その後、地域や学校により差はあるが、徐々に社会経済活動のレベルを段階的に引き上げる中で、6月1日から学校を再開する動きが広がった。約3か月と長期にわたる休校の中で、私立学校を中心にオンライン授業に取り組む動きも見られたが、多くの学校ではそうした環境が整わず、休校による学習の遅れや学習格差の広がりが懸念されている31。

また、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に含まれた特別定額給付金（国民一人当たり10万円（支給総額予算約12.7兆円、総世帯約5,853万世帯））の支給にあたっては、マイナンバーカードを使用したオンライン申請が1,709団体において実施可能となったが、うち110団体が確認作業に時間を要するといった事務処理負担などを理由として申請受付を中止することとなった。

このように、感染症の拡大は、我が国の教育や行政といった公的部門におけるIT化の遅れや地域・組織横断的なシステム構築がなされていない点を明るみに出す結果をもたらした。実際、OECDによる各国共通調査では、教育現場における指導のためのデジタル技術（ソフトウェア、コンピュータ、タブレット、電子黒板）が不足しているとの回答が多く、教育現場のデジタル技術の充足度は45か国中32位である。また、行政手続きのオンライン化に至っては、オンライン化が進んでいるとの回答順で30か国中最下位であるなど、他国との比較においても著しくIT化が遅れている。感染症の拡大から得た教訓を活かし、公的部門のIT化を加速させる必要がある32（第4-2-9図）。

●IT人材の配置が情報関連産業に偏り、公的部門では特に少ない

公的部門のIT化の遅れには、様々な背景が考えられるが、ここではIT人材が所属する産業に着目したい。

IT人材とは、日本標準職業分類（小分類）の「システムコンサルタント」、「システム設計者」、「ソフトウェア作成者」、「その他の情報処理・通信技術者」であると定義する。大分類では、「専門的・技術的職業従事者」の一部にあたる。ここでは、2015年の総務省「国勢調査」における産業別の「専門的・技術的職業従事者数」を総務省「労働力調査」の伸び率で延伸し、2015年時点のIT人材の占める割合を用いて2019年時点での産業別のIT人材分布を推計した33。その結果によると、我が国のIT人材の約7割が、IT関連産業（「ソフトウェア業」、「情報処理・サービス業」、「インターネット付随サービス業」）に所属している。これは、他の主要先進国では35.5～46.6％と半分以下であることと比較して、かなり高い割合である。

さらに、我が国とアメリカについて、IT人材がIT産業以外でどのような産業部門に従事しているかをみると、我が国は製造業の比率が最も高く、アメリカは学術研究、専門・技術サービスの比率が高い。加えて、公務、教育・学習支援といった公的部門34におけるIT人材の比率に着目すると、アメリカでは、IT人材全体の1割以上が公的部門に所属している。一方、我が国は、僅か1％にも満たない。我が国のシステム開発は、IT企業が顧客の要望に合わせてシステムを構築する受託開発が主であるが、業務インセンティブ（収益目標）が相反する者の間での開発受託・請負取引が適切に行われるためには、委託側と受託側の情報や知識の非対称性が十分に小さいことが必要である。すなわち、システムユーザー側にも相応のIT人材が所属することで、ニーズに合致した、合理的・効率的なIT投資やスムーズなIT運用が一層進むと期待される35（第4-2-10図）。

●IT人材は不足感が強く、デジタルイノベーションに必要な人材は少ない

最後に、デジタルイノベーションを担うIT人材の状況について、情報処理推進機構が行っているアンケート調査36を基に確認する。

まず、IT人材全体の過不足感をみると、「全体的に不足」と「おおむね不足」を合わせて6割程度となっており、さらに「一部で不足」を加えるとIT人材の不足感は8割強にまで達しており、IT業界全体として人員が不足している（第4-2-11（1）<1>）。

とりわけ、デジタルイノベーションに必要な特定の技術を持つ人材について、IT企業が確保できているかどうかという点は、例えば、IoTやビッグデータ、クラウド活用に関するスキルを持つ「デジタル人材」は、3割強しか確保できておらず、AIの技術を持つ「AI人材」は1割強しか確保できていない（第4-2-11（1）<2>）。

現状、IT企業の事業は従来型のシステム・ソフトウェア開発が中心であるが、今後、IoTやビッグデータ、AI等の利活用を検討している顧客企業は相応にあると見込まれる（第4-2-11図（2））。また、デジタルイノベーションが世界的に加速する中で、こうした高度な技術を持つ人材の育成・獲得は国際競争力を保つ意味でも重要であり、今後の大きな課題である37。



（27）報道情報であるが、産経新聞（2020）では、「セルフレジの導入が伸び悩む背景として、「完全セルフレジでバーコードを読み取る作業は利用客、特に高齢者にとっては煩雑で、慣れるまで時間がかかる。スーパーの場合、タイムセールの商品にバーコードが重ねて貼られていて注意が必要なこともあり、完全セルフレジをさける顧客がいる」と紹介している。

（28）RPA（Robotic Process Automation）とは、コンピュータ上で行われる業務プロセスや作業を自動化するシステム。人間が繰り返し行うクリックやキーボード入力など定常的な業務を自動化できるなど、バックオフィス事務の定型作業の効率化が期待される。

（29）アンケートでは「省力化投資（ロボットによるサポート・自動化等）」「省力化投資（WEB・IT関連のソフトやシステムの導入、RPA等）」という設問になっており、回答者によって捉え方が異なる可能性には留意する必要がある。例えば、「省力化投資（ロボットによるサポート・自動化等）」という問いに対し、機械による自動化は進んでいるが、ロボットは使用していないと判断し、「取組なし」と回答する可能性や、「省力化投資（WEB・IT関連のソフトやシステムの導入、RPA等）」という問いに対しては、WEB上にHPを開設している事を以て「取組んでいる」と回答する可能性がある。

（30）内閣府（2020）では、重回帰モデルにて、RPAが労働生産性に有意にプラスであることを示している。

（31）文部科学省による調査によれば、休校中に同時双方向型のオンライン指導を通じた家庭学習が行えた割合は僅か5％にとどまっている（同調査は、4月16日正午時点の公立の小学校、中学校、高校、特別支援学校などの学習指導などの取組状況について、文部科学省が取りまとめたもの（調査対象：全国1,213の自治体、学校数2万5,223校））。

（32）「経済財政運営と改革の基本方針2020」（2020年7月17日閣議決定、以下、「骨太の方針2020」）では、3章（「新たな日常」の実現）において、次世代型行政サービスの強力な推進が掲げられている。同章では、国・地方自治体を通じて情報システムや業務プロセスがバラバラで、地域・組織間で横断的にデータも十分に活用できない点等を問題として指摘。単なるオンライン化ではなく、データの蓄積・共有・分析に基づく不断の行政サービスの質の向上こそが行政のデジタル化の真の目的としている。

（33）国勢調査（2015年）の産業・職種マトリックスを用いて、各産業におけるIT人材を含む職種（「専門的・技術的職業従事者」）の人数を労働力調査における「専門的・技術的職業従事者」の伸び率で延伸して2019年の推計値を求める。その上で、国勢調査（2015年）の産業別のIT人材比率（「専門的・技術的職業従事者」に占めるIT人材（「システムコンサルタント」「システム設計者」「ソフトウェア作成者」「その他の情報処理・通信技術者」の合計）の割合）が一定であると仮定して、2019年のIT人材数を算出している。したがって、産業別のIT人材比率が上昇していると、個々の人数は過少推計となるが、産業間の相対比には影響しない。

（34）教育・学習支援には、幼稚園、小・中・高等学校、大学などの公的教育機関のほか、学習塾も含まれるが、ここでは便宜的に公的部門としている。

（35）「骨太の方針2020」では、行政のIT化にあたっては、システム改修を開発ベンダ（事業者）しか実質的に実施できないなど、特定のベンダに依存せざるをえないベンダーロックインを避け、オープンアーキテクチャを活用するよう提言している。

（36）情報処理推進機構は、我が国のIT国家戦略を技術面、人材面から支えるために設立された経済産業省所管の独立行政法人。2009年以降、IT関連産業における人材動向把握のためにIT企業やユーザー企業を対象にアンケート調査を実施している。

（37）文部科学省では、「第2期教育振興基本計画」（2013年6月閣議決定）において、教育現場でのICT利活用やICTスキルの教育を打ち出している。また、総務省では、クラウドコンピューティングやビッグデータ等をはじめとしたICTを高度に使いこなす人材を育成するための実践的な教材やシステム開発、これまでの成果も活用しながら継続的に人材を育成することができる仕組み作りに取り組んでおり、「高度ICT利活用人材育成カリキュラム」を開発・公開している。こうした人材育成の取組を継続・強化していく必要がある。













第4章　デジタル化による消費の変化とIT投資の課題　第3節






第3節　本章のまとめ

本章では、デジタル化による消費の変化やIT投資の課題について整理し、考察を加えた。

第1節では、感染症の拡大防止の観点からも注目されるECや、インターネットを活用したシェアリングやサブスクリプションについて整理した。これまで、EC消費支出はEC利用世帯の増加で増えてきたが、EC普及率は欧米諸国と比べてまだ低く、増加の余地がある。最近の増勢が継続すれば、1年程度で欧米並みの8割の普及率に到達できるとも試算されるが、そのためには、ECに対応した物流施設の整備や要員確保といった量的な供給能力の引上げに加え、効率的な受発注システムの構築といった質的な体制整備が必要となる。政策支援38も用意されているが、実需の動向を踏まえて拡充する必要性が高い。

また、シェアリングやサブスクリプションといったサービスは、従来型の消費スタイルや産業・サービスを変えている。具体的には、カーシェアリングが普及すれば、個人の自家用目的の自動車保有は減少するが、自動車の利用頻度が高まることにより、個々の自動車の稼働率が上昇することで、保有資産（自動車）の有効活用および生活の利便性向上につながる可能性がある。音楽業界の事例からは、サブスクリプションとネット配信により、利用者にとっては廉価に多くのサービスを需要できる一方、提供側は固定的なコストを負担せずにサービスの提供が行えるだけでなく、広告や付帯サービスによって追加需要を生み出す機会を得ている。

第2節では、IT・ソフトウェア関連投資の現状について確認したのち、それらが生産性に与える影響を検証したほか、各国比較等を通じてみえてくる課題について整理した。ソフトウェアストックは、従業員一人当たりでみると、一部業種を除いて横ばいであるほか、IT関連投資は、フロー、ストック共に他の先進国に比べて見劣りしている。ソフトウェア装備率は、製造業・非製造業ともに省力化を通じて労働生産性にプラスであり、省力化は感染症対応にもなることから、加速させる必要がある。特に、現場やバックオフィスの省力化に向けたIT投資は、労働時間を削減する効果があり、省力化に向けたIT投資の取組企業が今後増加することが期待される。

こうしたIT投資は、民間部門で必要であるだけでなく、特に我が国では公的部門において必要である。特に、感染症拡大により明るみになった教育分野や一般行政事務といったサービス提供において、IT化の遅れが課題となっている。特に、公的部門のIT化については、欧米各国に比べて我が国はIT人材がIT関連産業に偏っており、それ以外への配置割合が低い。アメリカでは、公的部門にIT人材が1割以上所属しているのに対し、我が国は1％未満しか所属していない。システム構築側だけでなく、システムユーザー側にもある程度のIT人材が所属することで、ユーザーのニーズに合致した、合理的・効率的なIT投資やスムーズなIT運用が進むと期待される。



（38）デジタル化投資の促進に資する主な補助金として、新たにテレワークを導入した中小企業に対して、テレワーク通信機器の導入等を助成する「テレワーク助成金」や、ITツールを導入する中小企業に対するIT導入補助金があるほか、事業プロセスの遠隔操作・可視化・自動制御化を可能とするIT投資（中小企業を対象）や、生産性を向上させる新規投資（中小企業を対象）、事業者が整備する5G投資については、税制面の優遇措置を講じている。













おわりに






我が国は、感染症対策を講じつつ、経済活動の再開・拡大を進めているものの、国内外の感染症への懸念は未だ大きく、先行きも極めて不透明である。輸出は上向きになっているが、国際的な人の移動が制限されていることもあり、5兆円弱まで拡大したインバウンド需要も失われたままである。国内においても、消費全体は持ち直しているものの、飲食や宿泊を始めとする対個人向けサービスへの需要の戻りは遅れており、こうした事業に携わる者には厳しさが残っている。

感染症由来の危機を乗り越えて、再び経済を成長軌道に乗せていくためには、医薬品開発といった直接的な問題解決を待つだけでなく、既に存在している様々なデジタル技術の社会実装を促すと同時に、必要となる社会制度の変革を迅速に進めることが必須である。

こうしたことから、本報告では、新型コロナウイルス感染症の影響により、急激な景気後退とそこからの再起を進める日本経済の現状と課題について分析するとともに、過年度から進められてきた働き方改革とその成果、女性の就業促進と希望出生率の実現に向けた動き、そして「新たな日常」への移行に不可欠となるデジタル化に関する動向や課題について分析した。以下では、本報告の主要な分析結果と含意について整理することでむすびとしたい。

●新型コロナウイルス感染症の影響と日本経済

我が国経済は、感染症対策として要請した自粛等の影響により、個人消費を中心とした大幅な内需の減少と、より強制力のある感染症対策を実施した諸外国への輸出が大幅に減少したことにより、これまでにない厳しい状況に陥った。しかし、全体としては、4、5月を底として持ち直しの動きがみられており、経済活動を引き上げていく局面に入っている。政策支援の効果もあって、消費は大きく反転したが、感染者数の増加がマインドや行動抑制へとつながり、需要の下振れが顕在化するリスクは小さくない。同様のことは輸出にも当てはまり、諸外国における感染動向とそれに対する防疫措置が、我が国に与える影響には十分留意する必要がある。

感染症拡大による需給の緩みは世界中で生じており、当面はデフレ圧力の顕在化に注意を払う必要がある。実際、企業の予想物価は下振れしており、今後、需要回復のテンポが鈍化すれば、物価への下押し圧力は高まる。また、需要の弱さは設備投資にも影響し、投資不足が長引けば、潜在成長力が低下することになる。潜在成長力の低下は、デフレリスクを緩和するものの、それは豊かさの喪失であり、中長期の成長経路が下振れにするというより深刻なリスクの顕在化を意味している。したがって、早急に、感染防止を図りながら需要の喚起、回復を図ることが極めて重要になっている。

他方、景気循環の視点から経済を眺めると、2012年11月から始まった大型の景気拡張局面では、これまで以上に雇用動向が景気変動に影響し、雇用構造の変化が外生的な経済ショックへの頑健さを生み出しつつ、自律性の高い生産、所得、消費の循環を形作っていたという特徴がある。当面、感染症の影響は残るものの、経済活動との両立を図ることが必要であり、外需の持ち直しに期待しつつも、内需を持ち上げていくことが自律的な循環を再び取り戻すためには必要である。特に、生産年齢人口の減少が続くことからも、ソフトウェアやIT投資、人的投資を促すことで生産性の高い供給体制を構築し、同時に、感染防止策を講じる下において需要を十分発現させることが出来れば、再び自律性の高い経済成長軌道へ復することは可能である。

●感染症拡大の下で進んだ柔軟な働き方と働き方改革

感染症の拡大は働き方にも大きな影響を与えた。過年度から、一億総活躍の下での女性や高齢者の就業を促進し、同時に働き方改革を進めてきており、残業時間の抑制や有給休暇取得を促してきた。今年の上半期は、感染症の影響による休業の広がりを反映し、総労働時間は大きく減少したが、その中にはこうした取組の成果も含まれている。ただし、長時間労働者は依然として一定割合で存在しており、是正に向けて、企業は柔軟な業務の調整ができる体制構築や社内慣行の見直しに取り組んでいく必要がある。

また、感染症の拡大によって東京を中心に時差通勤やテレワークが広く浸透した。テレワーク実施率は、緊急事態宣言の解除後も大きくは下がらず、実施者の多くが今後も日常業務で取り入れたいという意向を示している。アンケート調査結果を詳しく分析すると、同じ業種でもテレワーク経験者の方が未経験者よりも「テレワークができない職種である」との回答が少なく、実際やってみるとテレワークが導入できる部分があり、実施率はまだ高まる可能性がある。ワーク・ライフ・バランスや働き方改革の目指すところからも、後戻りさせることなく取り組んでいく必要がある。

2020年4月より大企業に施行されたパートタイム、有期雇用労働法への対応については、2020年夏の特別給与において、パートタイム労働者への一時金の支給実施を反映した動きがみられた。今後は2021年4月の全面施行に向け、企業が説明のできない待遇差を解消しているかを確認するとともに、引き続き政策的な支援を続けていくことが重要である。

こうした働き方改革の具体的な取組が雇用や生産性に与える影響を定量的に分析すると、効果の出方に違いがある。例えば、労働時間に関する取組では、「有休取得目標の設定」をした企業群では、設定しない企業群より有給休暇日数が増加し、総労働時間は減少した。また、「残業時間の公表」を実施した企業群は、実施しない企業群に比べて残業が抑制され、「残業時間の人事評価項目への追加」を実施した企業群では、実施しない企業群より離職率が低下した。同一労働同一賃金に関する分析でも、非正規雇用比率の低下や労働時間の減少に有効な取組（給与体系の見直し等）や離職率の低下につながる取組（業務内容の明確化）があった。テレワークの実施は、生産性に有意にプラスの効果があることが示されたが、これは、フレックスタイム制や事業場外みなし労働時間制といった時間管理方法の改善、あるいは、成果主義を踏まえた裁量労働制の導入といった雇用管理の見直しと相まって、生産性上昇に寄与することが期待される。

●女性の就業と出生を巡る課題と対応

相互に関連するが、働き方改革と並んで重要な政策課題は女性活躍の推進である。今回の景気拡張局面は、女性雇用者が大きく増加した点が特徴である。いわゆるM字の女性労働参加率は解消されつつあるが、欧米主要国と比べると水準が高まる余地はあり、特に、30歳代後半で欧州諸国と開きがある。こうした子育て世代と考えられる時期の女性就業率は、国内外ともに低下する傾向はみられるが、就業希望者にとって、これがキャリアの断絶にならず、休職・休業が一時的なものに出来るよう、継続就業への道を拡げる必要がある。また、子どもがいる女性の就業率には地域差があり、それには3世代同居世帯の割合も関係しているが、世代間扶助の有無にかかわらず、子育て世帯の女性の就業希望がかなうように環境整備を進めることが必要不可欠である。実際、保育環境の整備は、量的拡充を通じて、女性の就業を促すと考えられ、育児休業にも就業促進効果が期待できる。しかし、男性の育児休業取得は未だ極めて少数であり、就業者の意識の変化や政策面での一層の後押しが求められる。

女性の継続就業は結婚・出産といったライフイベントにおいて変化することが多い。国際比較でも国内の都道府県比較でも、就業率の高い地域では出生率も高いという傾向はみられるが、国内の動きを年齢別にみると、就業率と出生率に関係はみられず、就業率はいずれの年齢階級でも年々上昇し、出生率は30歳代で年々上昇している。これは、就業を促す環境の整備、あるいは出産や子育てが継続就業に不利とならない環境整備が寄与すると同時に、出産年齢の高齢化が進んでいるためである。こうしたことも勘案すると、我が国の出生率の低下要因は、特に未婚率の上昇による影響が大きいと考えられ、女性の就業が出生に悪影響を与えているとは言えない。独身者の9割がいずれは結婚を希望し、希望出生数も2近傍にあることから、婚姻率の回復を図ることが求められる。

また、結婚・出産と女性の就業の関係では、かつては一般的であった結婚退職は減少しているが、第1子の出産前後で3割が退職している。特にパート・派遣といった雇用形態で働くグループでは、妊娠前後に離職を選択する者が多く、雇用形態が継続就業の確率に大きく影響している。さらに、共働き世帯が多くを占めるようになり、働き手の多様化も進んでいるが、男性の家事参加は低調である。男性の働き方・家事・育児参加が出生率に影響しているとの先行研究もあり、変化が必要である。その際、男性の家事・育児時間が短時間となる背景には長時間労働の影響も無視できず、働き方改革の進展も含めて、ワーク・ライフ・バランスの一層の改善が求められる。こうした中、感染症の拡大による生活様式の急激な変容は、夫婦の家事・育児分担にも影響を与えており、プラスの面もある。引き続き、働き方改革を進め、誰にとっても働きやすい環境を整備するとともに、子どもを産み育てやすい社会の形成が求められる。

●デジタル化による消費の変化とIT投資の課題

感染症を克服する「新たな日常」に向けて、消費面では既に大きな変化が生じている。EC（電子商取引）は感染症の拡大防止の観点から注目されているが、これまでも、消費者向けEC市場は年率約8％で成長してきた。EC消費支出はEC利用世帯の増加によって増えてきたが、若年世帯、共働き世帯の利用が多い。特に、緊急事態宣言以降、ECの利用は高齢世帯へと拡がっており、履歴効果も期待されることからすそ野広く定着していくと見込まれる。EC普及率は欧米よりも低いが、仮に感染症拡大の下で加速した今のテンポが続けば、1年程度で並ぶといった計算もできる。供給体制がボトルネックにならないように、通信や物流インフラの拡充、人手不足を解消するIT化と働き方の改革を急ぐべきである。

また、EC同様にインターネット上のプラットフォームを介して行うシェアリングといった新しい消費形態やサブスクリプション（定額制）といった新しい契約形態も拡がりをみせている。例えば自動車のシェアリング市場はまだ小さいが、これが普及すれば、個人の自家用自動車保有は減少するかもしれないものの、利用者としては用途に応じて車種を選択する余地が拡がり、生活の利便性が高まるほか、保有資産（自動車）の有効活用につながる可能性がある。また、サブスクリプションが普及している音楽業界では、ネット配信により利用者にとっては廉価に多くのサービスを需要出来る一方、提供側も財を介した販売コストを負担せずにサービスの提供が行えるだけでなく、広告や付帯サービスによって追加需要を生み出す機会を得ている。

こうした新たな消費生活を支えるためにはIT・ソフトウェア関連投資が不可欠となるが、我が国の従業者一人当たりソフトウェアストックは他の先進国に比べて見劣りしている。従業員一人当たりのソフトウェア装備率を高めることは労働生産性にプラスであり、また、省力化に向けたIT投資はバックオフィスの労働時間削減に効果があり、投資を加速する価値がある。

また、今回の感染症の拡がりにより、民間部門よりも公的部門のIT化の遅れが明らかになった。特に、教育や行政といった公的部門のIT化については、国際比較においても遅れが著しく、早々に改善・是正を図ることが求められる。

さらに、今後のデジタルイノベーションに必要なIT人材も不足していると懸念される。IT人材の総数不足だけでなく、欧米各国との比較からは、我が国のIT人材がIT関連産業に偏っていることが明らかになった。この点、米国では公的部門にもIT人材が1割以上所属しているのに対し、我が国は1％にも満たない。各産業に広くIT人材がいること、つまり、システムのユーザー側にある程度のIT人材が所属することは、ユーザーのニーズに合致した、合理的・効率的なIT投資やスムーズなIT運用が進む基礎となる。公的部門の改革に合わせて、IT技能を有する人材が広く産業に雇用されていくことで、「新たな日常」に向けた社会変革が実現できると期待される。
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第1-1-1図　実質GDPの推移
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第1-1-2図　海外経済の動向
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第1-1-3表　感染症を巡る事態の推移
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第1-1-4表　過去の感染症流行及び経済ショックとの比較
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第1-1-5図　ショック前後の経済変動






[image: 第1-1-5図　ショック前後の経済変動]














第1-1-6図　家計調査による価格変化の要因分解
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第1-1-7図　GDPギャップ・稼働率・失業率の推移
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第1-1-8図　実質総雇用者所得の動向
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第1-1-9図　家計の名目可処分所得の動向
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第1-1-10図　消費総合指数、実質総雇用者所得の動向
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第1-1-11図　個人消費の理論値と実績値
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第1-1-12図　品目・業態別の消費の動き（1）
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第1-1-13図　品目・業態別の消費の動き（2）
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第1-1-14図　住宅投資の動向
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第1-1-15図　住宅着工戸数の先行き
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第1-1-16図　経常利益の動向
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第1-1-17図　交易条件と交易利得の動向
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第1-1-18図　製造業の生産の動向
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第1-1-19図　製造業の在庫循環
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第1-1-20図　非製造業の生産の動向
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第1-1-21図　設備投資と設備過不足感の推移
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第1-1-22図　設備投資の展望
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第1-1-23図　財輸出の動向
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第1-1-24図　財輸入の推移
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第1-1-25図　サービス輸出の動向
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第1-1-26図　対外直接投資と収益率
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第1-1-27図　業種別の海外生産比率と国内の就業者数、生産、労働生産性
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第1-2-1図　有効求人倍率、完全失業率
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第1-2-2図　雇用保蔵の推計
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第1-2-3図　雇用者数の減少と非労働力化の背景
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第1-2-4図　現金給与総額の動向
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第1-2-5図　休業による雇用調整が現金給与総額に与える影響
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第1-2-6図　労働需給に係る各種指標と賃金の関係
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第1-2-7図　企業の取引価格の動向
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第1-2-8図　予想物価上昇率の推移
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第1-2-9図　企業の販売価格見通しの決定要因
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第1-2-10図　消費者物価の動向
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第1-2-11図　消費者物価（コアコア）の要因分解
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第1-2-12図　ULC（単位労働費用）の動向
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第1-2-13図　日米欧の政策金利とバランスシートの推移
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第1-2-14図　マネー指標の動向
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第1-2-15図　マーケットの動向
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第1-2-16図　業況判断・資金繰り判断・貸出態度判断DIの関係
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第1-2-17図　銀行貸出・社債・CP
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第1-2-18図　経済対策・補正予算の概要
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第1-2-19図　国・地方の債務残高の寄与分解
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第1-3-1図　景気動向指数と実質GDP
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第1-3-2図　景気基準日付と内閣府経済社会総合研究所の対応
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第1-3-3表　景気動向指数の構成系列の比較
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第1-3-4図　CIのパフォーマンス比較
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第1-3-5図　CIと主要なマクロ経済指標の動き
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第1-3-6図　企業を巡る経済の循環
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第1-3-7図　家計を巡る経済の循環
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第1-3-8図　就業者数の増減要因の分解
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第1-3-9図　雇用者報酬の伸びと業種別就業者数の変化
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第2-1-1図　総実労働時間に対する勤務日数と一日当たり勤務時間の寄与度
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第2-1-2図　労働時間の業種別推移
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付注2-3　傾向スコアマッチングを用いた差の差分析
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付注2-4　全要素生産性の推計
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付注4-1　EC利用の決定要因に関するプロビット推計
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付注4-2　特定品目におけるEC利用世帯と非利用世帯の1か月平均支出額の差の推計
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付注4-3　自動車保有に影響を与える要因
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付注4-4　カーシェアリングの現状と自動車保有台数
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付注4-5　マンアワー当たりのソフトウェア装備率が生産性に与える影響
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付注4-6　省力化投資の効果の推計方法と結果
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（備考）


	内閣府「国民経済計算」により作成。季節調整値。

	1955年第3四半期から1980年第1四半期は、68SNA、平成2年基準、固定方式。
1980年第2四半期以降は、08SNA、平成23年基準、連鎖方式。

	四捨五入の関係上、各項目の寄与度の合計は必ずしもGDP成長率に一致しない。

	「その他」の項目は、民間住宅、民間在庫品増加、輸入の合計。
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